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マイナス金利政策をどう考えるべきか
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10～12月期業況は2四半期続けて改善
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到来するIoT社会と中小企業 ④
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急速に脚光浴びる「フィンテック」⑤
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コンテンツツーリズムによる魅力溢れる地域づくり
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政府系株主と政府系取締役が銀行の業績に与える影響

地域・中小企業研究所が
「危機管理セミナー」「職域セールスプランニング研修」を開催

地域・中小企業関連経済金融日誌（12月）

統計

（߸534ר௨）߸��ୈר

ア
オ



̨̞ ̨̣ ̍̏ ̐̒ ʵ̕ ̐̓ ̕

̎̌ ̍7（ฏ��）�݄��ൃߦ

̎̌ ̍7�݄߸�ୈ̍ר��ୈ�߸（௨534ר߸）

ൃɹߦ��৴ۚதԝۚݿ

ฤɹू��৴ۚதԝۚݿɹҬɾதখڀݚۀاॴ

˟103ʵ00���౦ژதԝ۠ീॏऱ1ʵ3ʵ7

5&-�03（5�0�）7�71ɹ'"9�03（3�7�）704�

ʻຊࢽͷແஅస༻ɺసࡌΛ͡ې·͢ʼ

˓ରɺڀݚॴͷڀݚͰ͋ΔʮҬʯʮதখۀاʯʮڠಉ৫ʯʹؔ࿈͢Δۚ༥ɾ

͚͓ʹࠃͷҭΛਤΓɺͬͯզ͕ऀڀݚͷྭΛ௨ͯ͡ɺڀݚͱ͠ɺ͜ΕΒͷࡁܦ

Δ֘ͷֶज़ڀݚৼدʹڵ༩͢Δ͜ͱΛ的ͱ͍ͯ͠·͢ɻ

˓͔͔Δ的ΛޮՌ的ʹ࣮͢ݱΔͨΊɺຊจืूɺᶃݒจͱҟͳΓɺืूݶظΛઃ͚ͳ

͍ਵूื࣌ͱͯ͠ଉͷ͍औΈΛ͍ͯ͠ࢦΔ͜ͱɺᶄཁվળΛࢦఠ͠ɺՃචमਖ਼ޙͷ࠶

ԠืΛೝΊΔ߹͕͋Δ͜ͱɺΛಛͱ͍ͯ͠·͢ɻ

˓৴ۚத݄ۚใͷԠืจͷࡌܝՄ否ɺฤूҕһձ͕ҕ͢Δ৹ࠪһͷ৹ࠪ݁Ռʹ͖ͮجɺ

ฤूҕһձ͕ܾ定͢Δͱ͍͏ɺ͍ΘΏΔϨϑΣϦʔ੍Λ࠾༻͓ͯ͠Γɺຊ݄ใʹ͞ࡌܝΕͨ

จڀݚॴϗʔϜϖʔδʹ͢ࡌܝΔ͜ͱͰɺ͘Ұൠʹެද͢ΔػձΛઃ͚͓ͯΓ·͢ɻ

ৄ͘͠ɺڀݚॴϗʔϜϖʔδ（IUUQ���XXX.TDCSJ.KQ�）ʹ͞ࡌܝΕ͍ͯΔืूཁ߲Λ͝

র͍ͩ͘͞ɻࢀ

� �編集委員会 （ܟশུɺॱ ෆಉ）

� ҕ һ � খӳ࣏� ҰڮେֶେֶӃ�ֶڀݚՊڭत

� ෭ҕһ� ౻࣍༤� ԣཱࢢେֶ໊༪ڭतɾࡍࠃϚωδϝϯτڀݚՊ٬һڭत

� ҕɹɹһ� উɹӻࢠ� तڭ෦ֶࡁܦ࣏େֶ�࣏໌

� ҕɹɹһ� ᜊ౻Ұ࿕� খ୬ՊେֶେֶӃ�ֶڀݚՊڭत

� ҕɹɹһ� Ո৴ળ� ਆށେֶܦࡁܦ�Ӧڀݚॴڭत

問い合わせ先

৴ۚதԝۚݿ�Ҭɾதখڀݚۀاॴʮ৴ۚத݄ۚใࡌܝจʯืूࣄہ（୲ɿॅݩɺத）

5FM���03（5�0�）7�71ʗ'BY���03（3�7�）704�

「信金中金月報掲載論文」募集のお知らせ ホームページのご案内

【ホームページの主なコンテンツ】
˓ڀݚॴͷ֓ཁɺ׆ಈঢ়گɺ৫
˓֤छϨϙʔτ
ɹ֎ࡁܦɺதখۚۀا༥ɺҬۚ༥ɺ
ɹڠಉ৫ۚ༥ɺۀ࢈ɾۀاಈ
ߦץ˓
ɹ৴ۚத݄ۚใɺશࠃ৴༻ۚگ֓ݿ
˓৴༻ۚݿ౷ܭ
ɹຊޠʗӳޠ
˓จืू

ʲ63-ʳ
�IUUQ���XXX.TDCSJ.KQ�

ڀݚॴͷϗʔϜϖʔδͰɺڀݚॴͷௐࠪڀݚՌͰ͋Δ֤छϨϙʔτɺ৴ۚத݄ۚใͷ΄͔ɺ౷ܭσʔ
λΛࣔ͠ܝɺ͘Ұൠͷํͷ͝ར༻ʹ͓ͯ͠ڙΓ·͢ͷͰ͝׆༻͍ͩ͘͞ɻ
ɹ·ͨɺʮ͝ҙݟɾ͝ཁ૭ޱʯΛઃஔ͓ͯ͠Γ·͢ͷͰɺڀݚॴͷௐࠪڀݚ׆ಈʹؔ͠·ͯ͘͠͝ҙ
ਃ্͛͠·͢ɻ͍ئΑ͏͓ٓ͘͢͠·͖͍ͩͨͤدΛ͓ݟ



個人名による掲載文のうち意見にわたる部分は執筆者個人の見解です。
投資・施策実施等についてはご自身の判断によってください。

S h i n k i n
C e n t r a l
B a n k
Mon t h l y
R e v i e w

年 月号 目次

2017

2

マイφス金རࡦをͲ͏考えるきか 2

第166回全国中小企業景気動向調査
10ʙ12月ظ業گは2࢛ظଓ͚ͯվળ 4
－2016年10～12月期実績・2017年1～3月期見通し－
【特別調査－2017年（平成29年）の経営見通し】

౸དྷ͢る*P5社会と中小企業	ᶆ 18
－地域の課題解決に活用される「I oT」－

光ཋͼる「フィンテック」ᶇ٭にٸ 33
－利用者本位の「フィンテック」に向けて－

コンテンツツーリズムによる魅力ҲΕる地域づくり 48
－「大河ドラマ」、「アニメ」、「ロケ誘致」の事例からの示唆－

「信金中金月報ࡌܝ文」ื ूにお͚る査ಡ文	 72

ܥ株主とܥ取క役がۜߦの業に与えるӨڹ	 73
−株式会社化以降の中国銀行業に関する分析−

地域・中小企業研究所が
	࠵を開「৬域ηールスプランニング研म」「ཧηミφーػة」 87

地域・中小企業ؔ࿈経済金༥日ࢽ（12月）	 89

信金中央金庫	地域・中小企業研究所活ಈه（12月）	 96

信用金庫౷ܭ、金༥ؔػ業ଶผ౷ܭ	 98

信金中金だより

統　  計

調　  査

藁品和寿

藁品和寿

藁品和寿

石川浩史

和ྠࡾ

信金中金月報ࡌܝ文ฤूҕ員
（तڭ経済学෦࣏	大学࣏໌）

鉢嶺　実

উ　ӻࢠ

地域・中小企業研究所

査読付論文

　　ྶҰڮ大学大学Ӄ商学研究Պ研究ิॿ員



2	 信金中金月報　2017.2

マイナス金利政策をどう考えるべきか

　日本銀行がマイナス金利を導入してから1年が経とうとしている。2016年2月に導入される

や൱や円相場は下མし、株価は上ঢしたが、すぐに転し、円高と株安が長らく続く展開とな

った。日本経済が力強さを欠いたঢ়ଶであったことに加え、外部環境のѱ化、特に中国経済減

速や6月のBreYitなどにい世界経済の不ಁ明性が一ஈと増大したためである。

　しかし、11月8日のถ国大統領選挙で大きく環境は変わった。トランプ次期大統領が決まる

や൱や、減税やインフラ投資など景気ܹ策をଧち出すとの期待が高まり、ંからのFRBの

利上げ観測も加わって、世界同時株高とドル高が示現した。これは日本にとってい風とな

り、一転して株高・円安基調となって、ࠇ田日銀総ࡋब任後22E政策を導入した当時と同じ

ような市場環境となった。

マイナス金利政策はデンマークで2012年7月に導入され、その後ハンガリーが続き、ECBが

2014年6月に、2015年に入りスイス、スウェーデン、ノルウェーが導入した。デンマークの目

的はҝସり上げѹ力を؇和することであり、またスイスもECBがマイナス金利を導入した

ことで自国通՟上げѹ力が生じたため、これを؇和することが主な目的であった。これに対

しECBはデフレ回ආ、インフレ期待上ঢのアンカーとしての導入であるが、Ԥ州の小国開放

経済は、ҝସ相場安定の観点から導入せざるを得なかったのである。

マイナス金利にはそもそもどういった理的根拠があるのだろうか。まず、ϰィクセルの自

然利子率の考え方がある。自然利子率とは投資とஷとを一致させる利子率であり、それと՟

ฎ利子率とのࠩ異によってインフレが規定される。したがってજ在成長率が低ければ自然利子

率は当然低くなるはずであり、自然利子率がゼロ以下であるとすれば、デフレから٫するに

は、՟ฎ利子率もそれに従いゼロ以下にすべきということになる。

マクロ経済学の観点からは、ケインズ経済学の流動性の᠘がある。教科書的には、՟ฎ市場

が流動性の᠘にؕった場合、՟ฎ供څを如何に増大させたとしても金利には非負制約があり、

՟ฎ曲線はゼロ金利近ลでフラットな形ঢ়となる。この場合総需要（AD）曲線はજ在産出量

を下回る水準でਨ直になってしまい、ຫ性的な総需要不足のঢ়ଶとなる。このঢ়ଶからする

ためには、積極的財政政策を行うか、あるいは非負制約をはずしてマイナス金利とし、産出量

を増大させるよう均ߧ点をシフトさせるしかない。

信金中金月報掲載論文編集委員

勝　悦子
（明治大学 政治経済学部教授）
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　マイナス金利政策の導入の効果としては、①貸出金利・༬金金利の全般的低下、②イールド

カーブの全般的な下方シフトにより、融資の増大、ポートフΥリオリバランス効果による株価

などの資産価格の上ঢ、③外࠴購入による自国通՟安の示現などが想定される。しかし理と

は異なり現実では༬金金利は非負制約があるので、金融機関の利ৌは全般的にॖ小し、収ӹに

負の影響が出る。また、࠴券金利の全般的な下方シフトは年金基金や生໋保ݥ会社などの機関

投資家の運用をࠔにさせるといった課題もある。

　こうしたマイナス金利による金融機関の収ӹѱ化に配ྀして、日本では、3ஈ֊の֊層構造

と呼ばれる新たな準備༬金スキームが導入された。第一は「基礎高」で、日銀当࠲༬金と準

備༬金の合計から所要準備額を引いた超過準備額の約209ஹ円（ࡢ年11月末値、全準備の3分

の2）の部分に0.1％の金利が付される。第二は「マクロ加算高」で、所要準備額、貸出支援

基金、および被災地支援オペ高の約73ஹ円（全準備の24％）で金利は0％である。第三が

「政策金利高」、すなわち基礎高とマクロ加算高を上回る部分であり、この部分（2016

年11月末約22ஹ円、全準備の7.4％）にマイナス0.1％が適用されることになる。

　今回のマイナス金利政策導入によりコール市場の金利もマイナスとなった（2016年11月平

均値マイナス0.049％）。日本では2008年10月末に補完༬金準備制度により過準備部分に付

利されることになったが、通常この金利がコールレートの下限となる。しかし、当࠲༬金高

全体の7.4％に過ぎないものの、今回「政策金利高」がマイナス0.1％となったことで、この

水準がインターバンク無担保コールレートのコリドーの下限となった。さらにこのマイナス金

利部分が国࠴のイールドカーブ全体を大きく引き下げることとなった。

　日本銀行は2016年2月以降、業ଶ別にこの3つのカテゴリーのデータを公表しているが、そ

れによると、都銀はマイナス金利適用の政策金利高が4月以降ほぼゼロで、また地銀も低水

準（総当࠲༬金高の1％程度）である。一方、外国銀行（同13％程度）、信ୗ銀行（同16％

程度）、およびゆうちΐ銀行や大手信用金庫などのその他準備༬金制度適用先(同17％程度)は、

MRFの準備আ外ા置等があったものの、マイナス金利適用の政策金利高はむしろ増大して

いる。これは、これら金融機関の運用および融資先がなかなかないことを映している。

　マイナス金利の導入により、当࠲༬金額の枠がある都銀などの主体はマイナス金利でコール

市場から資金を調達し、0.1％あるいはゼロ％で༬けることで運用ӹを得たともいわれる。さ

らにすでに積み上がった基礎高はリスクフリーで0.1％の利回りが得られるため、今般のマ

イナス金利は、ࡢ年9月に導入されたイールドカーブコントロールも含め金融機関の収ӹに大

きく配ྀしたものであるとも言える。

　とはいえ金融機関の収ӹѱ化は、保ݥ会社の保ݥ料率引き上げや、銀行の手数料引上げなど

をもたらし、むしろ個人消費等にはマイナスにಇく。金利体ܥが全般に低下するなか、リスク

マネーが循環するよう、ূ券化などの金融力を向上させ、需要ש起を行うことがٻめられる。

また、賃金の引上げや消費税再引上げԆ期などの需要ש起政策も真に考えていくべきだろう。
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調 査

ୈ���ճશ国中খا業ؾܠಈௐ査
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��ʙ��月ظ業گ࢛�ظଓけͯվળ
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信金中央金庫
地域・中小企業研究所

調査の֓ཁ
1．調査時点：2016年12月1日〜7日
2．調査方法：全国各地の信用金庫営業店の調査員による、共通の調査表に基づく「聴取り」調査
3．標 本 数：15,792企業（有効回数	14,245企業・回率	90.2�）

˞　有効回数のうち従業員数20人未ຬの企業がめる割合は71.8�
4．分ੳ方法：各質問߲目について、「増加」（良い）−「減少」（ѱい）	の構成ൺのࠩ�判断D.I.に基づく分ੳ

（概　況）
1	．16年10〜12月期（今期）の業況判断D.I.は˚6.0と、前期にൺべ4.1ポイントの改善となった。
　収ӹ面では、前年同期ൺ売上額判断D.Iが˚6.7と前期ൺ1.5ポイント改善、収ӹの判断
D.I.は˚8.2と同1.0ポイント改善した。販売価格判断D.I.はプラス1.5と、同2.9ポイント上ঢ
した。人手過不足判断D.I.は˚21.4と、マイナス幅が同3.8ポイント拡大し、前期に引き続き
人手不足感が強まった。業種別の業況判断D.I.は、6業種すべてで改善した。地域別でも、
11地域すべてで改善した。

2	．17年1〜3月期（来期）の予想業況判断D.I.は˚10.7、今期実績ൺ4.7ポイントの低下見通し
である。業種別には、6業種すべてでŊ 地域別には11地域中、首都圏をআく10地域で低下す
る見通しにある。

業種ผఱؾ図
時　期

業種名
2016年
7〜9月

2016年
10〜12月

2017年
1〜3月

（見通し）

総 合

 造 業

Է 売 業

小 売 業

サ ー ビ ス 業

建 設 業

不 動 産 業

地域ผఱؾ図（今ظ）
地　域

業種名

北
海
道

東

北

関

東

首
都
圏

北

陸

東

海

近

畿

中

国

四

国

九
州
北
部

南
九
州

総 合

 造 業

Է 売 業

小 売 業 →低調好調←

サ ー ビ ス 業

建 設 業

不 動 産 業
（この天気図は、過去1年間の景気指標を総合的に判断して作成したものです。）	

→低調好調←
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1．શ業種૯߹

˓業گはվળ

　16年10〜12月期（今期）の業況判断D.I.は

˚6.0と、前期とൺべ4.1ポイントの改善と

なった（図表1）。

　収ӹ面では、前年同期ൺ売上額判断D.I.が

˚6.7と前期ൺ1.5ポイント改善、同収ӹ判断

D.I.が˚8.2と同1.0ポイントの改善となった。

なお、前期ൺ売上額判断D.I.はプラス2.9、同

収ӹ判断D.I.は˚1.1と、それぞれ前期ൺ6.8ポ

イント、同5.6ポイントの改善となった。

　販売価格判断D.I.は1.5とプラス水準に転

じ、前期ൺ2.9ポイントの上ঢとなり、販売

価格を「上ঢ」と回した企業の割合が増加

した（図表2）。また、仕入価格判断D.I.は、

プラス15.7、同4.7ポイントの上ঢと、仕入

価格を「上ঢ」と回した企業の割合が増加

した。

　雇用面では、人手過不足判断D.I.が˚21.4

（マイナスは人手「不足」超、前期は˚17.6）

と、マイナス幅が前期ൺ3.8ポイント拡大し、

前期に引き続き人手不足感が強まった（図

表3）。

　資金繰り判断D.I.は˚7.7と、前期ൺ0.8ポ

イントの改善となり、2四半期ぶりの改善と

なった。

　設備投資実施企業割合は前期ൺ0.1ポイン

ト減少の21.3�となった。

　業種別の業況判断D.I.は、6業種すべてで

改善した。とりわけ、造業、Է売業、建設

業の3業種では、前期ൺ5ポイントを超える

大きな改善幅となっている。

　地域別の業況判断D.I.は、11地域すべてで

改善となった。なかでも、東北と近ـは、前

期ൺ7ポイントを超える改善をみせ、大幅な

改善となった。

11.	12 12.	12 13.	12 14.	12 15.	12 16.	12
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図表1　主ཁஅ%�*�の推Ҡ

図表2　ൢചՁ֨・ೖՁ֨அ%�*�の推Ҡ
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˓業گはԼのݟ௨し

　来期の予想業況判断D.I.は˚10.7と、今期

実績ൺ4.7ポイントの低下見通しとなってい

る。なお、今回の予想低下幅は、過去10年

の平均（6.2ポイントの低下見通し）より小

さくなっている。

　業種別の予想業況判断D.I.は、6業種すべ

てで低下する見通しである。なお、建設業と

不動産業は今期に引き続きプラス水準を維持

する見通しとなった。地域別では、首都圏を

আく10地域で低下を見込んでいる。

2．業

˓業گは3࢛ظଓ͚ͯվળ

　今期の業況判断D.I.は˚3.9、前期ൺ6.4ポ

イントの改善となった（図表4）。今回の改

善幅は、前回調査時における今期見通し

（6.3ポイントの改善見通し）を若干ながら上

回った。なお、改善は3四半期連続である。

　前年同期ൺ売上額判断D.I.は˚4.2と、前期

ൺ2.3ポイントの改善、同収ӹ判断D.I.は˚

5.6と、同2.0ポイントの改善となった。な

お、前期ൺ売上額判断D.I.は、前期ൺ9.8ポイ

ント改善のプラス6.3、同収ӹ判断D.I.は、同

7.9ポイント改善のプラス1.2と、ともに4四

半期ぶりのプラス転換となった。

まるڧがײଓ͚ͯਓखෆظ࢛2˓

　設備投資実施企業割合は24.4�と、前期に

ൺべ0.2ポイントの小幅低下となった。

	 人 手 過 不 足 判 断D.I.は ˚19.6（前 期 は ˚

15.1）と、2四半期続けて人手不足感が大幅

に強まった。

˚業時間判断D.I.はプラス1.5（前期は　

3.3）とプラス転換し、業時間を「増加」

と回した企業が増加した。

　原材料（仕入）価格判断D.I.はプラス14.5

と、前期ൺ5.4ポイント上ঢし、価格を「上

ঢ」と回した企業が増加した。一方、販売

価格判断D.I.はプラス0.2と、前期ൺ2.8ポイン

ト上ঢし、4四半期ぶりのプラス転換（「上ঢ」

という回が「下降」を上回る）となった。

　なお、資金繰り判断D.I.は˚7.0と、前期ൺ

1.4ポイントの改善となった。

˓શ22業種の͏ち17業種Ͱվળ

　業種別業況判断D.I.は、造業全22業種中、

改善17業種、低下5業種と、改善業種の数が

低下業種のそれを大きく上回った（図表5）。

　素材型業種はŊ 全7業種中、改善4業種、

低下3業種とまちまちだった。なお、非鉄金

属は10ポイント超の大幅な改善となった。

　部品加工型業種は、3業種すべてで改善

し、プラスチックに続いて金属品もプラス

水準に転じた。

˚5.6

˚3.9
˚4.2

11.	12 12.	12 13.	12 14.	12 15.	12 16.	12

（D.I.）

前年同期ൺ売上額

業況

˚70
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前年同期ൺ収ӹ

図表4　業　主ཁஅ%�*�の推Ҡ
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　建設関連型業種は、4業種すべてで改善し

た。とりわけ、木材以外の3業種は10ポイン

ト超の大幅改善となった。

　機ցث具型業種は、全4業種中、電気機ց

をআく3業種で改善した。なかでも、輸送用

機ثは10ポイント超の改善で8四半期ぶりの

プラス転換となった。

　消費財型業種では、全4業種中、؝具ŋス

ポーツをআく3業種で改善した。	

˓༌ग़主力ܕが2࢛ظͿりにプラスస

　販売先形ଶ別の業況判断D.I.は、すべての

形ଶで改善した。とりわけ、大メーカー型は

前期ൺ5.5ポイント改善し、2四半期続けてプ

ラス水準を維持（1.2→6.7）した。

　輸出主力型の業況判断D.I.は前期ൺ8.7ポイ

ント改善してプラス4.7と、2四半期ぶりにプ

ラス水準に転じた。一方、内需主力型は同

5.8ポイント改善の˚3.7となった。

　従業員規模別の業況判断D.I.は、すべての

֊層で改善した。その結果、従業員50人以

上の֊層では前期に引き続きプラス水準

（50〜99人11.0、100人以上9.5）を維持した。

˓北、ۙࠃ࢛、ـが大෯վળ

　地域別の業況判断D.I.は、全11地域中、関

東で小幅低下したものの、それ以外の10地

域では改善した（図表6）。とりわけ、北陸、

近ـ、四国では前期ൺ10ポイント超の大幅

改善となった。

　なお、業況判断D.I.の水準面では、全11地

域中、北海道、近ـ、四国、九州北部、南九

州の5地域がプラス水準に転じた。

˓શൠにԼのݟ௨し

　来期の予想業況判断D.I.は˚9.0と、今期実

績ൺ5.1ポイントの低下を見込んでいる。

　業種別には、全22業種中、改善見通しは7

業種にとどまり、2業種で横ばい見通しのほ

か、13業種で低下見通しとなっている。

　地域別には、全11地域中、小幅改善見通

しの首都圏をআく10地域で低下の見通しと

なっている。ただ、九州北部の低下幅は小幅

にとどまり、全11地域中で།一、プラス水

準を維持する見通しとなっている。

図表5　業種ผ業گஅ%�*�の推Ҡ
	 （D.I.）
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3．Էച業

˓業گは2࢛ظͿりのվળ

　今期の業況判断D.I.は˚12.3、前期ൺ5.7ポ

イントの改善と、2四半期ぶりの改善となっ

た（図表7）。

　また、前年同期ൺ売上額判断D.I.は˚10.1、

同収ӹ判断D.I.は˚9.7と、それぞれ前期ൺ

1.3ポイント、同1.6ポイント改善した。

˓౦北、౦海、中ࠃͰ大෯վળ

　業種別の業況判断D.I.は、全15業種中、؝

具、ࢴ品、化学をআく12業種で改善した。

とりわけ、再生資源、߭物燃料、家具は前期

ൺ10ポイント超の大幅改善となった。一方、

地域別には、全11地域で改善した。とりわ

け、東北、東海、中国では前期ൺ10ポイン

ト超の大幅改善となった。

˓૯ͯ͡Լのݟ௨し

　来期の予想業況判断D.I.は˚19.7と、今期

実績ൺ7.4ポイントの低下を見込んでいる。

業種別には、全15業種のうち、改善を見込

んでいるのは化学など5業種にとどまってい

る。また、地域別には、全11地域中、横ば

い見通しの首都圏をআく10地域で低下を見

込んでいる。

	4．小ച業

˓業گはվળ

　今期の業況判断D.I.は˚23.6と前期ൺ1.4ポ

イントの改善となった（図表8）。

　なお、前年同期ൺ売上高判断D.Iは˚22.1、

前期ൺ1.0ポイントの改善、同収ӹ判断D.Iは

˚22.3、同1.0ポイント低下した。

˚12.3
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図表7　Էച業　主ཁஅ%�*�の推Ҡ
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図表8　小ച業　主ཁஅ%�*�の推Ҡ

図表6　地域ผ業گஅ%�*�の推Ҡ
	 （D.I.）
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˓શ11地域中9地域Ͱվળ

　業種別の業況判断D.I.は、全13業種中、8

業種で横ばいないし改善となった。なかで

も、燃料と書੶ŋ文具、カメラŋ時計ŋメガネ

では10ポイント超の大幅改善となった。地

域別では、全11地域中、首都圏、南九州を

আく9地域で改善した。

	

˓૯ͯ͡Լのݟ௨し

　来期の予想業況判断D.I.は˚24.7と、今期

実績ൺ1.1ポイントの低下を見込んでいる。

　業種別には、全13業種中、7業種で低下の

見通しとなっている。また、地域別では、全

11地域中、関東、首都圏、東海、九州北部

をআく7地域で低下の見通しとなっている。

5．αーϏス業

˓業گはվળ

　今期の業況判断D.I.は˚6.8と、前期ൺ1.6

ポイントの改善となった（図表9）。

　なお、前年同期ൺ売上額判断D.I.は˚7.9、

前期ൺ1.3ポイントの低下、同収ӹ判断D.I.は

˚9.4と、同1.0ポイント低下した。

˓શ8業種中、6業種Ͱվળ

　業種別の業況判断D.I.は、全8業種中、6業

種で改善となった。なかでも、物品賃貸業と

自動車整備は10ポイント超の大幅改善と

なった。

　地域別では、全11地域中、東北、関東、

北陸、中国をআく7地域で横ばいないし改善

した。とりわけ、南九州は、全11地域中、

།一のプラス水準となった。

˓業種ผ・地域ผにまちまちのݟ௨し

　来期の予想業況判断D.I.は˚10.4と、今期

実績ൺ3.6ポイントの低下を見込んでいる。

業種別では、全8業種中、物品賃貸業、ホテ

ル、洗୕ŋ理容ŋ浴場など4業種で低下が見込

まれている。

　地域別には全11地域中、7地域で低下が見

込まれている。

ઃ業ݐ．6

˓業گは2࢛ظଓ͚ͯվળ

　今期の業況判断D.I.はプラス9.5と、前期ൺ

5.1ポイント改善となった（図表10）。
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　前年同期ൺ売上額判断D.I.は前期ൺ3.6ポイ

ント改善のプラス2.9となった。また、同収

ӹ判断D.I.は同2.6ポイント改善の˚1.9と

なった。

˓શ11地域中9地域Ͱվળ

　業況判断D.I.を請負先別でみると、4請負

先すべてで改善となった。特に官公庁は前期

ൺ8.9ポイント改善となった。

　地域別では、11地域中9地域で改善とな

り、四国をআく10地域でプラス水準とな

った。

˓૯ͯ͡Լのݟ௨し

　来期の予想業況判断D.I.は、今期実績ൺ8.3

ポイント低下のプラス1.2を見込む。

　請負先別と地域別では、4請負先、11地域

すべてで低下の見通しである。なかでも地域

別では、北海道、東北、関東で20ポイント

超の大幅低下を見込む。

7．ෆಈ࢈業

˓業گは小෯վળ

　今期の業況判断D.I.は、前期ൺ0.1ポイント

改善のプラス5.9となった（図表11）。

　前年同期ൺ売上額判断D.I.は前期ൺ0.5ポイ

ント低下のプラス6.2、同収ӹ判断D.I.は同

0.4ポイント改善のプラス4.8となった。

˓શ11地域中6地域Ͱվળ

　業況判断D.I.を業種別でみると、全5業種

中、貸事務所、仲介などの3業種で横ばいな

いし改善となった。

　地域別では、全11地域中、6地域で改善し

た。なかでも、北陸は10.8ポイント改善と、

最も大きな改善幅となった。

˓૯ͯ͡Լのݟ௨し

　来期の予想業況判断D.I.は、今期実績ൺ1.2

ポイント低下のプラス4.7を見込む。

　業種別では、全5業種中、貸事務所、建

売など3業種で低下を見込む。一方、地域

別では全11地域中、6地域で低下の見通しで

ある。

図表11　ෆಈ࢈業　主ཁஅ%�*�の推Ҡ
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˓景ݟؾ௨しはશ体తにややԼ

　2017年のզが国の景気見通しについては、

ň良いŉ（ň非常に良いŉ ŋ ň良いŉ ŋ ňやや良いŉ

の合計）と回する割合が11.7�、ňѱいŉ（ňや

やѱいŉ ŋ ňѱいŉ ŋ ň非常にѱいŉ の合計）が

44.5�となった。この結果、ň良い（A）−ѱい

（B）ŉ は˚32.8と、1年前の調査（˚24.8）とൺ

べ、8.0ポイントの低下となった（図表12）。

　地域別では、東北、四国で˚40を下回り、や

や慎重な見方となっている。また、従業員規模

別にみると、規模が大きいほどզが国の景気見

通しに強気であることがうかがえる。業種別で

ಛผௐ査
����ʢฏ��ʣのܦӦݟ௨͠

図表12　զがࠃの景ݟؾ௨し	 （単位：�）

良い
（A） 普通 ѱい

（B） （A）−（B）
非常に良い 良い やや良い ややѱい ѱい 非常にѱい

全
　
体

2017年見通し 11.7 0.2 1.6 9.9 43.8 44.5 34.2 9.3 1.1 ˚	32.8
2016年見通し 15.1 0.2 1.8 13.0 45.1 39.9 31.2 7.7 1.0 ˚	24.8
2015年見通し 13.7 0.2 1.8 11.6 36.0 50.3 37.5 11.3 1.5 ˚	36.6
2014年見通し 30.7 0.4 4.0 26.3 39.8 29.5 21.9 6.5 1.0 1.2
2013年見通し 5.2 0.1 0.6 4.5 16.6 78.2 42.9 29.7 5.6 ˚	73.0
2012年見通し 4.3 0.1 0.5 3.7 14.0 81.7 42.8 32.5 6.4 ˚	77.4

地
　
域

　
別

北 海 道 10.6 0.1 1.8 8.7 44.7 44.8 35.5 8.2 1.1 ˚	34.2
東 北 9.7 0.1 0.8 8.9 37.8 52.5 38.5 12.2 1.8 ˚	42.7
関 東 12.1 0.0 1.0 11.1 41.3 46.7 35.3 10.5 0.8 ˚	34.6
首 都 圏 10.6 0.4 1.5 8.7 44.4 45.0 33.2 10.6 1.3 ˚	34.4
北 陸 10.7 0.1 1.5 9.1 45.3 44.0 35.2 8.2 0.6 ˚	33.3
東 海 11.8 0.4 1.3 10.2 44.7 43.4 34.5 8.0 0.9 ˚	31.6
近 ـ 15.9 0.2 2.4 13.2 41.1 43.0 34.0 8.2 0.9 ˚	27.2
中 国 10.7 0.0 1.3 9.4 45.9 43.4 34.3 8.0 1.1 ˚	32.8
四 国 7.6 0.0 2.1 5.5 43.5 49.0 39.6 8.7 0.7 ˚	41.4
九 州 北 部 12.1 0.2 1.5 10.5 53.0 34.9 27.5 6.2 1.1 ˚	22.8
南 九 州 10.4 0.4 1.7 8.2 47.9 41.7 31.3 9.9 0.4 ˚	31.3

規
　
模

　
別

1 〜 4 人 7.9 0.3 1.0 6.6 42.1 50.0 35.3 13.2 1.5 ˚	42.1
5 〜 9 人 11.3 0.3 1.6 9.4 43.0 45.7 34.9 9.6 1.2 ˚	34.4
10 〜 19 人 13.7 0.1 2.2 11.4 44.5 41.8 33.1 8.1 0.6 ˚	28.1
20 〜 29 人 14.4 0.2 2.3 11.9 45.7 39.9 32.8 6.5 0.5 ˚	25.5
30 〜 39 人 15.8 0.0 1.8 13.9 43.1 41.1 36.0 4.1 1.1 ˚	25.4
40 〜 49 人 14.8 0.5 1.5 12.9 45.6 39.6 33.0 6.1 0.5 ˚	24.8
50 〜 99 人 17.0 0.4 2.4 14.2 44.6 38.4 33.2 4.7 0.5 ˚	21.4
100 〜 199人 15.6 0.0 1.9 13.6 51.8 32.7 30.0 1.9 0.8 ˚	17.1
200 〜 300人 14.2 0.0 1.8 12.4 59.3 26.5 24.8 0.9 0.9 ˚	12.4

業
　
種

　
別

 造 業 11.4 0.2 1.7 9.5 45.1 43.4 33.7 8.9 0.8 ˚	32.0
Է 売 業 11.8 0.2 1.6 10.0 41.2 47.1 36.9 8.9 1.2 ˚	35.3
小 売 業 7.3 0.2 0.7 6.3 37.8 54.9 38.8 14.4 1.7 ˚	47.6
サ ー ビ ス 業 10.5 0.2 1.4 8.9 44.7 44.8 34.5 9.2 1.1 ˚	34.4
建 設 業 16.6 0.2 2.3 14.1 48.0 35.4 28.2 6.2 1.0 ˚	18.8
不 動 産 業 15.2 0.5 2.0 12.7 46.0 38.9 32.7 5.9 0.4 ˚	23.7
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は、ࡢ年に引き続き小売業で慎重な見方が根

強い一方で、建設業と不動産業などでは強気

な見通しもみられた。

˓業ݟگ௨しわͣかにԼ

　2017年の自社の業況見通しを ň良い（A）−

ѱい（B）ŉ でみると、1年前の調査にൺべて3.2

ポイント低下し、˚20.3となった（図表13）。わ

が国の景気見通しと同様、若干ではあるが慎重

な見通しが広がっている。

　地域別では、東北が˚30を下回り、とりわけ

慎重な見方が強くなっている。また、従業員規

模別では、規模の大きい企業ほど強気であり、

とりわけ100人以上の企業ではプラスとなった。

業種別では、小売業で慎重な見方が根強い一

方で、建設業と不動産業でやや強気な見通し

がみられた。

図表13　ࣗ社の業ݟگ௨し	 （単位：�）

良い
（A） 普通 ѱい

（B） （A）−（B）
非常に良い 良い やや良い ややѱい ѱい 非常にѱい

全
　
体

2017年見通し 14.7 0.2 2.4 12.2 50.2 35.1 27.7 6.5 0.9 ˚	20.3
2016年見通し 16.8 0.3 2.4 14.2 49.2 33.9 26.5 6.3 1.1 ˚	17.1
2015年見通し 15.3 0.2 2.3 12.7 44.9 39.9 30.4 8.1 1.4 ˚	24.6
2014年見通し 21.7 0.4 2.8 18.5 46.8 31.5 24.0 6.5 1.0 ˚	9.8
2013年見通し 9.7 0.2 1.3 8.2 35.0 55.3 37.1 15.4 2.8 ˚	45.7
2012年見通し 9.1 0.1 1.2 7.8 31.6 59.3 40.0 16.1 3.2 ˚	50.2

地
　
域

　
別

北 海 道 13.3 0.2 1.6 11.5 51.2 35.6 28.6 5.9 1.2 ˚	22.3
東 北 11.2 0.2 1.8 9.2 41.9 47.0 35.7 9.4 1.9 ˚	35.8
関 東 16.1 0.2 1.6 14.3 45.2 38.7 31.0 7.1 0.6 ˚	22.6
首 都 圏 12.8 0.1 2.1 10.5 53.3 33.9 25.7 7.3 0.9 ˚	21.1
北 陸 13.7 0.0 2.0 11.7 49.2 37.1 31.1 5.7 0.3 ˚	23.4
東 海 15.6 0.3 2.3 12.9 48.1 36.3 29.7 5.4 1.2 ˚	20.7
近 ـ 19.5 0.3 3.3 15.8 48.2 32.3 26.3 5.2 0.8 ˚	12.9
中 国 14.9 0.0 3.0 11.9 50.5 34.6 26.9 6.7 0.9 ˚	19.7
四 国 12.6 0.2 3.4 8.9 52.5 34.9 27.6 6.6 0.7 ˚	22.4
九 州 北 部 14.6 0.2 2.6 11.8 58.4 27.0 21.3 4.9 0.8 ˚	12.5
南 九 州 14.9 0.0 2.8 12.1 51.8 33.3 25.7 7.1 0.4 ˚	18.4

規
　
模

　
別

1 〜 4 人 9.4 0.2 1.4 7.8 48.8 41.7 30.5 9.7 1.5 ˚	32.3
5 〜 9 人 13.6 0.1 2.4 11.1 51.2 35.2 28.1 6.0 1.0 ˚	21.6
10 〜 19 人 17.1 0.2 3.1 13.9 50.2 32.7 26.6 5.5 0.6 ˚	15.6
20 〜 29 人 19.7 0.5 3.0 16.2 50.2 30.1 25.3 4.3 0.5 ˚	10.4
30 〜 39 人 18.7 0.1 3.1 15.5 51.0 30.3 26.9 2.8 0.7 ˚	11.5
40 〜 49 人 17.8 0.3 2.5 15.0 52.6 29.6 24.4 4.8 0.5 ˚	11.8
50 〜 99 人 23.3 0.3 3.9 19.2 49.5 27.1 24.4 2.7 0.0 ˚	3.8
100 〜 199人 25.6 0.0 3.1 22.5 49.2 25.2 22.9 1.6 0.8 0.4
200 〜 300人 23.0 0.0 1.8 21.2 65.5 11.5 10.6 0.9 0.0 11.5

業
　
種

　
別

 造 業 16.6 0.2 2.4 14.0 49.2 34.2 27.5 6.0 0.8 ˚	17.7
Է 売 業 13.2 0.0 1.8 11.5 47.9 38.9 30.9 7.0 1.0 ˚	25.6
小 売 業 9.2 0.1 1.4 7.7 44.7 46.1 34.7 9.8 1.6 ˚	36.9
サ ー ビ ス 業 12.3 0.2 2.7 9.4 52.5 35.1 26.7 7.2 1.3 ˚	22.8
建 設 業 18.9 0.4 3.2 15.4 54.0 27.1 22.1 4.4 0.6 ˚	8.2
不 動 産 業 17.7 0.3 3.3 14.0 59.3 23.0 19.9 3.0 0.2 ˚	5.4
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˓ച上は2年࿈ଓͰ૿Ճݟ௨しがݮগを上回る

　2017年の自社の売上額見通し（৳び率）を

ň増加（A）−減少（B）ŉ でみると、1年前の調

査にൺべて2.5ポイント低下したもののプラス1.5

となり、2年連続のプラスとなった（図表14）。

　地域別では、6地区でプラスとなった。とり

わけ近ـはプラス10を上回り、他地区とൺֱし

て強気の見通しとなっている。一方、東北は˚

10を下回り、慎重な見通しとなった。

　従業員規模別では、4人以下でマイナスとな

る一方、5人以上の֊層ではݢ並みプラスと

なった。また、規模が大きいほど強気の向が

みられた。業種別では、不動産業をච಄に4業

種でプラスとなった。

˓業گはೋۃԽがଓく

　自社の業況が上向く転換点については、ňす

でに上向いているŉ とする回割合が0.9ポイン

図表14　ࣗ社のച上ֹ৳ͼのݟ௨し	 （単位：�）

増加
（A）

変化
なし

減少
（B） （A）−（B）

30�以上 20〜29� 10〜19� 10�未ຬ 10�未ຬ 10〜19� 20〜29� 30�以上

全
　
体

2017年見通し 28.1 0.6 1.2 6.7 19.6 45.3 26.6 19.2 5.4 1.1 0.8 1.5
2016年見通し 29.9 0.9 1.2 7.1 20.7 44.3 25.9 18.8 5.1 1.2 0.8 4.0
2015年見通し 27.9 0.7 1.5 6.6 19.2 42.3 29.8 21.6 5.8 1.4 0.9 ˚	1.8
2014年見通し 34.3 1.0 1.8 8.8 22.8 41.7 24.0 17.2 4.9 1.1 0.8 10.3
2013年見通し 22.5 0.6 1.1 5.1 15.7 37.4 40.0 27.1 9.4 2.4 1.2 ˚	17.5
2012年見通し 22.8 0.7 1.5 5.5 15.2 34.6 42.5 28.2 10.0 2.6 1.7 ˚	19.7

地
　
域

　
別

北 海 道 24.3 0.6 1.1 4.0 18.6 45.2 30.5 22.2 6.0 1.6 0.7 ˚	6.1
東 北 23.0 0.3 0.9 5.4 16.4 39.8 37.2 24.6 9.9 1.9 0.9 ˚	14.2
関 東 31.0 0.6 1.2 5.9 23.3 41.6 27.3 18.2 6.9 1.7 0.6 3.7
首 都 圏 24.3 0.4 1.1 6.2 16.6 51.4 24.3 18.1 4.8 0.9 0.6 ˚	0.0
北 陸 29.6 0.6 1.0 6.7 21.3 39.5 30.9 23.8 5.5 1.2 0.4 ˚	1.3
東 海 30.6 0.6 1.0 7.2 21.8 41.6 27.8 19.7 5.8 1.1 1.1 2.9
近 ـ 33.5 1.0 1.7 8.3 22.6 43.0 23.5 17.4 4.4 1.0 0.6 10.1
中 国 34.3 1.4 1.4 8.2 23.3 38.8 26.9 17.6 6.0 1.4 1.9 7.4
四 国 23.8 1.4 0.7 7.1 14.6 46.5 29.7 24.0 4.3 0.7 0.7 ˚	5.9
九 州 北 部 29.5 0.7 1.1 7.5 20.2 47.9 22.6 17.0 3.8 1.0 0.8 6.9
南 九 州 28.9 0.4 0.7 7.8 20.0 47.7 23.4 16.3 5.4 0.9 0.9 5.4

規
　
模

　
別

1 〜 4 人 17.9 0.6 0.8 4.4 12.1 50.0 32.1 22.8 6.9 1.4 1.1 ˚	14.2
5 〜 9 人 26.8 0.9 1.5 6.5 17.9 46.7 26.5 19.4 5.2 1.4 0.5 0.3
10 〜 19 人 32.0 0.5 1.1 8.0 22.4 44.0 24.0 17.0 5.2 1.1 0.7 8.0
20 〜 29 人 34.1 0.9 1.9 7.7 23.6 44.0 21.9 15.7 4.5 0.7 1.0 12.2
30 〜 39 人 39.3 0.5 1.2 9.3 28.3 37.1 23.7 17.6 4.5 0.8 0.8 15.6
40 〜 49 人 38.2 0.5 0.9 7.7 29.1 38.2 23.6 17.7 4.3 1.3 0.3 14.5
50 〜 99 人 42.4 0.3 1.3 10.2 30.6 36.9 20.7 15.6 4.4 0.4 0.3 21.6
100 〜 199人 44.4 1.2 2.7 8.2 32.3 37.7 17.9 16.7 0.8 0.4 0.0 26.5
200 〜 300人 47.8 0.9 0.0 10.6 36.3 43.4 8.8 8.0 0.9 0.0 0.0 38.9

業
　
種

　
別

 造 業 30.8 0.6 1.3 7.2 21.7 43.9 25.3 18.4 5.2 1.0 0.7 5.5
Է 売 業 30.1 0.6 1.1 6.2 22.1 42.0 28.0 21.1 5.1 1.0 0.7 2.1
小 売 業 20.3 0.2 0.6 4.0 15.5 45.5 34.2 25.5 6.7 1.3 0.7 ˚	13.8
サ ー ビ ス 業 26.3 0.5 0.9 5.6 19.4 46.9 26.8 20.4 4.9 0.8 0.7 ˚	0.5
建 設 業 30.1 1.1 1.5 9.0 18.6 46.3 23.6 14.9 5.9 1.6 1.1 6.5
不 動 産 業 30.0 1.3 2.1 8.7 17.9 52.0 18.1 12.0 4.4 1.1 0.6 11.9
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ト低下したものの、14.0�と4年連続で2ケタと

なった（図表15）。

　一方、ň業況改善の見通しは立たないŉ とす

る回割合は、前年から0.8ポイント増加し、

31.6�と3年連続で全体の3割以上をめた。

　従業員規模別にみると、従業員40人以上の

֊層では、ݢ並み「すでに上向き」が「業況

改善の見通しは立たない」を上回っているもの

の、29人以下の֊層では正対の結果となっ

ている。業況改善は、規模による二極化の様子

が大きいといえよう。

˓マイφス金རのӨڹは業種によりまちまち

　日本銀行が実施しているマイナス金利から受

ける影響については、ň良いŉ（ň良い影響ŉ ŋ ň

やや良い影響ŉ の合計）と回する割合が

12.1�、ňѱいŉ（ňѱい影響ŉ ŋ ňややѱい影響ŉ

の合計）が7.0�となり、「良い」が「ѱい」を

図表15　ࣗ社の業گが上向くస	 （単位：�）

すでに上向き 6か月以内 1年後 2年後 3年後 3年超 業況改善の
見通しなし

全
　
体

2017年見通し 14.0 8.9 15.0 10.5 10.3 9.6 31.6
2016年見通し 14.9 9.1 14.5 9.8 10.5 10.3 30.8
2015年見通し 14.1 8.9 14.6 10.7 9.9 10.2 31.6
2014年見通し 14.2 9.7 16.4 11.0 11.2 9.7 27.9
2013年見通し 9.2 8.9 15.2 11.3 11.9 12.2 31.3
2012年見通し 9.2 8.7 14.9 12.2 12.9 12.9 29.3

地
　
域

　
別

北 海 道 11.8 6.7 12.8 9.9 10.7 12.6 35.4
東 北 14.7 8.6 11.4 10.6 10.3 8.8 35.7
関 東 15.5 10.5 16.2 11.7 9.4 7.7 28.9
首 都 圏 11.0 7.8 14.2 10.1 10.7 11.8 34.4
北 陸 12.0 9.6 18.2 11.8 11.7 7.0 29.7
東 海 15.6 9.9 17.5 11.6 9.5 7.6 28.2
近 ـ 18.2 11.5 17.3 10.8 9.7 6.9 25.5
中 国 15.5 10.0 14.4 10.4 11.0 9.4 29.3
四 国 12.5 6.3 10.9 8.6 9.5 10.0 42.4
九 州 北 部 14.2 4.7 16.2 10.0 12.4 11.0 31.6
南 九 州 14.4 10.3 11.1 9.8 8.5 10.9 34.9

規
　
模

　
別

1 〜 4 人 7.8 6.2 10.9 9.1 9.6 10.7 45.6
5 〜 9 人 13.6 8.9 14.9 10.7 10.3 10.1 31.6
10 〜 19 人 15.7 10.4 17.4 10.6 11.2 9.0 25.6
20 〜 29 人 19.1 9.4 18.6 11.5 10.2 9.1 22.0
30 〜 39 人 19.3 8.9 19.6 11.9 10.9 10.1 19.3
40 〜 49 人 19.6 12.0 19.0 12.7 8.9 8.9 19.0
50 〜 99 人 22.2 15.5 15.2 12.9 12.3 5.9 16.0
100 〜 199人 25.0 11.3 22.3 10.5 11.7 6.3 12.9
200 〜 300人 23.6 10.9 20.9 13.6 9.1 7.3 14.5

業
　
種

　
別

 造 業 15.4 10.1 16.1 11.2 10.5 9.2 27.6
Է 売 業 11.4 9.4 16.1 10.4 11.8 9.7 31.3
小 売 業 8.1 6.7 11.6 9.7 9.7 10.0 44.3
サ ー ビ ス 業 12.2 8.0 14.5 10.2 10.5 9.7 35.0
建 設 業 19.8 8.5 16.0 10.9 9.1 9.5 26.2
不 動 産 業 17.2 10.8 15.6 10.0 10.4 10.1 25.8
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やや上回った。ただし、「どちらともいえない」

が52.8�、「よくわからない」が28.0�と、合わ

せて8割の企業で、マイナス金利の影響を判断

しかねている結果となった（図表16）。

　従業員規模別にみると、従業員数50人以上

の֊層で「良い」が2割を超えるなど、おおむ

ね規模が大きいほどマイナス金利から良い影響

を受けているとの回が目立つ。また、業種別

では、不動産業で「良い」が24.8�と高い一

方、小売業では6.8�にとどまっている。マイナ

ス金利から受ける影響は、業種によりまちまち

といえよう。

図表16　マイφス金རからड͚͍ͯるӨڹ	 （単位：�）

良い
どちらとも
いえない

ѱい
よく

わからない良い影響
やや

良い影響
やや

ѱい影響
ѱい影響

全 　 　 　 体 12.1 2.6 9.5 52.8 7.0 5.0 2.0 28.0

地
　
域

　
別

北 海 道 10.0 1.4 8.6 55.1 8.1 5.7 2.4 26.8
東 北 11.3 2.1 9.2 49.6 6.6 3.8 2.8 32.6
関 東 14.6 3.2 11.4 52.2 6.1 4.1 2.0 27.0
首 都 圏 8.1 1.3 6.8 53.8 9.2 6.5 2.7 28.9
北 陸 12.7 2.8 9.9 51.8 6.6 4.1 2.5 28.9
東 海 16.5 4.6 11.9 52.4 5.9 4.6 1.3 25.2
近 ـ 15.7 3.5 12.2 54.1 5.9 4.5 1.4 24.3
中 国 17.1 4.1 13.0 49.8 5.2 4.1 1.1 27.9
四 国 12.0 3.2 8.8 47.9 6.9 3.7 3.2 33.2
九 州 北 部 10.3 2.0 8.4 53.5 4.9 4.3 0.7 31.2
南 九 州 10.2 3.2 6.9 47.9 4.3 3.2 1.1 37.6

規
　
模

　
別

1 〜 4 人 6.6 1.4 5.2 47.5 8.6 5.8 2.8 37.3
5 〜 9 人 9.9 1.8 8.1 53.0 6.5 4.7 1.8 30.6
10 〜 19 人 12.7 2.8 9.9 55.4 6.8 5.0 1.8 25.0
20 〜 29 人 16.5 3.6 12.9 55.9 6.6 4.9 1.7 21.0
30 〜 39 人 17.9 4.5 13.4 57.3 6.3 4.6 1.7 18.4
40 〜 49 人 18.5 3.2 15.4 59.7 5.2 3.8 1.5 16.5
50 〜 99 人 23.5 5.2 18.3 56.6 5.1 4.4 0.7 14.8
100 〜 199人 28.0 5.8 22.2 58.0 4.7 3.1 1.6 9.3
200 〜 300人 33.3 13.2 20.2 51.8 5.3 1.8 3.5 9.6

業
　
種

　
別

 造 業 11.4 2.6 8.7 55.4 6.1 4.2 1.9 27.2
Է 売 業 13.3 2.4 10.9 52.0 8.0 6.3 1.7 26.7
小 売 業 6.8 1.5 5.3 49.0 9.0 6.1 2.9 35.2
サ ー ビ ス 業 9.3 1.7 7.6 52.2 7.6 5.6 2.0 30.9
建 設 業 14.9 2.8 12.1 53.9 6.2 4.5 1.6 25.1
不 動 産 業 24.8 6.3 18.4 50.3 6.0 3.8 2.1 19.0
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「ௐ査һのίϝϯτ」͔Β
　全国中小企業景気動向調査表には、「調査員のコメント」として自由記入ཝを設けている。ここで
は、本調査の調査員である全国の信用金庫営業店職員から寄せられた声の一部を紹介する。

（1）今後をݟਾえたରԠ

・高ྸ者夫්で経営しており、ニッチな分野で専門性が高いことから、事業承継を視野に検討をしている。
	 （シール印　北海道）
・中国向け品造に関する機ց部品の受注が増えているため、自己資金で設備投資をする予定である。
	 （一般機ցث具　広島県）
・販路も広がり受注も৳びているなか、「ものづくり補ॿ金」を活用して3DCADプリンターを導入した。
	 （木型造　佐賀県）
・資金繰りはݫしいものの、設備の老朽化にともない機ց購入を検討したい。	 （導線加工　宮崎県）
・省エネ補ॿ金を活用して、અ電を目的に、年末年始にかけて電気を導入する予定である。
	 （水上バルブ造　愛知県）
・2年前から個人向けネット通販に注力したことで、売上が増加している。	（干物・海産物加工　۽本県）
・展示会等イベントを積極的に開催し、外国人旅行客での売上を৳ばしている。	 （販売　兵庫県ޖ）
・スマホの普及やコンビニでの写真現像の普及などでٯ風はਧいているものの、写真サークルを作るなど
　販路拡大を図っている。	 （写真業　兵庫県）
・今後の業況を見ਾえて、建設業から不動産賃貸業に事業の࣠足を移している。	 （建設業　北海道）
・人手不足によりベトナム等外国人࿑ಇ者の活用を前向きに進めている。	 （一般土木　北海道）
・新たな分ৡ地をホームページに掲載するなどの工夫で、申込み件数が増加する見込みである。
	 （地開発　岩手県）

（2）直໘͢るࠔ、ࢼ࿅

・適当な後継者がいないものの、代表者には特ஈの問題意識がない。	 （木材・木品造　北海道）
・各スーパーが自社品を作していたことから、ೲ品数の減少や価格ڝ૪のܹ化にともない、今後も売

上が৳びむことが予想される。	 （もちถ・食品加工　山形県）
・夫්2名で経営しており、年ྸ上の都合により本年度中に廃業する予定である。	
	 （ϔアブラシ造　大分県）
・海外子会社を中国とタイに配置しているが、とりわけタイでは国王੦去にともなうࠞཚで業況がݫしく

なっている。	 （自動車部品造　静岡県）
・取引先においてファクタリングやでんさいネットへのସが進み、受取手形の回収にྀۤしている。	
	 （火造　大阪府）
・若手従業員が不足するなかで従業員の高ྸ化が進み、造ٕ術の承継がۓ٤の課題となっている。
	 （ர造業　千葉県）
・取引先に小規模な小売店（店主が高ྸ化）が多く、ೲ品業者もఫ退している。	 （菓子販売　岩手県）
・野ࡊ価格の高ಅによりڕ品の売上げ増加が見込めると思っていたが、期待はずれとなり、売上は横ば

いとなった。	 （水産物販売　静岡県）
・台風の影響にともない全国的に青果が品薄で価格高ಅしており、商品確保にྀۤしている。
	 （青果販売　北海道）
・取引先（中小造業）での受注増加の動の影響を受けて、2016年夏以降、急速に需要がམち込み売上

が低している。	 （機ց工具・備品販売　神奈川県）
・商圏の過ૄ化、高ྸ化にともない、ސ客の減少をݒ念している。	 （自動車修理　兵庫県）
・パチンコ台を大幅に減少させスロット台を導入したものの売上高の減少にࢭࣃめがかからない。
	 （パチンコ　広島県）
・人手不足が深刻で、ٻ人広告、ハローワークなどを活用して募集しても応募がない。
	 （スポーツ関連サービス　三重県）
・人件費ѹॖのためパートを多く採用していたため、今後、正社員の高ྸ化にともなう人材確保が課題で

ある。	 （ビル清　山形県）
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˞	本稿の地域区分のうち、関東は茨城、栃木、群馬、新潟、山ས、長野の6県。首都圏は埼玉、千葉、
東京、神奈川の1都3県。東海は岐阜、静岡、愛知、三重の4県。九州北部は福岡、佐賀、長崎の3県。
南九州は۽本、大分、宮崎、鹿児島、ԭೄの5県。

（3）ಛผ調査のテーマ（2017年（ฏ29年）の経Ӧݟ௨し）

・マイナス金利政策は、借入金利の低下につながり、好意的に捉えている。	 （プラント工事　北海道）
・マイナス金利政策にともない金融商品の利回りがѱ化し、ѱ影響が出ている。	（自動車用検査具　静岡県）
・マイナス金利の影響より、消費増税による影響をݒ念している。	 （クリーニング　岩手県）
・マイナス金利政策の影響にともない、不動産売ങにかかる相談件数が増加している。
	 （不動産売ങ・賃貸　岩手県）
・マイナス金利政策にともない住ローン金利が低下しているため、住購入者にとっては明るい材料と

なっているものの、商品物件の流通がしく不動産価格が高まる案件が増えている。	（不動産仲介　兵庫県）
・マイナス金利政策の影響で住販売にはプラスであるが、大手事業者の進出で土地仕入れ価格が上ঢ

向にある。	 （建売販売　兵庫県）
・マイナス金利政策の影響により住ローン金利が低下していることから、不動産の流動性が高まっている。
	 （不動産業　大分県）

（4）ͦのଞ

・第2東名高速道路のޚ఼場以東の工事が本格的に始まるため、今後受注の増加が見込まれる。
	 （石業　静岡県ࡅ）
・先日、M&Aを実施し、今後の成長が期待できる。	 （金属部品加工　広島県）
・アマゾンによるネット販売が好調のため、スーパーへのԷ売からネット販売へ事業の柱をシフトする。
	 （౾・菓子造　佐賀県）
・次期ถ国大統領にトランプ氏が選出されたことで、わが国の自動車産業の先行きは不安である。
	 （自動車用検査具　静岡県）
・後継者が不在で、設備導入等は一考えていない。	 （金型造　静岡県）
・東京オリンピック・パラリンピック開催までは、インフラ整備事業は増加する見込みである。
	 （住資材　群馬県）
・パラボラアンテナ関連の受注増で、直近で売上が好調であった。	 （機ց部品造　神奈川県）
	。しいݫ本地震の影響により取引先の廃業が発生して業況が۽・ （食料品Է売　۽本県）
・住向け資材販売は不振であるが、太陽光発電工事などで引き合いがあり売上を確保している。
	 （住設備機ث販売　滋賀県）
	。本地震の影響が一巡し、売上は例年並みに回復している۽・ （コンビニエンスストア　大分県）
・ネット販売の開始にともない売上が安定している。	 （かばん販売　神奈川県）
・取扱商品の半数以上が輸入品のため、ถ国大統領選の結果を受けた円安により、仕入れ価格が高ಅする
　見込みである。	 （生活雑՟・インテリア販売　岡山県）
・大手スーパーの度重なる進出にともない売上はݫしいものの、取り扱うڕやࡊの人気がਰえないこ		
		とから、固定客を維持できている。	 （ڕ販売　静岡県）
。本地震の影響が薄れ、2016年夏以降、急ܹに集客が回復し、年末の予約ঢ়況を含めて好調である۽・
	 （ビジネスホテル　大分県）
・大河ドラマの影響で集客は好調であるが、放映終了後、売上減少を予想している。	 （旅館業　長野県）
・東日本大震災関連の特需が一し、今後、同業者間のڝ૪ܹ化が予想される。	 （産業廃غ物ॲ理　愛知県）
・「九州ふっこう割クーポン」の取扱い終了後の売上の動向をݒ念している。	 （旅館業　大分県）
・東日本大震災復興関連の受注増加にともない福島県内に事務所を開設した。	 （土木業　徳島県）
。本地震の影響により、一時的に売上が減少したものの、復興工事の受注により売上が回復している۽・
	 （電気工事　۽本県）
・ஆ冬であったࡢ年とൺべ、今シーズンは大ઇが予想されるため、আઇ作業での収入増加に期待している。
	 （住・アパート建築　青県）
	。本地震の影響で土地の売٫にかかる相続案件が増加している۽・ （不動産売ങ・仲介　۽本県）
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（キーワード）  *o5、Ҭ、՝ղܾ、খنऀۀࣄ、খ ͳ͞ *o5

（視　点）

　産業企業情報「౸来するIoT社会と中小企業」シリーズでは、過去3回にわたり、IoTを巡る
動向を概観したうえで、IoTに取り組む地域（中小ものづくり集積地など）や企業などを事例紹
介してきた。
　本稿では、「IoT」が地域課題の解決に活かすことができるということで社会的に大きな注目
を浴びつつある現ঢ়を踏まえ、「IoT」を活用して地域課題の解決に取り組もうとฃಆする中小
企業等の事例を紹介する。

（要　旨）

⃝	経済産業省から2016年4月に公表された「新産業構造ビジョン」では、IoTを活用すること
で、これまで実現不可能と思われていた社会の実現が可能となり、産業構造やब業構造が
劇的に変わる可能性が指摘されている。IoTは、様々な分野で変ֵする可能性を持ち、その
可能性は少子高ྸ化や人口減少といった、地域社会の課題解決にも有効であると期待され
ている。

⃝	地方では、業や観光などさまざまな産業分野で、新しい価値の提案において「IoT」が鍵
を握りつつあり、付加価値を生むツールの一つとして普及が進みつつある。「地方ʷIoT」
は、わが国経済を成長させる重要なキーワードの一つに位置付けられよう。

⃝	「IoT」というと、大企業が取り組むような“大きなIoT”ばかりに注目が集まるが、本稿で
紹介した事例にみられるとおり、中小企業や商店街などでもできる“小さなIoT”、すなわ
ち、身のৎに合わせた手の届く範囲での「IoT」は、今後、わが国で「IoT」が本格的に普
及していくうえでの鍵を握るのではないだろうか。

調 査

౸དྷする*oT社会と中খا業 ᶆ
−Ҭの՝ղܾに׆༻͞Εる「*oT」−

信金中央金庫	地域・中小企業研究所研究員

和　ྠࡾ
信金中央金庫	地域・中小企業研究所主任研究員

藁品　和寿
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1	．地域の課ղܾに活か͞Εる「*P5」

　産業企業情報「౸来するIoT社会と中小企

業」シリーズでは、過去3回にわたり、IoT

を巡る動向を概観したうえで、IoTに取り組

む地域（中小ものづくり集積地など）や企業

などを事例紹介してきた。

　首相官ఛの高度情報通信ネットワーク社会

推進戦略本部が、2015年6月にଧち出した

「地方創生IT利活用促進プラン」（注1）では、地

方公共団体等が、ITの効率的な導入を通じ

て、「地域産業の活性化」（ひと・しごとをつ

くる）、「住みやすさの向上」（まちをつく

る）、「地方公共団体業務の効率化」（まち・

ひと・しごとを支える）という課題を解決

し、地方創生に向けた好循環を確保すること

を目標にしている。また、2015年7月には、

総務省から、同年1月から検討を重ねてきた

結果が『「クラウド等を活用した地域ICT投

資の促進に関する検討会」報告書』として公

表され（注2）、地域産業の活性化で鍵を握る小

規模事業者および個人事業者がICTを利活用

することにより生産性・収ӹ性の向上を達成す

るための具体策が示されている。2016年4月に

は、経済産業省から公表された「新産業構造

ビジョン」において、IoTを活用することで、

これまで実現不可能と思われていた社会の実

現が可能となり、産業構造やब業構造が劇的

に変わる可能性が指摘されている（図表1）。

IoTは、ものづくりֵ新・産業保安・流通・交

通・小売、自動走行・モビリティ、金融、健

康・ҩྍ・介護、スマートハウス・スマート

（注）1	．http://www.kantei.go.jp/jp/singi/it2/kettei/pdf/20150630/siryou4.pdf参照
　　2	．クラウド等を活用した地域ICT投資の促進に関する検討会は、2016年1月から、総務副大ਉが主催し、村井७慶ጯ義क़大学

環境情報学部学部長を࠲長として開催された。

図表1　「*P5」が主ཁ࢈業に及΅͢Өڹ

（備考	）経済産業省『IoT時代に対応したデータ経営2.0の促進のための点について』（2015年2月）より引用
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コミュニティ・エネルΪー、教育、業、観

光に至るまで様々な分野で変ֵする可能性

を持っており、その可能性は少子高ྸ化や

人口減少といった、社会的課題解決にも有

効であるとされている（図表2）。さらに、

2016年6月には、経済産業省が「地方版IoT

推進ラボ（注3）」で対象団体、企業の募集を開

始した。この取組みでは、地域課題を解決

して地域の経済発展を推進していくうえで、

IoT、ビッグデータ、AIなどの活用を加速す

ることが必要であるとの認識の下、地域企

業にIoT導入プロジェクトへの対応を促して

いる（注4）。

　このように、「地方ʷIoT」は、わが国経

済を成長させる重要なキーワードの一つに位

置付けられている。例えば、ドローンを活用

した林業の取組み、8ebカメラを活用したト

マト培（注5）など第一次産業でのIoT活用の

（注）3	．http://www.meti.go.jp/policy/it_policy/local_iot-lab/参照
4	．2016年6月に政府から公表された「日本再興戦略2016−第4次産業ֵ໋に向けて」でも、「IoT」は「戦後最大の名目
(DP600ஹ円」の実現を目指していくうえでのキーワードの一つと位置付けられており、IoTがもたらす社会変ֵへの期待が
強まっている。

5	．https://www.ihi.co.jp/var/ezwebin_site/storage/original/application/b46dca96e05e1c7afc7b6b6326a6312a.pdf参照

（備考	）経済産業省『新産業構造ビジョン』（2016年4月）をもとに信金中央金庫	地域・中小企業研究所作成
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図表2　社会త課ղܾに活か͞Εる「*P5」

（備考）総務省『新たな情報通信ٕ術戦略の在り方』（2016年7月）をもとに信金中央金庫	地域・中小企業研究所作成

買い物難民 

介護・医療 

就労人口の減少 

伝統産業 

商店街の活性化 

企業販路拡大 

地域の課題 

地域の課題解決にloTを活用

図表3　地域の課ղܾに活か͞Εる「*P5」
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みならず、旅行者が手ܰに電動バイクを使用

できる“瀬戸内カレン（注6）”や(PSと連動して

ナビゲートする音声ガイド付き自転車「ナビ

チャリ（注7）」など、第三次産業でもIoTの活

用が進んでいる。このように、地方でも、新

しい価値の提案においてIoTが鍵を握りつつ

あり、付加価値を生むツールの一つとして普

及が進みつつある。

　「IoT」は、地域課題の解決にも活かすこ

とができるということから、改めて注目を浴

びている（図表3）。そこで以下では、「IoT」

を活用して地域課題の解決に取り組もうとฃ

ಆする中小企業等の事例を紹介する。

2
	
．地域の課ղܾに「*P5」を活用
͢る中小企業のઓ

（1）株式会社Φーτスφック（栃木県鹿沼市）

イ．会社の֓ཁ

　同社は、1973年11月に設立され、栃木

県鹿沼市を中心に、社員5名で、大手飲料

メーカーの特約代理店として、自動販売機

の保क・オペレーション業務を行っている

（図表4）。

　取材に応じていただいた三品ߒ文代表取

締役社長は、創業から2008年ごろまでの

35年ほどで業況をݎ調に拡大してきた。

しかし、このࠒから、役所などの公共施設

への自動販売機設置に入ࡳ制が導入される

ようになったことをきっかけに（注8）、大手

の自動販売機設置事業者が収ӹを度外視し

た応ࡳでམࡳをするようになったため、地

元の中小自動販売機設置事業者はঃ々にビ

ジネスの機会を失うようになり、同社も同

様であった。役所など公共施設での自動販

売機の売上は、集客力の観点からみると、

街道沿いの自動販売機などにൺべて高く、

このビジネス機会の失は、同社にとって

௧手であった。

　こうしたなか、三品社長の“ピンチを

チャンスに変える”という意気込みで、地

元・鹿沼商工会議所の担当者からの提案に

応じて、「地域振興」という想いにもつな

（注）6	．https://www.setouchi-karen.com/参照
7	．青県のITベンチャーである（株）フΥルテ（http://www.forte-inc.jp/）が手がけている。
8	．行政保有施設における自動販売機については、行政保有財産の有効活用によって歳入の確保等を図る目的で、公募によっ
て設置事業者を選定し、行政財産の賃貸借契約により設置させる制度となっている。

図表4	　株式会社Φーτスφック֓ཁ

ಉ社の֓ཁ

法 人 名
代 表
本部所在地
設 立
事 業 内 容

株ࣜ会社オートスナック	 	
三品	ߒ文	
栃木県鹿沼市	 	
1973年11月	 	
清ྋ飲料水販売・自動販売機の理運
営業務	 	

（備考	）1．	写真は取材に応じていただいた三品ߒ文代表取
締役社長	

2．信金中央金庫	地域・中小企業研究所作成
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がる自動販売機を活用した新たなビジネス

に取り組むことになった。

ロ．事業の֓ཁ

　自動販売機を「地域振興」の想いで活用

した新たなビジネスは、ご当地自動販売機

「フリーポン」である（図表5）。

　「フリーポン」の開発に取り組んだのは

2010年4月ごろであり、PNCネットワーク

サポート株ࣜ会社（注9）の担当者から、「自

動販売機は、設置台数が多いにも関わらず

飲料の販売にしか使われていない。他に活

用方法はないのだろうかʁ例えば、携帯で

ಡ込みのできる2Rコードを飲料缶に貼り

付けて、地元企業の広告事業をできないだ

ろうかʁ」といった問いかけを受けた。三

品社長としては、この問いかけに対する回

をすぐには持ち合わせていなかったが、

これは「地域振興」という自らの想いを実

現できるビジネスチャンスになるとの確信

の下、鹿沼商工会議所の担当者からのアド

バイスを受けながら、問いかけへの回を

模ࡧし始めた。

　まずは、PNCネットワークサポート社

の担当者からの提案で、携帯でಡ込みので

きる2Rコードを飲料缶に貼付することを

検討したが、大手飲料メーカーから、シー

ルの貼付は飲料缶のデザイン変更になるう

え、自動販売機の故োにつながりかねない

というݒ念が示された。結局、飲料缶への

シール貼付が自動販売機の故োの原因にな

るかどうかのテストがݫしかったことか

ら、この案は実現不可能となり、先行きに

暗Ӣが立ち込めた。

　それでも、「自動販売機の“地域振興”で

の活用」という想いをఘめれない三品社

長は、「せっかくのチャンスを無ବにした

くない」とさらに模ࡧを続けていたとこ

ろ、ۮ然、宇都宮市内のコインパーキング

の現金収ೲ機で領収書を手にする利用者の

姿を目にしたことで、「自動販売機から

クーポンを発券すればよいのではないか」

とરき、ここに「フリーポン」の原型とい

えるアイデアが生まれた。この自動販売機

から印物をプリントアウトする案に対し

ては、大手飲料メーカーから、取扱う飲料

缶とは関係ないということで理解を得るこ

（注）9	．栃木県宇都宮市に本店を置くIT企業で、システムの導入から運用までをトータルサポートしている。（http://www.pncns.com/）

（備考）同社提供

図表5	　道のӺし͚ͭにઃ置͞Εた「フリー
ϙン」



	 調　査	 23

とができた。まさに、ご当地自動販売機

「フリーポン」が生まれた瞬間であった。

　そこで、自動販売機から印物をプリン

トアウトするٕ術開発にとりかかった。自

動販売機にはジャーナル機能があるため、

もともと「自動販売機ʴプリンター」のٕ

術は存在していた。しかし、当時のジャー

ナル機能は、速度が遅いなどの機能面で、

「フリーポン」として応用するには不े分

であった。このプリンター機能の性能アッ

プのため、大手プリンターメーカーを含め

てさまざま問い合わせた結果、ようやく、

インターネット検ࡧで探し当てた大手企業

の下請けプリンター会社にアプローチし、

先方から「できそうだ」という快い回を

得ることができ、まずは1台単体を同社に

出ՙしてもらうことができた。自動販売機

にプリンターを取り付けるにあたって、自

動販売機の改造にあたるため、大手飲料

メーカーは色を示したものの、同社から

の説得が奏功し、一定の理解を得ることが

できた。

　こうして開発にあたっての一定の条件が

整い、2000年前後に造された旧ࣜの自

動販売機（カウンター機能がデジタルでは

なく機ցࣜ）の電ѹをチェックしてパソコ

ンにつなげられることが確認できたところ

で、PNCネットワークサービス社におい

てソフト開発に取り組み始めた。プリン

ターの造にあたっては、近ྡの工場を借

りるなど、地元の中小企業の協力を得るこ

とができた。こうして、パソコン、プリン

ター、配線のٕ術を組み合わせた「フリー

ポン」の仕組みの原型が作られることに

なった。

　「フリーポン」は、自動販売機で飲料を

購入すると、広告付きのクーポンが発券さ

れるわが国初の情報配信サービスである。

地元の商店はわずかな費用負担で、クーポ

ン券への広告の掲載と自動販売機に載の

ӷথディスプレイによる動画CMの配信を

行うことができる（注10）。また、消費者は、

自動販売機で飲料を購入して発行された

クーポン券をクーポン利用可能店舗に提示

すると割引などの特యをڗ受できる。この

クーポンには地元企業のPR、イベント告

知、割引・特యサービスなどのお得な情報

が掲載されており、「フリーポン」での飲

料購入者の目にཹまることが多いため、プ

リントアウトされたクーポンは販売促進

ツールとして有効である。こうして、“地

元ならではの広告”で、三品社長の「地域

振興での自動販売機の活用」という想いが

実現するに至った。

　「フリーポン」が「IoT」の活用事例とし

て注目されたきっかけは、同社が「IT経営

実ફ企業（注11）」の認定を受けたことである。

これにより、ITコーディネーターからのア

（注）10	．クーポンの広告主は、当初、鹿沼商工会議所を通じて募集した。複数社から応募を得ることができ、なかにはシダックス
のカラオケの割引クーポンなど大手企業のものも含まれるなど一定の成果を得た。

　　11	．経済産業省の「中小企業IT経営力大賞2014」のなかで、「業務全般にITが活用され、そこから得られたデータを経営上の
判断に利用し、企業内最適化又は企業間最適化が図られていると認められる企業」として認定された108件の1社となった。

（http://www.meti.go.jp/policy/it_policy/it-keiei/award/2014/announcement.html）
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ドバイスを受けて、ものづくり補ॿ金によ

り「フリーポン」のソフト開発に取り組む

ことができた。さらに、自動販売機を地域

活性化のためのツールとして位置付け、実

際に地産池消を促進させている点が評価さ

れ、「グッドデザイン賞2016」を受賞した。

ソフト開発では、通信機能を着したフ

リーポン端末（自動販売機）とクラウドシ

ステムをインターネットでつなぎ、3(通信

回線（注12）でリアルタイムに集中理できる

システムを開発した（図表6）。このソフト

開発により、「フリーポン」ごとにさまざま

な設定（発信する地域情報の更新を含むコ

ンテンツの更新など）が可能になり（注13）、

広告主の要望に応じてリアルタイムかつ新

な情報の発信ができるようになった。

ϋ．今後の展

　現在、「フリーポン」には人感センサー

が付いており、「フリーポン」の前を通り

かかった人をカウントできる。また、これ

らセンサーで֫得したデータを、40ඵに1

回の頻度でクラウド経由で集中的にデータ

理できるようになっている。この集中

理により、クーポンの内容を変更できた

り、音量調整なども一括ૢ作できる。

　一方、8(B規模のൺֱ的大きなデータ

積ができるものの、これらビッグデータの

活用方法は今後の検討課題となっている。

例えば、Թ度センサーを取り付けて、気Թ

の変化によって飲料の売上がどのように変

わるかを分ੳするなど、具体的な活かし方

を検討していきたい。さらに近いক来、

（注）12	．携帯の通信でハイスピードでの通信を特長とする。
　　13	．同社社員あるいは協力先社員がコンテンツの入ସえのために「フリーポン」設置場所を周回する必要がなくなるなど、現

地作業の大幅な減につながり、作業効率の向上につながった。

（備考）同社提供

図表6	　ू中ཧシステムのը໘イメーδ
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積している売上理データなどとデータ連

携させて、在庫理ができる仕組みも構築

したいという。

　三品社長は、「鹿沼の地域振興」という

当初の想いをはるかに飛び越え、「フリー

ポン」が各地の地域振興のツールの一つと

して役立つことができるよう、日々邁進し

ている。

（2）株式会社͜͜Ζ（静岡県浜松市）

イ．会社の֓ཁ

　同社は、2004年6月に創業して2007年8

月に開業した外食IT企業である（図表7）。

主力事業である外食事業では、静岡県内

に、直営の「ډ酒屋ダイニング	てんくう」

を11店舗、業務委ୗで「しゃぶしゃぶ	ୠ

馬屋」を2店舗展開している。

　取材に応じていただいた同社のᬒ一

博代表取締役社長と佐藤ॆ晃副社長は、

ともに理ܥ出身かつ大手IT企業での在੶

経験があったことから、創業時は、IT事

業を࣠にECモールの運営を主力事業とし

た（注14）。大学の同ڃ生で気心の知れた仲間

であり、創業時の社名は、おޓいのझ味で

あるサーフィンから由来して「サーフプラ

ンニング」とし、2人で共同出資して事業

を立ち上げた。立地した静岡県浜松市は、

政令指定都市でありながら割安な不動産賃

料など事業環境に恵まれているうえ、2人

のझ味であるサーフィンができることが魅

力であった。家の理解を得て大手企業を

退職し移住してまで創業した背景には、お

酒屋でのアډいに、学生時代に経験したޓ

ルバイト経験で、“お客様のসإの近いと

ころで仕事をする楽しさ”を知り、社会人

経験を積むなかで、“お客様のসإの近い

ところで仕事をしたい”想いが日増しに強

まってきたことが挙げられる。

　学生時代のアルバイト先などからアドバ

イスをいただいたり、2人が自ら飲食店な

どで改めてアルバイト経験を積みながら、

2人のಌれであってもともとやりたいと強

く想っていた外食産業に参入する目ॲが

立ったことをきっかけに、2007年8月、社

（注）14	．ᬒ社長と佐藤副社長は、おޓいに入社5年目から、週末起業の形でECモールを運営していた。創業後は、ECサイトに
て、ੰの事業で取り扱っていた和菓子を取り扱ったり、झ味のサーフィンを目的にする旅行を紹介していた。

図表7	　株式会社͜͜Ζ֓ཁ

ಉ社の֓ཁ

法 人 名
代 表
本部所在地
設 立
事 業 内 容

株ࣜ会社こころ
ᬒ	一博　佐藤	ॆ晃
静岡県浜松市
2004年8月
外食事業：業ଶ開発/店舗展開および運営
IT事 業：外食クラウドサービス/外食
オムニチャンネル

（備考	）1．	写真は取材に応じていただいたᬒ一博代表取
締役社長（左）、佐藤ॆ晃取締役副社長（右）

2．信金中央金庫	地域・中小企業研究所作成
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名を「こころ」に変更して新たなスタート

をった。社名には、2人が学生時代のア

ルバイト経験で強くした「お客様のこ
ㅡ ㅡ ㅡ

ころ

をຬたし、従業員のこ
ㅡ ㅡ ㅡ

ころを育てる　

こ
ㅡ ㅡ ㅡ

ころにসإを咲かせる」という熱い想い

を込めている。同社では、社員一丸となっ

て、「人と食のハブとなり、価値の提供と

সإを創造します」というモットーの実現

に向けて、日々邁進している。

ロ．事業の֓ཁ

　2007年8月に初出店した「情熱ਥてっ

ͺん」では、ړ協の仲ങ人などの協力を得

ながら仕入れをॆ実させ、2人の想いを

映して「お客様とお༑達になる」をコンセ

プトに運営した。しかし、こうした商売手

法は、“店主・店員（ヒト）に過度に依存

する”スタイルであり持続可能性の観点か

らしいと気づいたことから、大手総合飲

食チェーン店のビジネスモデルを参考にし

ながら、地方都市でキーワードとなる「お

シャレ」、「割安」、「個室」などに配ྀして

店舗設計に取り組み始めた。店舗設計では

建築࢜やデザイナーとの協ಇで「デザイン

品質ʷ空間快適性ʷオペレーション効率性

ʷ収ӹ性」をٻし、お客様にとって快適

でډ心地の良い空間づくりを演出するよう

努めている。

　この店舗展開にあたっては、お客様ຬ足

度を強く意識して、外食産業の経営指針と

して採用されることの多い「2SCA（クオ

リティ（品質）・サービス・クリーンネス

（衛生理）・アトモスフィア（雰囲気））」

をバランス良く取り入れ、強い外食事業本

部の確立に向けて邁進している。併せて、

“ヒトに過度に依存しない”スタイルの確立

（備考）同社提供

図表8	　ಉ社のඳく地方ੜの課のઓ
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にも取り組み、アルバイトであってもオペ

レーションできる体制を構築している。そ

のなかで、同社の強みであるIT事業を活

かし、例えばಠ自開発システムによる

POSシステム（販売時点情報理）と連

動したオンライン予約システムを導入した

り、外国人来店者向けにメニューの༁ク

ラウドサービス「グルメニ」を導入してい

る。さらに、飲食店経営のノウハウを活か

して、新店舗出店計画書作成システムの開

発も実現した。

　サービス面では、大手総合飲食チェーン

店とのࠩ別化として、地元産品を活かした

「地産地消メニュー」を採用している。例

えば、有限会社長谷川産（静岡県࢜

市）が生産する高品質マッシュルームを活

かしたメニュー、ম港直送の天然マグ

ロ、٠川産あかでみトマトを生かしたメ

ニュー、静岡県産ז༲げしらすなどが挙げ

られる。

　そのほか、同社は、「外食ʷIT」をコン

セプトに、「FaceToFace（店舗での接客）

ʷオンライン・プロモーション（インター

ネットでのPR）」に取り組み、一般的に外

食産業につきまとう良くないイメージを払

১して“企業品質の拡ॆ”に取り組むととも

に、静岡県内の業者やړ業者の取り組む

次産業化などの地方創生の課題に対して

も挑戦している（図表8）。代表的な取組

みとしては、生産者と消費者の方向コ

ミュニケーションを可能にする「生産者と

消費者をつなぐ地域業プラットフΥー

ム」（図表9）の実現に向けた「COCORO

チャンネル」や静岡特化型6次産業ECモー

ル「しずモ」が挙げられる。この「生産者

と消費者をつなぐ地域業プラットフΥー

（備考）同社提供

図表9	　ಉ社のඳく地方ੜの課のઓ
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ム」の構築では、地元のIT企業である株ࣜ

会社エムスクエア・ラボ（m2Labo）（注15）（静

岡県٠川市）と連携し、今後はフェイス

ブック等のSNSの活用も検討している。

「COCOROチャンネル」では、地元のIT企

業である株ࣜ会社はまぞう（Hama;o）（注16）

（静岡県浜松市）と協業し、フェイスブッ

ク、ユーチューブ、ツイッターなどを活用

しながら同社の“本音”をPRしている。ま

た、ECモール「しずモ」では、楽天や

Amazonなどの広域ECモールでは実現でき

ない「地域性（静岡特化）」と「6次産業」

をり口に、地元の生産者とのコミュニ

ケーションを密にして関係性を強化しなが

ら、静岡県産のச水産物やその加工品を

ラインアップしている（図表10）。中小ྵ

細の業事業者にとっても、એ伝強化につ

ながると好評である。

ϋ．今後の展

　同社は、ډ酒屋経営を通じて飲食店と

いう「現場」を持ちながらIT事業を展開

していることから、自社でಠ自開発した

システムを現場ですぐに実ূできる“強み”

をもつ。例えば、自社でಠ自開発した外

食統合理システム（注17）や飲食店向けメ

ニュー༁クラウドサービス「グルメニ」

は、自社店舗での実ূ後、他社展開を進

めている。これら自社でಠ自開発したシ

ステムを業界横断的にサービス提供するこ

とで、ক来、自社システムが外食産業にお

ける「スタンダードフレーム」になればと

積極展開を図る。

　また、ক来、構築した「生産者と消費者

をつなぐ地域業プラットフΥーム」を活

かして、٧め合わせた地場野ࡊを「地場野

パック」として༣送販売したり、ECࡊ

モール「しずモ」を海外展開するとともに

消費者向けの“BtoC”に加えてԷ売業者向

けの“BtoB”にも活用していきたいとして

いる。さらに、訪日外国人客の増加などの

社会背景を踏まえ、消費者が生産者を実際

に訪問できる体験型のグリーンツーリズム

にも挑戦したいと意気込む。

（3）株式会社クϨシア（島県ޖ市）

イ．会社の֓ཁ

　同社は、2014年2月、ソフトウェア開発

やシステム構築などを主な事業とする社員

（注）15	．2009年10月に設立した業支援を事業とする中小企業（http://m2-labo.jp/）
　　16	．2013年10月に設立した中小IT企業（http://hamazo.co.jp/）
　　17	．店舗ごとに売上集計やଛӹ理、人員理などのできるシステム

（備考）同社提供

図表10	　&CϞール「しͣϞ」
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3名（取締役3名）の小規模事業者である

（図表11）。社名の“クレシア”には、「生まれ

育ったޖ（クレ）から幸せ（シア）を届け

ることができる会社になりたい」という熱

い想いが込められている。

　取材に応じていただいた金子ढ़介代表取

締役社長は、地元のシステムベンダーにて

役員まで務めた後、“おもしろい仕事をやり

たい”、“റられず楽しく仕事をしたい”との

日増しに募る想いから、51歳でૣ期退職し

て、同社を起業するに至った。起業にあ

たっては、行政書࢜やコンサルタントなど

の専門家には頼らず、定の作成から経理

事務までのすべてを自らで取り組んだ。そ

のため、金子社長は、会社設立についてコ

ンサルティングをできるほど詳しくなった

という。

　現在、創業から3年近くになるなか、金

子社長自身が前職で培ったITノウハウを活

かしたサービスを、地元・ޖから発信し、

地元だけでなく社会全体を元気にしたいと

いう大な理念を持って事業に取り組んで

いる。

ロ．事業の֓ཁ

　同社の主力商品は、遠ִ地でのঢ়況を音

声、映像、画像でタイムリーに伝えること

のできる画像共有システム「Smiss（エス

ミス）」（図表12）である。

　「Smiss」は、前職で長い間࠙意にしてい

た知人の設立した株ࣜ会社リネイル（注18）（群

馬県前橋市）がطに開発、提供している画

像共有システム「Reiss（リース）」をベー

スにしている。同社は、リネイル社に対し

て、「Reiss」の特殊な機能をআするなど

したうえで、一般向けに販売するために同

社のブランド「Smiss」として品化を依

頼し販売している。

　一般的に、遠ִ地のঢ়況を映像や画像で

握するためには、高価な撮影機ثや特殊

な置の購入が必要であるといわれてい

る。一方、「Smiss」では、これらを不要と

している。スマートフΥンで簡単に撮影

（簡単ସえでライブ中継、動画、静ࢭ画

が可能）ができるうえ、撮影した映像はૢ

（注）18	．群馬県前橋市に本社を置き、地域社会に根ざしてICTٕ術を駆使したシステム提案やネットワーク構築を事業とする中小
IT企業（http://www.reneil.jp/）

図表11	　株式会社クϨシア֓ཁ

ಉ社の֓ཁ

法 人 名
代 表
本部所在地
設 立
事 業 内 容

株ࣜ会社クレシア
金子	ढ़介
広島県ޖ市
2014年2月
ソフトウエア開発・システム構築

（備考	）1．	．写真は取材に応じていただいた金子ढ़介代表
取締役社長	

2．信金中央金庫	地域・中小企業研究所作成
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作不要で自動的にサーバにアップロードさ

れる。撮影した映像は、スマートフΥンに

らないためセキュリティ上の問題はな

い。また、インターネットに接続できる機

、であればパソコンでもスマートフΥンث

タブレットでもどこからでも画像のӾ覧が

可能で、複数拠点から同時にӾ覧できるう

え、複数の現場のライブ中継を簡単ସえ

でӾ覧できる。ライブ中継は録画でき、

(PS機能により撮影場所を地図表示でき

る。さらに、画像は、利用者の必要に応じ

て所定の報告書様ࣜに貼り付けることがで

きるため、手間なく自動的に報告書を作成

できるようになっている。このように「୭

でも」、「どこでも」、「いつでも」、「簡単に」

を実現した画像共有システムは画期的で、

大手メーカーやITベンダーから、「ありそ

うでなかったシステム」、「過去にൺྨのな

いシステム」と高い評価を受けている。

　「Smiss」は、遠ִ地のঢ়況をリアルタイ

ムに共有したい場面があれば、業種や業ଶ

を問わず、あらゆるシーンで活用できるた

め、販路は無限である。例えば、行政は、

災ঢ়況の握、災復旧ঢ়況の確認、ආ

場所の確認など災時に活用したり、電

気、ガス、水道、鉄道、道路などの公共

サービス事業者は、各種施設の遠ִ保कな

どに活用できる。පӃでは遠ִҩྍに、金

融機関では災時において支店や取引先の

ঢ়況握などに活用できる（注19）。そのため、

販売パートナーも、広島県内13社のほか全

国各地60社に広がっており、営業エリアが

拡大している。

（注）19	．山口フィナンシャルグループは、۽本地震発生時、北九州銀行۽本支店において、災現場のঢ়況握で「Smiss」を活
用している。なお、販売パートナーと連携し「Smiss」の貸出は無償で行っている。

（備考）同社提供

図表12	　「4NJTT」活用イメーδ
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ϋ．今後の展

　現在、自を本社として経営をしている

が、同社の主力商品である「Smiss」の事

業が軌道に乗り、全国に販路が広がってい

ることから、近いক来、営業所を開設した

うえで、営業担当やٕ術担当などを採用し

て事業の拡大を図りたいと考えている。

　また、利用者の要望に応じて「Smiss」の

機能を高めていきながら、ط存の販売パー

トナーとの関係を深め、新たな販売パート

ナーを発掘して販売の多様化に努めていき

たいとしている。さらに、山口フィナンシャ

ルグループやޖ信用金庫（注20）など地元の金

融機関や（公財）くれ産業振興センターが

開催するビジネスマッチングなどに出展す

るなど、今後も、地元・ޖに根ざした営業

活動に積極的に参加していく意向である。

3	．lのࠜzͰのී及がݤをѲる「*P5」

　前章では、中小企業が主体となって地域の

さまざまな課題解決に向けて「IoT」に取り

組む事例を紹介してきた。とりわけ、事例で

紹介した（株）Φーτスφック（栃木県鹿沼

市）や（株）͜ ͜Ζ（静岡県浜松市）では、

「地域振興」をり口とした取組みを展開して

いる。ここで、商店街が主体となって面的に

「IoT」に取り組む事例として、『信金中金月

報』（2015.2）でطに事例紹介した経ಊ大通

り商店街振興組合（図表13）での取組みを簡

単に振り返りたい。

　経ಊ大通り商店街は、小田急線経ಊ駅南

口から東京業大学のキャンパスに向かう通

りに位置し、200店舗以上の商店数を誇る。1

日あたり23,000人前後が通行する世田谷区内

で有数の商店街である。毎年夏に2日間で開

催される「経ಊまつり」は、6万人の来場者

が訪れ、同商店街のシンボル的なイベントと

（注）20	．ޖ信用金庫が2016年4月に発ץした『くれしん地域企業応援ガイドブック　創ץ号』で、同社の「Smiss」は紹介されて
いる。

図表13	　経ಊ大௨り商店街

ಉ組߹の֓ཁ

名 称
理 事 長
所 在 地

経ಊ大通り商店街振興組合
川村	昌හ
東京都世田谷区経ಊ

（備考	）1．	写真は取材に応じていただいた経ಊ大通り商
店街振興組合川村昌හ理事長

2．信金中央金庫	地域・中小企業研究所作成

（備考	）信金中央金庫	地域・中小企業研究所撮影

図表14	　経ಊ大௨り商店街Ͱ活用し͍ͯる
Ϗーコン



32	 信金中金月報　2017.2

なっている。同商店街では、2014年10月から

株ࣜ会社アプリックス（東京都新宿区）の開

発、提供する位置情報発信置Beacon（ビー

コン）（図表14）を導入している。同組合で

は「商店街情報をいかに低価格で維持コスト

をかけずに外部に発信するか」という課題解

決を常に模ࡧしており、ビーコンの導入が同

組合の意向と合致したためである。導入当初

は試験的に9店舗に導入していたが、現在は

60店舗に設置されている。また、2016年4月

には、東京業大学の新入生ガイダンスにお

いて、同商店街のビーコンを紹介したとこ

ろ、ダウンロード数が前月ൺで急増し、ビー

コン専用アプリのダウンロード数を安定的に

増やしている。また、2020年に開催予定の東

京オリンピック・パラリンピックでは、近所

の馬事公ԓが馬術種目のٕڝ会場に予定され

ており、外国人客の集客が見込めることか

ら、40か国以上への自動༁に対応した専用

アプリ「hubea�」（ヒュービー）のダウンロー

ド方法を記載したチラシを外国語で作成した

りツイッターを活用して、外国人向けにもPR

に努めている。同組合では、今後も、ビーコ

ンという“下地”を活かしながら、商店街にも

ともとある人情を大にした「IoTʷ人のつ

ながり」で商店街を盛り上げていきたいと意

気込む。

　「IoT」というと、大企業が取り組むような

“大きなIoT”ばかりに注目が集まるが、本稿で

紹介した（株）Φーτスφック（栃木県鹿沼

市）、（株）͜ ͜Ζ（静岡県浜松市）、（株）クϨ

シア（島県ޖ市）そして経ಊ大௨り商店

街ৼڵ組߹（౦ژੈ田谷区）の事例にみら

れるとおり、中小企業や商店街などでもでき

る“小さなIoT”、すなわち、身のৎに合わせた

手の届く範囲での「IoT」は、今後、わが国

で「IoT」が本格的に普及していくうえでの

鍵を握るのではないだろうか。

〈参考文献〉
・経済産業省『新産業構造ビジョン〜第4次産業ֵ໋をリードする日本の戦略〜』（2016年4月27日）

・首相官ఛ『地方創生IT利活用促進プラン』高度情報通信ネットワーク社会推進戦略本部（2015年6月30日）

・総務省『「新たな情報通信ٕ術戦略の在り方」（平成26年ࢾ問第22号）に関する情報通信৹議会からの第2次中間申』
（2016年7月7日）
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（キーワード）　 フΟンςοΫ、શࠃதখؾܠۀاಈௐࠪ、ಛผௐࠪ、Ϋϥド、 
ϓϥοτフォーϜ、ՈܭΞϓϦ、ར༻ऀຊҐ

（視　点）
　信金中央金庫	地域・中小企業研究所では、信用金庫取引先の中小企業が最近話題の「フィン
テック」に対してどのような意識をもっているのかについて、2016年9月に実施した第165回全
国中小企業景気動向調査に付随した特別調査「金融サービスにおけるIT利活用と中小企業」を
実施した。
　本稿では、この調査結果を概観するとともに、中小企業や個人向けに利ศ性の高いフィン
テックサービスの提供にチャレンジする（株）ミロク情報サービス（東京都新宿区）とスマート
アイデア（株）（東京都港区）の事例を紹介しながら、利用者本位の「フィンテック」について
考察した。

（要　旨）
⃝	信金中央金庫	地域・中小企業研究所が実施した第165回全国中小企業景気動向調査に付随

した特別調査の結果をみると、中小企業では、総じて“金融機関取引のIT化”そのものに対
してはߠ定的に捉えていることが浮き彫りとなった。しかし、“金融機関取引のIT化”を

「フィンテック」という言葉に置き換えた瞬間、「フィンテック˺よく分からないもの」と
認識されてしまい、信用金庫の取引先である中小企業においては、まだまだ「フィンテッ
ク」はਁಁしていないようである。

⃝	利用者に広く受け入れられるフィンテックサービスを提供するためには、スマホという限ら
れたॲ理能力のなかでソフトウェアを開発しメンテナンスできる高い「ٕ術力」に加えて

「デザイン力」が鍵を握るだろう。すなわち、「フィンテックサービス˺ٕ術力ʷデザイン
力」と言い換えることができ、フィンテックサービスの開発では、スマホ専門のアプリケー
ションٕ術者とともにデザイナーの果たす役割もますます大きくなるのではなかろうか。

調 査

ཋͼる「ϑΟϯςοΫ」ᶇޫ٭にٸ
−ར༻ऀຊҐの「ϑΟϯςοΫ」にけͯ−

信金中央金庫 地域・中小企業研究所主任研究員

藁品　和寿
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1		．શࠃ中小企業景ؾಈ向調査からみる
中小企業の「フィンテック」のظ

　信金中央金庫	地域・中小企業研究所では、

「第165回全国中小企業景気動向調査（2016年

7〜9月期実績・2016年10〜12月期見通し）」（注1）

のなかの特別調査にて、「金融サービスにお

けるIT利活用と中小企業」と題して、全国

14,485企業（注2）の中小企業を対象に「フィン

テック」に対する意識調査を実施した（調査

票については巻末参照）。

　中小企業では、“金融機関取引のIT化”に対

して、「決済や入出金の利ศ性が高まる」（回

割合37.4％）ことへの期待をච಄に、全体

の過半数である50.7％がߠ定的な見方をして

いる一方、൱定的な見方は全体の14.3％にと

どまった（図表1）。中小企業では、総じて

“金融機関取引のIT化”に対してߠ定的に捉え

ていることが浮き彫りとなった。

　しかし、「フィンテック」という言葉自体

への認知度は高くない。中小企業における

「フィンテック」の認知度は（図表2−①ࠨ

図）、「内容は認識している（「内容は認識、

利用済み」と「内容は認識、未利用」の回

割合の合計）」の回割合が23.4％である一方、

「内容は認識していない（「言葉だけ聞いたこ

とあり」と「知らない、聞いたことはない」

の回割合の合計）」の回割合は76.7％に

上る。また、中小企業における「フィンテッ

ク」の利用意向をみると（図表2−①ӈ図）、

「利用したい（「利用したい」と「どちらかと

いえば利用したい」の回割合の合計）」の

回割合が19.0％である一方、「利用したく

ない（「どちらかといえば利用したくない」

と「利用したくない」の回割合の合計）」

の回割合は25.8％、「わからない」の回

割合は55.1％と過半数に上る。すなわち、中

小企業の多くは、金融サービスがIT化して

いくことに対しては利ศ性の観点からߠ定的

に捉えているものの、“金融機関取引のIT化”

を「フィンテック」という言葉に置き換えた

瞬間、「フィンテック˺よく分からないもの」

と認識してしまうようである。さらに、「フィ

（注）1	．調査結果については、信金中央金庫	地域・中小企業研究所ホームページのうち、http://www.scbri.jp/PDFtyuusyoukigyou/
release/release165.pdfを参照

2	．標本数15,848企業のうちの有効回数。回率は91.4％である。調査方法は、全国各地の信用金庫営業店の調査員による
「聴取り」調査である。

60 40 20 0 0 20 40 60

3.4�37.4�
決済や
入出金

利ศ性
向上

0.7�1.8� 資金調達
しやすく
なる

2.5�9.5�
金利や
手数料引下げ

7.7�

より
雑化

しにくく
なる

引上げ

低下2.0�
金融取引
の安全性向上

肯定的（50.7％） 否定的（14.3％）

（％）（％）

（備考	）信金中央金庫	地域・中小企業研究所（2016年9月29
日）『第165回全国中小企業景気動向調査　特別調査	金
融サービスにおけるIT利活用と中小企業』から引用

図表1	　中小企業にお͚る「金༥ؔػ取Ҿの*5
Խ」のظ
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ンテック」について「内容は認識している」、

「利用したい」と回した中小企業を従業員

規模別にみると（図表2−②）、従業員規模

が大きい中小企業ほど「フィンテック」の内

容を認識し、利用意向が高まる向がみられ

る。したがって、今後、信用金庫を含む金融

機関がフィンテックサービスを提供していく

にあたっては、とりわけ規模が小さい取引先

に対してはで丁ೡな説明をしていくこと

がٻめられるのだろう。

内容は認識、利用済み
3.8�

利用したい
5.5�

知らない、
聞いたことは

ない
37.8�

どちらかといえば
利用したくない

11.7�

ೝ ར用ҙ向

わからない
55.1�

どちらかといえば
利用したい

13.5�

内容は認識、
未利用
19.6�

言葉だけ
聞いたことあり

38.9�

言葉だけ
聞いたことあり

38.9�

利用
したくない

14.1�

（備考	）信金中央金庫	地域・中小企業研究所（2016年9月29日）『第165回全国中小企業景気動向調査　特別調査	金融サービ
スにおけるIT利活用と中小企業』から引用

図表2−①	　中小企業にお͚る「フィンテック」のೝ߹͍とར用ҙ向

（注1	）「内容は認識している」は、「内容を知っていて、طに利用している」と「内容を知っているが、利用していない」の
回割合の合計である。

（注2	）「利用したい」は、「利用したい」と「どちらかといえば利用したい」の回割合の合計である。
（備考	）信金中央金庫	地域・中小企業研究所（2016年9月29日）『第165回全国中小企業景気動向調査　特別調査	金融サービ

スにおけるIT利活用と中小企業』をもとに作成

0 10 20 30 40 50
（％）

1〜4人

5〜9人

10〜19人

20〜29人

30〜39人

40〜49人

50〜99人

100〜199人

200〜300人

（従業員規模）

内容は認識している
利用したい

図表2−②	　ै業員نผͰみた中小企業にお͚る「フィンテック」のೝ߹͍とར用ҙ向
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　中小企業が、事業上で利用している（ある

いは利用したい）フィンテックサービスをみ

ると（図表3）、「フィンテック」への認知度

や利用意向が全般的に高くないことから、

「利用したくない」の回割合が45.8％と半数

近くに上る。一方、「利用している（あるいは

利用したい）」と回した中小企業では、「経

営・業務支援ܥサービス（注3）」（23.6％）、「ス

マホ決済・送金」（17.9％）、「クラウド会計

サービス（注4）」（15.8％）に対するニーズがあ

る。金融業界で大きな話題となっている「オ

ンライン投資／ロボアドバイザー（注5）」や

「仮想通՟（注6）（ビットコイン等）」に対して

は、中小企業での関心は決して高いとはいえ

ないようである。金融サービスを提供する金

融機関ଆと、利用する中小企業ଆとの間に

は、フィンテックサービスへの興味・関心に

Ϊャップが存在している可能性がある。フィ

ンテックサービスを企画、検討するにあたっ

て、金融機関本位ではなくお客様本位での視

点がٻめられているのかもしれない。

　最後に、中小企業が社長個人（家を含む）

として利用している（あるいは利用したい）

フィンテックサービスをみると（図表4）、

「利用したくない」の回割合は、事業上で

「利用したくない」の回割合（45.8％）を

上回る54.8％に上る。この理由は、今回の特

別調査を通じて得られたコメントから֞間見

ることができる。具体的に寄せられた関連す

る主なコメントは次のとおりである。

（備考	）信金中央金庫	地域・中小企業研究所（2016年9月29日）『第165回全国中小企業景気動向調査　特別調査	金融サービ
スにおけるIT利活用と中小企業』から引用

図表3	　中小企業にお͚る「フィンテック」にର͢るニーズ

23.6�経営・業務支援ܥサービス

17.9�スマホ決済・送金

15.8�クラウド会計サービス

8.1�オンライン融資

4.8�商流ファイナンス

4.2�クラウドファンディング

1.7�オンライン投資／ロボアドバイザー

1.0�仮想通՟（ビットコイン等）

4.4�その他

45.8�利用したくない

（注）3	．『急速に脚光浴びる「フィンテック」④−FinTechエコシステムの形成に向けて−』（2016年9月1日付け）のなかで事例紹介
したメリービズ（株）（東京都港区）が提供する経理入力代行のようなサービスをいう。（http://www.scbri.jp/PDFkinyuchousa/
scb79h28s14.pdf）

4	．従来の会計ソフトで入力作業していたものを、オンライン上で売上や入手金などを自動入力する仕組みであり、会計情報
を“見える化”するサービスのこと。

5	．利用者から与えられた情報を基にಠ自のアルゴリズムで計算を行い自動的に最適な投資ポートフΥリオを提案・運用する
資産運用サービスのこと。

6．インターネット上のみで通՟的な機能を有する財産的価値が認識される情報のこと。
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　これらコメントをみる限り、中小企業ひい

てはその社長、家は、金融機関職員による

“FaceToFace（対面）”での定期的な訪問やط

存の金融取引（店舗が近いため来店での取引

など）に不ຬを๊えておらず、かつセキュリ

ティ面で信頼、信用されている姿が浮かび上

がる。これら実ଶは、一見、FinTech企業が

成長していくための環境（FinTechエコシス

テム）の形成等を進める政府の動き（注7）に相

するようにみえる。しかし、そのほかのコ

メントとして、「メガバンクなどでは「フィ

ンテック」を利用できる環境であるため、信

用金庫でも「フィンテック」を利用できない

と不ศである（家ఉ用金物Է売　愛ඤ県）」、

「「フィンテック」への対応について、取引金

融機関からの説明がほしい（自動車部品造

　長野県）」なども寄せられており、中小企

主なコメンτ
・信用金庫৬員によるఆظతな๚をड
͚͍ͯるたΊ、金༥αーϏスの*5Խの
ඞཁ性を͍ͯ͡ײな͍ɻ
（ࣗಈ車用ݕ査ثػ			静岡県、

৯品Ճ工　和歌山県）
・インλーωッτバンキング͢らར用し
た͜とはなく、今まͰͲおりの金༥
αーϏスのܧଓをرし͍ͯるɻ

（木材・木品　北海道）
・金༥ؔػ店舗がۙྡにあるたΊ、金༥
αーϏスの*5Խにはؔ৺がな͍ɻ

（県ۄ࡛　ங資材Էചݐ）
・取Ҿ金༥ؔػのインλーωッτバンキ
ングをར用し͍ͯるが、རศ性を͡ײ
な͍ɻ

（Ո電ൢച　岡山県）
・αイバーテロをݒ೦し、「フィンテッ
ク」をফۃతにଊえ͍ͯるɻ

（ృ工事　北海道）
・スマϗܾ済にはηキϡリティ໘Ͱのෆ
҆を͍ͯ͡ײるɻ

（ෆಈ࢈ି・հ			܈അ県）

（備考	）信金中央金庫	地域・中小企業研究所（2016年9月29日）『第165回全国中小企業景気動向調査　特別調査	金融サービ
スにおけるIT利活用と中小企業』から引用

図表4	　中小企業にお͚るݸਓ（しくはՈ）としͯの「フィンテック」にର͢るニーズ

33.8�スマホ決済・送金

6.8�家計サービス

4.5�オンライン融資

3.8�オンライン投資／ロボアドバイザー

3.1�クラウドファンディング

1.3�仮想通՟（ビットコイン等）

4.1�その他

54.8�利用したくない

（注）7	．信金中央金庫	地域・中小企業研究所ホームページに掲載の『急速に脚光浴びる「フィンテック」④−FinTechエコシステム
の形成に向けて−』（http://www.scbri.jp/PDFkinyuchousa/scb79h28s14.pdf）を参照
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業にとって「フィンテック」に対する正確な

情報が不足していることもݒ念される。

　したがって、大手行や地方銀行等を中心に

フィンテックサービスの提供がঃ々に進んで

いくなかで、今後、信用金庫には、取引先で

ある中小企業とその社長、家に対して、ま

ずは正確に「フィンテック」に関する情報提

供をしていくことがٻめられてくるだろう。

　以上、信用金庫の取引先である中小企業と

その社長、家の間では、まだまだ「フィン

テック」はਁಁしていないようである。とは

いえ、図表2−②で示したとおり、規模の大

きな中小企業ほど、メガバンクや地方銀行な

どから提案されていることもあって、「フィ

ンテック」への理解度合いは高く、実際に利

用も進んでいることも明らかになっている。

中小企業とその社長、家が「フィンテッ

ク」を正しく理解して利用するようになれ

ば、政府のいうFinTech企業が成長していく

シナリオは現実味を帯びてくるだろう。

　そこで本稿では、中小企業向けに振込代行

などのクラウドプラットフΥームでのサービ

ス提供に挑戦する（株）ミロク情報サービス

（東京都新宿区）の事例を紹介する。併せて、

中小企業の社長個人あるいは家などを含む

個人が気ܰに楽しく利用できる家計アプリ

を提供するスマートアイデア（株）（東京都港

区）の事例も紹介する。

2	．フィンテックαーϏスのརศ性向
上のઓ

（1	）株式会社ミロク情報αーϏス（౦ژ৽

॓区）

イ．会社の֓ཁ

　同社は、1977年に設立され、会計事務

所（税理࢜・公認会計࢜事務所）ならびに

中ݎ・中小企業を主な対象として財務・会

計システムや経営情報サービスを開発、提

供する東ূ一部上場企業である（図表5）。

7社のグループ会社（注8）を有し、設立以来、

会計事務所との強固なパートナーシップを

構築・維持することにより、中小企業を支

図表5	　株式会社ミロク情報αーϏスの֓ཁ

ಉ社の֓ཁ

法 人 名
代 表
本部所在地
設 立
事業内容

株ࣜ会社ミロク情報サービス
周樹	ࢬੋ
東京都新宿区
1977年11月
税理࢜ŋ公認会計࢜事務所およびそのސ問
先企業向けの業務用アプリケーションソ
フトの開発ŋ販売など

（備考）1	．写真は取材に応じていただいた品開発・サ
ポート本部bizsky事業部	岩田悟部長（中央）、和
田३市部長（右）、岡智直課長（左）

2	．信金中央金庫	地域・中小企業研究所作成

（注）8	．（株）エψ・テー・シー（NTC）、（株）エム・エス・アイ（MSI）、リード（株）、MJS	M＆A	パートナーズ、クラウドインボイ
ス（株）、Miroku	8ebcash	International（株）、（株）ビズオーシャンの7社である。
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援することを使໋としている。

　その中長期経営ビジョンでは、「ミロク

情報サービスグループは、インターネット

等のٕ術ֵ新や経営環境の変化に適応し

て、お客様の視点に立ち、お客様に喜んで

ける新しい価値を提供し、お客様の経営

イノベーションを推進します。〜中小企業

のIT化を支援し、中小企業を元気にしま

す〜」と掲げている。すなわち、同社は、

一؏して中小企業の支援につながる事業展

開（注9）を図っている。

　同社は、今後も会計事務所とのパート

ナーシップを強化しながら、わが国経済の

基盤を担う中小企業が๊えるさまざまな経

営課題を解決するための新しい価値（経営

システム・経営ノウハウ・経営情報）を提

供していく方針である。

ロ．取組みの֓ཁ

　同社は、前述した中長期ビジョンに基づ

き、中小企業を支援する新しい価値創出を

目的として、約3年前から「bizsky事業」

の構想をスタートした。

　同事業では、中小企業が๊える経費

減、業務効率化、資金調達などのさまざま

な経営課題に対するソリューションを企

画・提供することを目指している。その基

盤となるのが、“BtoB”クラウドプラット

フΥーム「bizsky」の構築である（図表

6）。「bizsky」は、中小企業の根源的な経

営課題を解決するためのコンテンツ・サー

ビスを取りଗえたマーケットプレイス機能

（注）9	．中ݎ・中小企業向け品ラインアップとして、「(alileopt	NX-ᶗ」（中ݎ企業向けERPシステムʪ効率的な経営スタイルを実
現するソフトウェアʫ）、「MJSLINK	NX-ᶗ」（中小企業向けERPパッケージシステム）、「ACELINK	NX-CE」（中小企業・小
規模事業者向け業務パッケージ）、「iCompass	NX」（小規模企業・個人事業者向けパッケージソフト）などをサービス提供し
ている。

（備考）同社提供

図表6	　クラドプラッτフΥーム「CJ[TLZ（ϏズスΧイ）」の͢ࢦスキーム
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を持つクラウドプラットフΥームである。

本プラットフΥームは、2016年9月6日に

本格始動し、その上でՔ動する最初のクラ

ウドサービスとして、「楽たす振込」の提

供を開始した（図表7）。

　今後、同社が開発・提供する『楽たす』

シリーズとして、څ与振込、請ٻ書発行、

資金繰り理、アカウントアグリゲーショ

ン機能（注10）などのクラウドサービスを順次

提供すると同時に、中小企業向けのクラウ

ドサービスや各種コンテンツを提供するIT

ベンチャー等のビジネスの場として、マー

ケットプレイス機能を拡ॆすることによ

り、中小企業が集まるわが国最大の「ビジ

（備考）同社提供

図表7	　「ָた͢ৼࠐみ」αーϏスの֓ཁ（イメーδ）

①ৼࠐॲཧ

②ٻॻ丸͛プラン

（注）10．ウェブスクレイピング（対象となるウェブサイトの画面情報を取得して、そこから情報をந出する方法のこと）
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ネス・クラウド・プラットフΥーム」を目

指したいという。また、こういったクラウ

ドサービスを開発・提供し、新たにフィン

テック分野へも参入する。

　『楽たす』シリーズのコンセプトは、「中

小企業や個人事業主が気ܰに利用でき、か

つ業務効率化や収ӹ拡大などにつながるこ

と」である。「楽たす」という名称には、

“楽（容 қ ）”と“楽 し さ”を 仕 事 に“た す

（足す）”という意味を込めており、同社の

同事業に対する熱い想いが映されている。

　クラウドサービス「楽たす振込」は、「コ

スト減」、「業務効率化」、「安心・安全」

の3つを特長としている。「コスト減」で

は、初期費用・月額基本料を0円、振込手数

料は1件あたり一律310円（税込）と格安に

設定している。「業務効率化」では、利用

者は同社に請ٻ書をそのまま送付するだけ

で、同社が振込予定情報を代行入力するオ

プションサービス「請ٻ書丸投げプラン」

（別料金）も提供し、利用者の手間を大き

く省くことにݙߩしている。「安心・安全」

では、振込資金を同社財産とは分別理さ

れた信ୗ口࠲でकるとともに、通信でも同

社の高度な暗号化ٕ術により第三者からの

不正アクセスやデータ改ざんを防いでい

る。本サービスには、同社が創業以来40年

にわたり積してきた財務・会計システム

のノウハウがॖڽされているといえよう。

ϋ．今後の展

　今後、同社オリジナルのクラウドサービス

『楽たす』シリーズを拡ॆさせると同時に、

提携先の会計事務所およびそのސ問先企業、

各種業界団体などに対して本サービスを紹

介することにより、多くの中小企業に利用

いただけるよう努めていきたいとしている。

　長期的なスパンでは、「bizsky」にさま

ざまな金融取引のビッグデータを積し、

本プラットフΥーム上で融資仲介サービス

（トランザクションレンディング）を提供

したいという意向がある。この融資仲介

サービスを進めていく上では、さまざまな

金融機関からの意見を取り入れながら、お

いに8in-8inの関係になれるよう協業体ޓ

制を構築していくとともに、本プラット

フΥーム全体が、利用する中小企業、連携

する金融機関、ITベンダーすべての関係

者にとってオープンで使いউ手のよいもの

になるよう設計していきたい方針である。

（2）スマーτアイσア株式会社（౦ژߓ区）

イ．会社の֓ཁ

　同社は、家計アプリの開発、運営を事

業とし、MUF(	Fintechアクセラレータ（注11）

に採されたフィンテックベンチャー企業

である（図表8）。社員は10名で、ベトナ

ム・ハノイには現地社員7名の開発拠点も

有する（注12）。

（注）11	．三ඛ東京UFJ銀行が、金融サービスに変ֵをもたらす熱意を持った企業家やベンチャー企業とともに、ֵ新的なビジネス
の立ち上げを目指すプログラムのこと（http://www.bk.mufg.jp/innovation/accelerator/）。

12	．スマホ向けアプリ開発専門のエンジニアは国内では不足しているため、優秀なエンジニアの採用が容қなベトナムに開発
拠点を設置した。
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　江৲社長は、国内大学の理ܥ学部を卒業

後に、大手の外資ܥ携帯電話会社にब職し

た。この時期はガラケー（注13）が流行してお

り、江৲社長自身、モバイルの可能性に大

きな期待を๊くとともに、当時携わってい

たプロダクトマーケティング（注14）の経験か

らマーケティングに強い関心を๊くことに

なった。こうしたなか、江৲社長は、一念

発起し、ۈ務先を退職して国内MBAコー

スでマーケティングを専߈しながら、同社

の前身にあたる（株）モバイルマーケティ

ング・ジャパンを起業した。この会社で

は、モバイル（主にガラケー）を活用して

消費者行動などの市場調査をできるサービ

スを提供、展開し、事業を軌道に乗せた。

しかし、起業後4、5年ほどで、モバイル

市場の主役がガラケーからスマートフΥン

にりସわっていくなか、事業の先行きが

見通せなくなった。そこで、「スマホを活

かして社会をศ利にするサービスを創りた

い」という江৲社長の熱い想いの下、“新

たな気持ちでり換えて事業をスタートす

る”との意味を込めて、新たに同社を立ち

上げるに至った。

ロ．取組みの֓ཁ

　同社で事業を立ち上げるにあたり、江৲

社長は、まず、自らも家計アプリを利用

することで、使いউ手のよい家計アプリ

のサービスが提供されていない実ଶに注目

をした。そこで、「時間がかかる」、「わか

りにくい」、「面くさい」の3つを解決し

て、利用者がきずに家計への入力を続

ける（習׳化する）ことができるサービス

設計を検討した。その結果、2012年8月に

リリースしたサービスが、家計アプリ

「おカネレコ」（図表9）である。このアプ

リのインターフェイス（初期画面）は、୭

でも使ったことがありしみのある電を

モチーフにした。リリース後、めざましテ

レビ（フジテレビ）などのテレビ番組や各

（注）13．日本ಠ自にٕ術進歩したガラパゴス携帯（2つંり携帯電話）の略。
14．品開発、ブランディング、販売促進ツールの作成など、品やサービス別に幅広く行うマーケティングのこと。

図表8　スマーτアイσア株式会社の֓ཁ

ಉ社の֓ཁ

法 人 名
代 表
本部所在地
設 立
事業内容

スマートアイデア株ࣜ会社
江৲	ঘ平
東京都港区
2012年5月
家計アプリ「おカネレコ」の開発・運
営など

（備考）1	．写真は取材に応じていただいた江৲ঘ平代表取
締役社長	

2	．信金中央金庫	地域・中小企業研究所作成
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種新聞・雑誌で取り上げられたことで、

2016年8月末現在、ダウンロード数で380万

を突ഁするに至った。

　同社のアンケート調査によると、家計

アプリ「おカネレコ」の利用者属性は、性

別でみると7割が女性である。年ྸ別で

は、20歳代が42％、30歳代が25％、40歳

代が17％と続く。職業別では、会社員が

51％、主්・パートが23％、学生が16％

と続いている。最近は、口コミを通じて、

学生や40歳代以上の利用者も増加向に

あるという。利用期間では、利用者の

65％が6か月以上、そのうち36.5％は1年以

上利用しており、利用者が家計アプリ

「おカネレコ」に入力することが生活上の

習׳になるよう、今後もサービス内容を改

善していきたいと意気込む。

　消費者目線のサービス提供を徹ఈするに

あたり、マーケティング活動にも工夫を加

えている。具体的には、質的調査として、

「ユーザーインタビュー」を3、4か月に1

回の頻度で、各回5名前後を対象に、気楽

（備考）同社提供

（図表9）Ոܭアプリ「おΧωϨコ」

①ը໘イメーδ

②金༥ؔػとの࿈ܞイメーδ



44	 信金中金月報　2017.2

に話しのできる٤店の談話室などを活用

して、直接、利用者の声を真に聴いてい

る。併せて、量的調査として、前身である

（株）モバイルマーケティング・ジャパン

でのノウハウを活かして、随時「8ebアン

ケート」も実施している。質・量の྆面か

らマーケティングをすることで、多くの利

用者の声をサービスに取り入れようと日々

努力している。

　こうしたマーケティング活動を通じて、

「おカネのみ」を๊えている利用者が多

いことが明らかになった。これを受けて、

江৲社長は、「おカネのみを解決できな

いか」、「おカネをより身近に感じてもらう

ことはできないか」など課題意識を๊くな

か、タイミングよく、MUF(	Fintechアク

セラレータに参加することができた。アク

セラレータでは、4か月間、三ඛ東京UFJ

銀行の内部メンター（アドバイザー）や

VC（ベンチャーキャピタル）などからさ

まざまなアドバイスを受けることができた。

　このアクセラレータを通じて、2016年8

月、金融教育アプリ「おカネNavi」が生ま

れた（図表10）。この「おカネNavi」では、

20〜30歳代の女性を主なターゲットとし、

若い女性に好まれる「イケメンと対話でき

る」をコンセプトに、恋愛シミュレーショ

ンゲームを取り入れた。「イケメンとの対

話を通じたストーリーとクイズで楽しくお

カネの知識をつけられる」ことをコンセプ

トに、利用者の金融リテラシーを高めるこ

とを目指している。この恋愛シミュレー

ションゲームを取り入れた結果、20歳代

女性では7割強、30歳代女性では5割程度

が金融アプリ「おカネNavi」を継続利用

しており、今後も、アプリ利用の習׳化

に取り組んでいきたいとしている。なお、

この「おカネNavi」では、ಠ自のキャラク

ターに変更することができるうえ、オリジ

ナルクイズを設定でき、金融商品の説明に

も活用できるカスタマイズ版も提供できる

という。

（備考）同社提供

（図表10）金༥ڭҭアプリ「おΧωNBWJ」
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ϋ．今後の展

　現在、2016年中を目ॲに、“おカネに関

わる相談を気ܰにできる”をコンセプトに、

AI（人工知能）を活用したアプリ「オン

ライン接客アシスタント」の開発に取り組

ん で い る（図表11）。LINE形 ࣜ の イ ン

ターフェースで自然対話できるようٕ術開

発に努めている。

　このアプリが提供できるようになれば、

今後、金融機関と連携してポータルアプリ

を設計し、そのポータル上に「家計」、

「金融教育」、「接客アシスタント」のそれ

ぞれのアプリを乗せるサービスを提供して

いきたい意向である（図表12）。

　同社では、培ってきた“マーケティング

力”という強みを活かして、金融教育を通

（備考）同社提供

図表12	　ੈ࣍客プラッτフΥームߏஙのઓ

（図表11	）「Φンライン客アシスλンτ」の
ը໘

（備考）同社提供
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じて、金融機関と利用者との「橋し役」

（利用者を金融機関に近づける役割）を果

たしながら、今後も利用者層を広げていき

たいとしている。

3	．ར用ऀຊ位の「フィンテック」に
向͚ͯ

　本稿で紹介した（株）ミロク情報サービス

ならびにスマートアイデア（株）ともに共通

していることとして、利用者が気ܰに使え

る、楽しく使える、簡単に使える、使いたい

サービスを選べるなど、画面のデザインなど

を含むインターフェイスを工夫しながら、利

用者の“ᙱいところに手が届く”サービスを提

供していることが挙げられよう。また、さま

ざまなフィンテック企業への取材等を通じて

わかったこととして、例えば「家計アプ

リ」という同じサービスであっても、画面の

デザインや色合い、かわいらしさなどのҧい

によって利用者属性や利用継続率などが大き

く異なっている。これらを踏まえると、利用

者に広く受け入れられるフィンテックサービ

スを提供するためには、スマホという限られ

たॲ理能力のなかでソフトウェアを開発しメ

ンテナンスできる高い「ٕ術力」に加えて

「デザイン力」が鍵を握るだろう。すなわ

ち、「フィンテックサービス˺ٕ術力ʷデザ

イン力」と言い換えることができ、フィン

テックサービスの開発では、スマホ専門のア

プリケーションٕ術者とともにデザイナーの

果たす役割もますます大きくなるのではなか

ろうか。

　信金中央金庫	地域・中小企業研究所が実

施した第165回全国中小企業景気動向調査の

特別調査結果のなかで指摘したとおり、中小

企業の多くは、金融サービスがIT化してい

くことに対しては利ศ性の観点からߠ定的に

捉えているものの、“金融機関取引のIT化”を

“フィンテック”という言葉に置き換えた瞬

間、「フィンテック˺よく分からないもの」

と認識してしまう。すなわち、中小企業を含

む利用者は、「フィンテック」であるから利

用しているのではなく、提供されているフィ

ンテックサービスに従来の金融サービスとは

異なるศ利さや面നさなどを体験できるから

利用しているといえよう。

　したがって、信用金庫を含む金融機関が

「フィンテック」に向き合うにあたっては、

「フィンテック」に取り組むこと自体を“目

的”にするのではなく、視点を利用者に置き

換えたうえで、あくまで“手ஈ”の一つに過ぎ

ないことを改めて意識し直すことがٻめられ

るのではなかろうか。

〈参考文献〉
・信金中央金庫	地域・中小企業研究所（2016年9月29日）『第165回全国中小企業景気動向調査 ʲ特別調査　金融サービ

スにおけるIT利活用と中小企業 』r
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（キーワード） ίンςンππーϦζϜ、େՏドϥマ、Ξχϝ、ϩέ、ޫ؍ৼڵ、८ྱ、
フΟϧϜίϛογϣン

（視　点）
　2015年夏、2017年のNHK大河ドラマで静岡県浜松市ゆかりの人物・井伊直虎を主人公とした

「おんな城主	直虎」の放映が決定し、地元浜松市では地域を挙げて盛り上がりをみせている。
また、2016年の「ユーキャン新語・流行語大賞」のトップ10のなかに「聖地巡礼」が入るなど、
最近、全国各地で、NHK大河ドラマやアニメを中心に「コンテンツ」を活用した地域づくりへ
の注目が改めて高まっている。
　本稿では、「コンテンツ」を活用した観光振興の取組みである「コンテンツツーリズム」で魅
力溢れる地域づくりに挑戦する事例に注目し、コンテンツを「NHK大河ドラマ」、「アニメ」、

「ロケ誘致」に大別したうえで、事例からみた地域社会に与える効果を考えてみたい。
（要　旨）

⃝	NHK大河ドラマ効果は、社会的な注目度が高いゆえに放映中の観光誘客効果は大きいが一
過性で終わることが多く、“大河ドラマ”を一つのきっかけとした持続的な観光需要創出が
課題となっている。アニメ効果では、必ずしもどの地域でも成功するものではないものの、
地域社会にとって“起爆剤”となっているケースも散見され、最近、自治体や観光関連業
者の一部で、国内客のみならず外国人客を取り込もうという動きも活発になっている。ロ
ケ誘致効果では、ロケ誘致をタイミングよく活かすことにより、観光客の少ない閑散期に
観光客誘致を図って観光客の集客の平準化を図ることなどが期待できる。

⃝	「ツーリズム（観光）」にかかわる4つの要素として、一般的に「観光動機」、「観光客」、「観
光資源」、「観光基盤」が挙げられることが多い。本稿で取り上げた事例（和歌山県中小企業
団体中央会、静岡県浜松市、茨城県大洗町、栃木県・栃木県鹿沼市）からみれば、観光客
が、観光資源である「大河ドラマ」、「アニメ」、「ロケ誘致」の現場に“行ってみたい！”と
心を動かし、実際に現地を訪れた観光客が、観光資源に触れたうえで、観光基盤（観光イン
フラ）である地元の“おもてなし”の心に触れ、現地の鉄道やバスなどの交通機関を利用し
て旅館などの宿泊施設に赴くことにより“楽しい！”あるいは“心地よい！”と実感する。
このことで、その現場は「観光地」として強く認識される。こうした体験をした観光客がリ
ピーターとなり、さらに広がる口コミで、その現場が「観光地」としてますます脚光を浴び
るという好循環が生まれるのではないだろうか。

調 査

ίϯςϯππʔϦζϜにΑるັྗҲΕるҬͮ͘Γ
−「େՏυϥϚ」ɺ「Ξχϝ」ɺ「ϩέ༠க」の͔ྫࣄΒのࣔࠦ−

信金中央金庫 地域・中小企業研究所主任研究員

石川　浩史
信金中央金庫 地域・中小企業研究所主任研究員

藁品　和寿
信金中央金庫 地域・中小企業研究所上席主任研究員

鉢嶺　実
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�ɽίϯςϯππʔϦζϜと

　コンテンツツーリズム（Contents	tourism）

という言葉（概念）が、近年、急速に脚光を

浴びている。

　2004年に成立した「コンテンツの創造、

保護及び活用の促進に関する法律（注1）」によ

れば、「コンテンツ」とは、「映画、音楽、演

劇、文芸、写真、漫画、アニメーション、コ

ンピュータゲームその他の文字、図形、色

彩、音声、動作若しくは映像若しくはこれら

を組み合わせたもの又はこれらに係る情報を

電子計算機を介して提供するためのプログラ

ム（電子計算機に対する指令であって、一の

結果を得ることができるように組み合わせた

ものをいう。）であって、人間の創造的活動

により生み出されるもののうち、教養又は娯

楽の範囲に属するもの」（第二条）と定義さ

れている。岡本健編著（2015年）『コンテン

ツツーリズム研究』では、コンテンツの定義

はさまざまあるなかで、「情報が何らかの形

で創造、編集されたものであり、それ自体を

体験、消費することで楽しさを得られる情報

内容」が「コンテンツ」とされている。

　2003年7月に、政府の観光立国関係閣僚会

議で策定された「観光立国行動計画」では、

「観光立国」、「一地域一観光」に向けて、地

域の魅力あるコンテンツを生み出す活動の振

興とその活用が触れられ、2004年5月に経済

産業省が公表した「新産業創造戦略」のなか

では、「コンテンツ」は「先端的な新産業分

野」の一つに位置付けられた。また、2016

年の「ユーキャン新語・流行語大賞」のトッ

プ10のなかに、アニメや漫画などの作品に

おいて、その舞台やモデルとなったゆかりの

場所（すなわち“聖地”）を実際に訪問する

という意味での「聖地巡礼」が入るなど、最

近、「コンテンツ」への注目が改めて高まっ

ている。

　これら「コンテンツ」を活用して、観光と

関連産業の振興を図ることを意図したツーリ

ズムが「コンテンツツーリズム」である。国

土交通省総合政策局が2005年に公表した

「映像等コンテンツの制作・活用による地域

振興のあり方に関する調査報告書」のなか

で、「コンテンツツーリズムの根幹は、地域

に「コンテンツを通して醸成された地域固有

の雰囲気・イメージ」としての「物語性」

「テーマ性」を付加し、その物語性を観光資

源として活用すること」と記述されている。

岡本健編著（2015年）『コンテンツツーリズ

ム研究』のなかで「コンテンツツーリズム」

をわかりやすく定義付けしているので引用す

ると、「コンテンツツーリズム」とは、「「コ

ンテンツ」を動機とした観光・旅行行動や、

「コンテンツ」を活用した観光・地域振興を

指す語」である。

　このように“地域再生の産業分野”として

重視された「コンテンツ」について、前述の

国土交通省による「映像等コンテンツの制

作・活用による地域振興のあり方に関する調

査報告書」のなかでは、コンテンツに着目し

（注）1	．詳細の条文は、http://law.e-gov.go.jp/htmldata/H16/H16HO081.htmlを参照
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て観光振興を図っていくうえでの方向性が示

されている（図表1）。具体的には、「コンテ

ンツを活かした観光資源の創出」、「住民の理

解、共感の促進」、「コンテンツを活かした観

光プロモーション」、「推進体制の確立」と

いった課題に対応する必要があると指摘して

いる。これら課題に対応し、「コンテンツ」

を通じて地域の魅力を高めることができれ

ば、観光誘致などによる経済効果に加えて住

民の“地域愛”の向上など、さまざまな効果

を生むことが期待できる（図表2）。

　本稿では、この「コンテンツツーリズム」

を活用した魅力溢れる地域づくりに挑戦する

事例に注目し、コンテンツのうち「NHK大

河ドラマ」、「アニメ」、「ロケ誘致」に着目し

たうえで、それぞれの地域社会に与える効果

について簡単に触れる。

（1）NHK大河ドラマ効果

　NHK大河ドラマは、1963年の放映開始以

来、50年以上にわたり歴史ドラマとして根

強い人気を誇っている。1年間を通して放送

1回あたり45分、年間の放送回数は50回前後

におよぶ大型の時代劇であり、最近の視聴率

はやや低調ではあるが、15〜20％の平均視

聴率（注2）を維持し、社会への影響度合いは強い。

（注）2．ビデオリサーチホームページ（http://www.videor.co.jp/data/ratedata/program/03taiga.htm）参照

（備考）	国土交通省総合政策局観光地域振興課『映像等コンテンツの制作・活用による地域振興のあり方に関する調査』
（2005年3月）をもとに信金中央金庫	地域・中小企業研究所作成

図表1	　コンテンツツーリズム推進の方向性
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　日本政策投資銀行北陸支店が2000年12月

に公表したレポート「大河ドラマを活かした

観光活性化策」では、「特定の人物ないし時

代がテーマとなることから、当該テーマにゆ

かりのある地域では大河ドラマ推進組織を設

置し、観光キャンペーン等を実施している。

仮設のロケセットを観光客向けに公開するな

ど観光拠点の整備を行う一方、イベントが放

映期間中に連続して開催され、マスコミ等に

より短期的に大量の情報が発信されるため、

集客効果が大きい。」と指摘し、これによる

著しい経済効果を「大河ドラマ効果」と称し

ている。実際に、観光客の増加にともなう宿

泊ニーズの高まりや大河ドラマ放映にともな

う関連グッズや土産品の売上の増加などによ

り、日本銀行各支店などによる推計では、大

河ドラマ効果は、数百億円規模に上るともい

われている（図表3）。

　一方、大河ドラマ放映終了後は、マスコミ

や視聴者の関心が次回作品に移っていくこと

から、急速に当該地域の印象は薄れ、観光需

要の低下をもたらすことが多い。これが、一

般的に「大河ドラマ効果は一過性」といわれ

ることが多い所以だろう。ちなみに、前述の

日本政策投資銀行北陸支店によるレポート

「大河ドラマを活かした観光活性化策」で

は、「持続的な観光需要創出の鍵は、ひとえ

に大河ドラマを契機とした観光活性化推進を

通じ、意識して持続的な活動に繋がる芽を育

て、放映終了後も継続していくかにかかって

いる。」と締めくくられている。

（備考）信金中央金庫 地域・中小企業研究所作成

図表2	　コンテンツを活用した魅力ある地域づくりによる効果
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（2）アニメ効果

　2016年の「ユーキャン新語・流行語大賞」

のトップ10にランクインした「聖地巡礼」

は、主にアニメファンが、アニメの風景モデ

ルとなったロケ地、登場人物のゆかりの地、

制作会社の所在地など、ファンにとってはあ

る種の“聖性”をもった場所（注3）を訪問する旅

行行動である。2016年9月に設立された（一

社）アニメツーリズム協会では、この「聖地

巡礼」が観光立国とわが国の地域活性化に資

するため、観光資源を掘り起こして訪日観光

客を地方圏へ誘客することを目的に、日本人

に加えて外国人からも「アニメ聖地投票」を

公募し、2017年1月までには『「アニメ聖地」

88か所』を選定するとしている（図表4）。

　特に最近は、インターネットの普及にとも

ない、ファンが、アニメ作品の背景となって

いる風景モデルを見つけ出してSNS（フェ

イスブック等）で広めることにより、アニメ

の舞台現場が特定されやすくなっている（注4）。

多くのアニメファンは、アニメに登場した背

景と同じアングルで写真撮影をするなど、そ

（注）3	．酒井亨著（2016年）『アニメが地方を救う!?「聖地巡礼」の経済効果を考える』26頁では、アニメ聖地巡礼で先駆的研究者
である北海道大学観光学高等研究センターの山村高淑教授の著書から引用し、「「ファンにとってキャラクターはある意味、
神聖な存在」だからこそ、「自然にそういう（聖地巡礼）呼称が定着するということは、そこに『聖性』を感じているからに
ほかならない」と指摘する。」と、「聖地巡礼」について触れている。

4	．2016年8月から公開となり大ヒットとなった東宝のアニメ映画「君の名は。」では、実際に舞台となった“聖地”とされる
岐阜県飛騨市を訪れた人のツイートをもとに、次々と映画を鑑賞したファンを中心に“聖地”への訪問が急増しているとい
う。こうしたファンに対応するため、16年10月から、濃飛バス（岐阜県高山市）は、聖地巡礼タクシーの運行を開始した。

図表3　NHK大河ドラマが地域に与える経済波及効果
放送年 番組タイトル 主なご当地 主演 経済波及効果 調査機関

2004 新撰組！ 京都府 香取慎吾 203億円 日本銀行京都支店

2005 義経 山口県 滝沢秀明 179億円 日本銀行下関支店

2006 功名が辻 高知県 仲間由紀恵 135億円 「巧名が辻」高知県推進協議会

2007 風林火山 長野県 内野聖陽 109億円 日本銀行松本支店

2008 篤姫 鹿児島県 宮崎あおい 262億円 鹿児島地域経済研究所

2009 天地人 新潟市 妻夫木聡 204億円 日本銀行新潟支店

2010 龍馬伝
高知県

福山雅治
535億円 日本銀行高知支店

長崎市 276億円 日本銀行長崎支店

2011 江〜姫たちの戦国〜 滋賀県 上野樹里 162億円 滋賀県

2012 平清盛
兵庫県

松山ケンイチ
150億円 日本銀行神戸支店

広島県 202億円 中国電力

2013 八重の桜 福島県 綾瀬はるか 113億円 日本銀行福島支店

2014 軍師官兵衛
兵庫県

岡田准一
243億円 兵庫県立大学政策科学研究所

福岡県 280億円 九州経済調査協会

2015 花燃ゆ
山口県

井上真央
138億円 日本銀行下関支店

群馬県 39億円（前橋市のみ） 前橋市議会

2016 真田丸 長野県 堺雅人 200億円 日本銀行松本支店（予測）

2017 おんな城主　直虎 静岡県 柴咲コウ 179億円 日本銀行静岡支店（予測）

（備考）浜松商工会議所受領資料をもとに信金中央金庫	地域・中小企業研究所作成
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の現場に行くことでしか味わえない体験をす

るため、アニメの登場人物が過ごした街を訪

れる。アニメファンのなかには、リピーター

になるケースが多いともいわれている。

　酒井亨著『アニメが地方を救う!?「聖地巡

礼」の経済効果を考える』によると、アニメ

による経済効果について、NHK「クローズ

アップ現代」（2012年3月7日放送）では、

「アニメ聖地巡礼者を全国で100万人と推定

していることを基に、旅行費用284億円〜

2,272億円、経済効果1,136億円〜9,088億円、

雇用効果5,700人〜45,000人、税収57億円〜

450億円」と紹介されたという。アニメ作品

の質や制作会社の判断などで、アニメツーリ

ズムは、必ずしもどの地域でも成功するもの

ではないが、地域社会にとって“起爆剤”に

なる可能性を秘めている。

　このため、自治体、観光関連業者の一部で

は、アニメや漫画を観光資源として捉え、国

内客のみならず外国人客も取り込もうという

動きが活発になっている。

（3）ロケ誘致効果

　映画やテレビドラマ、CMなどの「ロケ

地」は全国に数多く点在するが、知られてい

ない地域も多い。こうした地域の隠れた魅力

を掘り起こして地域振興を図られることを目

的に、全国各地にフィルムコミッション（以

下、「FC」という。）が設立されている。FC

は、ロケ受け入れ窓口の役割を果たし、映画、

ドラマ、CMなどさまざまなジャンルのロケ

実施を円滑に進めることを支援している。

　前述の国土交通省による「映像等コンテン

ツの制作・活用による地域振興のあり方に関

する調査報告書」では、制作者はFC等に対

して、「撮影者が望む魅力的で多彩なロケ地

の情報提供」、「撮影許可・届出・申請などの

手続き」を強く望んでいることが浮き彫りと

なっている。FC等には、組織力の向上や専

門担当者の人材育成などの課題があるもの

の、制作者にとってFC等には高いニーズが

あるといえる。

　こうしたなか、一部の行政機関や観光協会

図表4	　アニメの聖地88ヶ所（第３回中間発表、2016年11月30日現在）
順位 作品名 舞台 放送時期

1 ラブライブ！ 東京都千代田区秋葉原 2014年4年〜

2 氷菓 岐阜県高山市 2012年4月〜

3 ガールズ＆パンツァー 茨城県東茨城郡大洗町 2012年10月〜

4 文豪ストレイドッグス 神奈川県横浜市 2016年4月〜

5 けいおん！ 京都府京都市 2009年4月〜

6 たまゆら 広島県竹原市 2011年10月〜

7 あの日見た花の名前を		僕達はまだ知らない。 埼玉県秩父市 2011年4月〜

8 らき☆すた 埼玉県久喜市 2007年4月〜

9 Free！ 鳥取県岩美郡岩美町 2013年7月〜

10 デュラララ！！ 東京都豊島区池袋 2010年1月〜

（備考）	（一社）アニメツーリズム協会ニュースリリース「「アニメ聖地投票」第3回中間発表」をもとに信金中央金庫	地域・
中小企業研究所作成
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等のなかには、組織内部にFCを設立して積

極的にロケ班を受け入れる動きがある（注5）。

その主な理由は、ロケ誘致による地域活性化

である（図表5）。ロケ誘致による経済波及効

果では、ロケ班（俳優、出演者、スタッフ

等）による飲食や宿泊などの消費にともなう

直接的経済効果、ロケ後に現地を訪問する観

光客による飲食、土産品の購入、宿泊などの

消費にともなう間接的経済効果、そして、ロ

ケ地をメディアを通して広くPRすることに

ともなう広告換算効果（注6）などが見込まれる。

　このような経済波及効果を期待できるロケ

誘致をタイミングよく活かすことができれば、

例えば、例年では観光客の少ない閑散期に観

光客誘致を図ることにより、年間を通して観

光客の集客の平準化を図ることができよう。

�ɽίϯςϯππʔϦζϜのઓ

（1	）和歌山県中小企業団体中央会　−NHK

大河ドラマ「真田丸」−

①経緯

	　NHK大河ドラマ「真田丸」では、2016年9

月に放映された第39話で主人公の真田信繁

（幸村）とその父・真田昌幸が九度山（和歌

山県九度山町）へ幽閉されたことで、ドラマ

の舞台が長野県や大阪府から和歌山県へ移っ

た。こうしたことを見越して、和歌山県への

注目度が高まるタイミングで、大阪シティ信

（注）5	．近年、全国各地でFCを立ち上げる動きが活発化しており、特定営利活動法人ジャパン・フィルムコミッションによると、
118団体（2016年11月1日現在）が登録している。未登録FCを加えると全国で200以上のFCが存在するといわれている。

6	．新聞・雑誌などのメディア上で「記事」として取り上げられた際の露出度や認知効果について、同じ枠を広告として購入
した場合の広告費に換算し、その金額で評価する、広報・PR業務では標準的な成果測定手法

（備考）	国土交通省総合政策局観光地域振興課『映像等コンテンツの制作・活用による地域振興のあり方に関する調査』
（2005年3月）等をもとに信金中央金庫	地域・中小企業研究所作成

図表5　ロケ誘致による効果
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用金庫（注7）（大阪府）が“和歌山の魅力”を

発信したい和歌山県中小企業団体中央会（注8）

（和歌山県和歌山市）（図表6）の熱い想い

を、天神橋三丁目商店街振興組合（大阪市北

区）に提案し、「日本一長い」といわれる天

神橋筋商店街が“和歌山の魅力”を発信する

“舞台（「真田丸」に因んで“出
で

城
じろ

”）”となる

に至った。

		　“和歌山の魅力”を発信する和歌山県の歴

史・文化・物産販売事業は、2015年10月か

ら2016年4月まで実施された。その当時の

キーパーソンは、天神橋三丁目商店街振興組

合、大阪シティ信用金庫企業支援部、和歌山

県中小企業団体中央会の山本庄作元専務理

事、そして今回の取材に応じていただいた

（株）和歌山放送（注9）（和歌山放送ラジオ）の

元アナウンサーで“紀州へのいざないびと”

である藤本喜八郎氏（注10）（図表6）である。

		　なお、大阪シティ信用金庫が組み立てた事

業に対し、和歌山県中小企業団体中央会が和

歌山放送に対して本事業への協力を依頼した

際、和歌山県を愛し、天神橋筋商店街を知り

尽くしているうえ、天神橋筋商店街の賑わい

を支える大阪シティ信用金庫の役割をも理解

している藤本氏を、同社の中村栄三専務取締

役が適任者として推薦したことをきっかけに、

藤本氏は本事業に深く関わることになった。

②取組みの展開

	　和歌山県中小企業団体中央会は、2015年

10月27日から29日、12月18日から20日にか

けて、シティ信金「商店街PLUS」事業とし

て天神橋筋商店街内に情報発信店舗を出店

し、和歌山県九度山町や真田幸村の歴史、

世界遺産「高野山」に関する情報発信を

行った（図表7）。この出店では、藤本氏が

“語り部”となり、来店者の都合に合わせ

て、九度山町の紹介や真田幸村の歴史などを

（注）7	．同金庫では、「シティ信金PLUS事業」の一環で、商店街の賑わい創出を支援する「商店街PLUS」事業を展開している。
8	．中小企業団体中央会は、中小企業等協同組合法により、中小企業の組合等を会員として設立された団体であり、国や和歌
山県の中小企業担当部課と連携して事業に取り組んでいる。

9	．http://www.wbs.co.jp/参照
10	．全国ディスクジョッキーグランプリなどの受賞暦があり、和歌山放送を退職後はテレビ東京やテレビ朝日のワイドショー

などで活躍した。

（備考）1	．写真（左）は、取材に応じていただいた和歌山
県中小企業団体中央会	販路開拓支援センター	セ
ンター長	西村正己氏、写真（右）は藤本喜八郎氏

2	．信金中央金庫	地域・中小企業研究所撮影

図表6	　取材風景

（備考）大阪シティ信用金庫	企業支援部提供

図表7	　「真田丸の情報発信店舗」
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1分コースから20分コースまで細かくセッ

ティングした話題を提供した。この藤本氏の

話りは、アナウンサーとして培った話術によ

り来店者に好評だったという。出店にあたっ

ての「真田丸」のポスター展示などについて

も、藤本氏がNHKに掛け合って交渉の末、

実現している。店舗内のデザインは、「真田

丸」にちなんで“赤”を基調とした。次に、

商店街内のフリースペースである「天
てん

三
さん

おか

げ館」にも出店し、真田丸の情報発信店舗へ

の来店者を藤本氏の語りで誘導しながら、和

歌山県産の特産品（注11）を販売した（図表8）。

	　最終形として、和歌山県中小企業団体中

央会は、大阪シティ信用金庫の支援を得て天

神橋筋商店街のなかの空き店舗を賃借し、

2015年12月から16年4月にかけて、継続的に

和歌山県の歴史文化、特産品の販売を行い

“和歌山の魅力”の発信に努めた。売上は、

「真田丸」効果が加わり、大繁盛とはいかな

いまでも好調であった。

	　現在、和歌山県中小企業団体中央会は、

東京有楽町の交通会館に2004年に開設した

アンテナショップ「わかやま紀州館」での

PR活動を継続するとともに、2014年8月、

関西国際空港内に開設した「わかやま紀州館	

関西空港店」でのPR活動にも力を入れてい

る。このアンテナショップでは、同会のネッ

トワークで掘り起こした約200社、約900ア

イテムの和歌山県特産品を取り扱っている。

併せて、このアンテナショップへの誘客を図

るため、大阪府を中心にキャラバン隊による

特産品のPRならびに移動販売（注12）にも取り

組んでいる。

③今後の展開

	　同会では、大河ドラマ効果は一過性であ

るとの認識の下、NHK大河ドラマ「真田丸」

については、九度山町が舞台になるというこ

とで、和歌山県あるいは特産品をPRする

“きっかけ”あるいは“チャンス”として活

かした。今後も、「真田丸」のように和歌山

県をクローズアップしたコンテンツが登場す

れば、タイミングを見計らいながらチャンス

を活かしたいという。力を入れている「わか

やま紀州館	関西空港店」では、関西国際空

港が立地する泉州地域の特産品も紹介して泉

州市と連携するなど、可能な範囲で外部連携

も進めていきたいとしている。（備考）大阪シティ信用金庫	企業支援部提供

図表8	　商店街内空き店舗を活用した「わかや
ま紀州館」

（注）11	．さんまの開き、イカの一夜干し、弁慶の梅干、柿カレー、みかんゼリー等
12	．1回の移動販売に、同会職員2、3名が関わっている。
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	　また、和歌山県は「フルーツ王国」であ

る。同会では、「いちご（冬から春）→桃

（初夏）→柿（夏から秋）→みかん（秋から

冬）」の繰り返しで、和歌山の特産品などを

販売していきたいと意気込む。

（2	）静岡県浜松市　−NHK大河ドラマ「お

んな城主	直虎」−

①経緯

		　浜松市は、2015年に開催した「徳川家康

公顕彰四百年記念事業（注13）」に併せて、静岡

市、愛知県岡崎市、そして静岡県との間で組

織した「徳川家康公顕彰四百年記念事業推進

委員会（注14）」の取組みの一環として、NHK

に対して徳川家康公を大河ドラマに取り上げ

てほしいと要望を寄せていた。しかし、実現

には至らなかった。

		　こうしたなか、2015年8月に突如、2017年

NHK大河ドラマで浜松市ゆかりの人物・井

伊直虎（注15）を主人公とした「おんな城主	直

虎」の放映が決定した。同市としては、まさ

に“青天の霹靂”の出来事であった。

②取組みの展開

　イ．浜松市役所（図表9）

　	　日本銀行静岡支店が2016年4月に公表し

た試算では、「おんな城主	直虎」による経

済波及効果は179億円と推計されている。

同市が目標とする観光交流人口は、150万

人増（注16）の2,100万人であり、この目標達

成に向けて、官民連携による浜松地域一丸

となった観光客の“おもてなし体制”をつ

くる目的で、2016年12月に、「いい！直虎

プロジェクト」を発足させた。

　	　このプロジェクトでは、官民一体で「「お

んな城主	直虎」推進協議会」（官民87機関

参画）を設立、運営して、全国へのPRや

市民の間での気運の醸成に取り組んでい

る。また、ハード面では、放映に併せて、

誘客の目玉として、北区細江町に開設予定

の大河ドラマ館（注17）、同区井
い

伊
い の や

谷地区に地

（備考）1	．写真（左）は、取材に応じていただいた浜松市	
産業部	観光・シティプロモーション課　課長補佐
　加藤智春氏、写真（右）は直虎統括グループ　
明神健太郎氏

2	．信金中央金庫	地域・中小企業研究所撮影

図表9	　取材風景

（注）13		．2015年は、徳川家康公薨去400年という記念の年であり、家康公が礎を築いた「世界史上例をみない平和国家」で「究極の
循環型社会」、また「文化の成熟期」でもあった徳川時代を再考し、その知恵を未来の日本、そして未来の世界へ発信する事業

（http://www.ieyasu400.com/参照）
14	．推進委員会（事務局：静岡商工会議所）、企画委員会（事務局：静岡商工会議所）の下に、静岡県部会（静岡県、静岡県商工会

議所連合会）、静岡部会（静岡市、静岡商工会議所、久能山東照宮）、浜松部会（浜松市、浜松商工会議所）、岡崎部会（岡崎市、岡
崎商工会議所）、広報部会（メディア各社）で構成される。

15	．戦国時代から安土桃山時代にかけての遠江井伊谷（静岡県浜松市北区）の女領主。徳川家康を支えた「徳川四天王」の一人、
井伊直政（1561〜1602年）の養母とされている。

16	．大河ドラマ館入場者数は50万人を目標にしている。
17	．2016年7月1日から前売入場券の発売を開始している。設置期間は、2017年1月15日から18年1月14日である。
（http://hamamatsu-daisuki.net/naotora/ticket/）
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域遺産センター、中心市街地（中区旭町）に

は浜松出世の館（注18）を整備している（注19）。

ソフト面では、井伊直虎ゆかりの地・浜松

をPRする統一のロゴマーク（図表10）の

活用（注20）や、全国から公募して2016年8月

に決定したマスコットキャラクター「出世

法師直虎ちゃん」の活用を積極的に進めて

いる。さらに、市内の“ゆかりの地”をわ

かりやすく示した「井伊直虎ガイドブック」

も作成した。このガイドブックには、井伊

直虎に関する簡単なストーリーや“ゆかり

の地”の観光情報などが盛り込まれてお

り、市内の各所で配布している。

　		　そのほか、井伊直虎は、今までのNHK

大河ドラマで取り上げられた歴史上の人物

のなかでは知名度が決して高いとはいえな

いことから、市民であっても「直虎」を知

らないケースがある。そこで、同市として

は、まずは市民への啓発活動が不可欠であ

ると考えている。例えば、市内の全小・中

学生約7万人に対して直虎の人物像を紹介

するパンフレットを配布したり、市民講演

会を開催したりするなどPR活動に努めて

いる。加えて市外向けには、“ゆかりの地”

を巡る観光客の多くが50代、60代で歴史

に関心の高い層が中心であることを踏まえ

たプロモーション活動を展開していきたい

としている。また、若年層をターゲットに

戦国バサラと連携して、スマホのアプリを

活用したスタンプラリーを企画する取組み

も行っている。

　	　「井伊直虎」をきっかけに、浜松地域全

体としての魅力を高めるため、サイクリン

グや舟運など、これまでの観光地域づくり

の取組みをさらに磨き上げるほか、静岡県

とともに、JR東海、NEXCO中日本とも協

力しながら、新幹線や高速道路を活用した

観光周遊ルートの整備にも取り組んでいる

ところである。

　ロ．浜松商工会議所（図表11）

　	　同会議所では、急転直下の大河ドラマの

決定に併せて、「徳川家康公顕彰四百年記

念事業」の一環で取り組んでいた新商品開

発プロジェクトを、急遽、「家康、直虎新

商品開発プロジェクト（注21）」（お土産品造

成事業）として再スタートした。井伊家ゆ（備考）浜松市産業部	観光・シティプロモーション課提供

図表10	　「井伊直虎ゆかりの地浜松」PRロゴ
マーク

（注）18	．浜松市ホームページ参照（https://www.city.hamamatsu.shizuoka.jp/shise/koho/koho/hodohappyo/h28/10/2706.html）
19		．補正予算を組み、ハード面の整備（建物、道路）ならびにソフト面の整備を進めている。
20		．ロゴマークの使用は使用承認を受けることで無償使用することができる。
21．入会金5,000円である。
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かりの商品はもともと存在していたもの

の、直虎ゆかりの商品はなかったため、ほ

ぼゼロからのスタートとなった。新商品の

企画においては、歴史家などの協力を得な

がら「歴史的な裏づけのある商品」をコン

セプトに取り組んでいる。

　	　本プロジェクトでは、同会議所は、会員

企業から新商品の開発の相談があれば専門

家を派遣したり（注22）、複数の相談員からア

ドバイスを受けることのできる個別相談会

を開催している。また、井伊家家紋データ

やオリジナルロゴマークなど各種開発にと

もなうデータを提供するほか、新商品を記

者クラブにプレスリリースしたり、ホーム

ページやSNS（フェイスブックやツイッ

ターなど）を活用してPRに取り組んでい

る。さらに、会員向けに、各種イベント、

セミナー、展示会、商談会を案内したり、

新商品ガイド（注23）（「家康公ゆかりの商品案

内帖」、「井伊家ゆかりの商品案内帖」）へ

の無料掲載、直虎のぼり旗の無料配布など

で支援をしている。

　	　そのほか、同商工会議所は、毎月、広報

誌「直虎ゆかりの地」を発行して、市民へ

PR活動も行っている。また、観光客が周

遊できるよう、「浜松市全域モデル5コー

ス」、江戸時代の浜松市の地図を現代に重

ねた「まちなかまち歩き5コース」を発行

して、観光客が江戸時代にタイムスリップ

したつもりで市内観光を体験できるような

企画も検討している。

③今後の展開

	　過去の経験を踏まえると、大河ドラマの

効果は一過性で終わることが多い。そのた

め、地元の商工会議所、観光協会など観光関

係機関や観光事業者、市民と一体となって、

浜松市の魅力を伝えていくことが重要である

と考えている。

	　例えば、市内の各種団体では任意で観光

事業者、従業員向けの講演会を開催してい

る。人材面では、観光客に浜松市の良さを伝

える観光ガイドを育成するため、市民から観

光ガイドを募集し、研修会を実施しているほ

か、大河ドラマ館などで市民ボランティアに

よるおもてなしを計画するなど、市民参画の

（注）22	．1社あたり3回程度、2時間まで無料での相談を受け付けている。
23	．同会議所では、大河ドラマ放映を機会に、浜松地域の特産物や様々な地域資源（素材、歴史、文化）を活用した商品のうち”や

らまいか精神”で成長の期待できる新商品を地域一丸となって推進するため、「やらまいかブランド」53品目を立ち上げてい
る。新商品ガイドでは、「やらまいかブランド」とは別に、現在、83品目をラインアップしている。この中には、同商工会議所だ
けでなく奥浜名湖商工会の会員が取扱う商品も含まれている。

（備考）1	．写真は、取材に応じていただいた浜松商工会議
所	中小企業相談所	経営支援員　産業振興部	商業
観光課	課長	伊藤規晃氏

2	．信金中央金庫	地域・中小企業研究所撮影

図表11	　取材風景
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雰囲気の醸成を図るとともに、“地域愛”にも

つながることを期待している。ハード面では、

増える観光客に不愉快な思いをさせないよう、

井伊家の菩提寺である 龍
りょう

潭
たん

寺
じ

（図表12）の

ある井伊谷地区を中心に、臨時駐車場の整

備、井伊谷城跡への歩道整備工事を行うな

ど、受入環境整備が整いつつある。

（3	）茨城県大洗町　−アニメ「ガールズ＆

パンツァー」−

①経緯

	　アニメ「ガールズ&パンツァー（注24）（以下、

「ガルパン」という。）」を大洗町に認知させ

たキーパーソンは、（株）Oaraiクリエイティ

ブマネジメント（大洗町）の代表取締役で、

とんかつレストラン「クックファン」と「大

洗まいわい市場」を経営する常盤良彦氏、な

らびに割烹旅館「肴屋本店」（同）を経営する

大里明氏であり、彼らの心を動かしたバンダ

イビジュアル（株）（東京都渋谷区）のプロ

デューサー杉山潔氏（現在、「大洗大使（注25）」

の一人）である。さらに、彼らの活動を主体

的に支えたのは、茨城県議会議員でもある田

山東湖氏が会長を務める大洗町商工会であっ

た（図表13、14）。

	　常盤代表は、茨城空港の滑走路が完成した

（備考）信金中央金庫	地域・中小企業研究所撮影

図表13　大洗町商工会

（備考）1	．写真左から順に、取材に応じていただいた大洗
町商工会	事務局長	坂本博氏、（株）Oaraiクリエイ
ティブマネジメント／とんかつ　レストラン	クッ
クファン／大洗まいわい市場代表取締役	常盤良彦
氏、割烹旅館肴屋本店	代表	大里明氏

2	．信金中央金庫	地域・中小企業研究所撮影

図表14	　取材風景

（備考）信金中央金庫	地域・中小企業研究所撮影

図表12　龍潭寺（静岡県浜松市北区）

（注）24		．2012年10〜12月と2013年3月にテレビ放送されたアニメ作品。茨城県大洗町の女子校生が戦車に乗って「戦車道」とよばれ
る武道に励み、全国大会に挑むというストーリー。2015年11月には劇場版も公開された。

25		．大洗町ホームページ（http://www.town.oarai.lg.jp/~koushitsu/machi/info-1810-561_3.html）参照
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2008年ごろから、地元有志とともに“茨城を

PRしたい”という熱い想いを語り合うなか、

大洗リゾートアウトレットの増床計画のタイ

ミングに合わせて、09年、“地域参加型”を

コンセプトとした「大洗まいわい市場」を立

ち上げた。しかし、事業が軌道に乗り始めた

矢先、2011年3月の東日本大震災で被災し、

4か月ほどの休業を余儀なくされた。

	　この当時、杉山プロデューサーは、東日

本大震災後、「自分たちは仕事を通じて被災

地のために何ができるだろう」と考えてい

た。当時、企画中のオリジナルアニメ「ガル

パン」の舞台としてふさわしい地方都市を探

していた杉山プロデューサーは、2011年10

月、大きな港とさまざまなランドマークと

いった多くの条件を兼ね備えていた大洗町を

「ガルパン」の舞台として登場させられない

かと考え、そのために町の協力を得るための

窓口の役割を常盤代表らに依頼した。杉山プ

ロデューサーは、常盤代表らに対して、「ガ

ルパンのなかで大洗町の風景が何か所か出て

くるので、大洗町の許可をとりながら取り組

んでいきたい」と希望した。しかし、当時の

「ガルパン」は、放映前であるうえ原作のな

いオリジナルアニメであったため、人気が出

るのかどうかもわからないなかで、当然、行

政や地元公共機関等に話を持ちかけても理解

を得られるまでに相当の時間がかかるであろ

うと予想された。さらに、常盤代表自身、事

業の立て直しに手一杯で、「ガルパンを手

伝ってほしい」との依頼には快諾したが、そ

れで地域おこしなど考えることはなかった。

	　しかし、常盤代表は、杉山プロデュー

サーが語り草にしている「アニメで地域は興

きないけれど、ヒトを元気にすることはでき

るかもしれない」という熱い想いに同調し、

さらに二人の信頼関係が構築されたことか

ら、出会って半年以上後「ガルパンと地域の

結び付け」のために、気ごころしれる極少人

数のメンバーで動き出した。さらに、大洗町

で信頼力のある田山会長には、地元での“パ

イプ役”を担ってもらうことで、「ガルパ

ン」の取組みは加速することになった。

②取組みの展開

　イ．大洗町商工会

　	　「ガルパン」の取組みは、「大洗あんこう

祭（毎年11月開催）」、「海
かい

楽
らく

フェスタ（毎

年3月開催）」などの大きなイベントの一

つとしての位置づけでスタートした。当

初、「ガルパン」に限らず新規イベント事

業自体に商店街をすぐに巻き込むことは時

間がかかると思っていたこととイベント開

催までにあまりにも時間がなかった理由で

少人数体制での取組みとなった。

　	　まず、2012年11月の大洗あんこう祭を

前に、「ガルパンの素材をラッピングした

列車やバスを走らせたら、来場者により

楽しんでもらえるのではないか」との想

いで、地元の鹿島臨海鉄道（株）ならびに

茨城交通（株）との交渉を重ねた結果、そ

れぞれからの好意により1車輌ずつを無料

でラッピングさせてもらうことができた。

　	　ラッピング1号列車は、多くのボラン
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ティアに支えられてラッピングが施され、

“手作り”感が溢れていた。「ガルパンと

あんこう祭がコラボするイベントの告

知」は直前になってしまったにも関わら

ず、2012年11月の大洗あんこう祭には、

例年の3〜4万人を大幅に超える6万人も

の来場者が訪れ大盛況となった。

　	　次に、常盤代表、大里代表は、（一社）

大洗観光協会担当者、宿泊業者を含む5名

のメンバーで、「大洗コソコソ作戦本部」

を任意団体で立ち上げてイベント企画に取

り組み始めた。初めて取り組んだイベント

は、翌2013年1月の「ガルパンスタンプラ

リー」であった。しかし、このスタンプラ

リーは、スポンサーを集めながらの自費制

作だったため、次の原資づくりの仕組みを

作り出した。それが、がんばっぺ大洗プロ

ジェクトのなかで自前制作していた缶バッ

チをガルパンバージョンに変更して販売す

ることであった（図表15）。とりわけ、ガ

ルパン劇場版（2015年11月〜）が放映さ

れた直後のタイミングでは、ガルパン缶

バッチ（注26）は制作記録を更新し続けた。さ

らに、地元商店街の各商店の前に配置して

もらうため、ガルパンに登場するキャラク

ターの等身大パネル54体も制作した。常

盤代表の後日談では、この等身大パネルの

制作、配置は、地元の商店街を巻き込む

ターニングポイントとなったという。当

時、「ガルパン」は、関東圏視聴は東京メ

トロポリタンテレビジョン（株）（TOKYO			

MX）とBS11の放映であったため、地元

ではほぼ視聴されておらず、「ガルパン」

の周知はあまり進んでいなかった。そこ

で、大里代表が、等身大パネルの裏面にそ

れぞれのキャラクターの説明書きを貼付し

た結果、パネルの配置に協力した店主の理

解が高まり、等身大パネルを目的に訪れる

ガルパンファンと店主とのコミュニケー

ションが深まることにつながった。まさ

に、大里代表の工夫がきっかけとなって、

地元住民とファンとの間に「共通言語」が

生まれた瞬間であった。さらに、茨城県

(広報広聴課)が立ち上げた県域インター

ネット動画サイト「いばキラTV」におい

て、2012年12月から、2週間遅れではある

ものの「ガルパン」の放映が決定したこと

も、地元住民の理解を深める一翼を担った

と推測される。

　	　等身大パネル巡りなどを目的に大洗町を

観光するファンのため、レンタサイクルも（備考）信金中央金庫	地域・中小企業研究所撮影

図表15　缶バッチ制作現場（大洗町商工会内）

（注）26		．現在、ガルパンに登場するキャラクターの誕生日に合わせて、オリジナル缶バッチの制作も行っている。
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開始した。貸し出す自転車は黄色で、この

計画はもともと大洗町商工会青年部の当時

の田山部長が発案したもので、「この黄色い

自転車で周回する観光客を見かけたら、地

元住民は“おもてなしの心”で接するよう

心がけよう」というアイデアのもと企画さ

れたものを、ガルパンバージョンに変更し

たものである。大洗町を訪れるガルパン

ファンのマナーの良さも評判として加わ

り、地元住民の間でのアニメファンに対す

る理解が深まるとともに、地元の商店街と

ガルパンファンとの一体感も醸成されてい

る（注27）。例えば、2015年9月、“大洗町商工

会青年部vsガルパンファン連合チーム”の

フットサル交流試合は盛り上がりをみせ、

常盤代表、大里代表をはじめ地元住民に

とっても印象深いイベントとなった。こ

の盛り上がりを受けて、今後、ゴルフコ

ンペなども企画したいとしている。

　	　現在、同商工会では、毎月2回程度の頻

度で、常盤代表、大里代表ならびに常盤

代表の経営する（株）Oaraiクリエイティブ

マネジメントの社員らが相談員となり、

「ガルパン相談会」を実施している。地元

住民などから寄せられるイベントや商品

の企画案に対してアドバイス等を行うこ

とで、今後もさらに「ガルパン」イベン

トを盛り上げていきたいと意気込む。

　ロ．鹿島臨海鉄道株式会社

　	　同社は、1969年4月、鹿島臨海工業地帯

の生産品および原料の輸送を主目的とし

て、当時の日本国有鉄道（国鉄）、茨城県、

進出企業の共同出資により設立された。

1984年9月には、地方鉄道事業免許を取得

し、翌85年3月から旅客営業（注28）を開始し

た（図表16）。

　	　同社が「ガルパン」と出会ったきっかけ

は、2012年11月、大洗商工会の田山会長、

常盤代表、杉山プロデューサーから、車輌

に「ガルパン」をラッピングさせてもらえ

ないかと協力要請を受けたことである。同

社は、地元からの要請であることから快く

要請を受け入れ、当時19輌保有していた1

輌に無料でラッピングを施した（注29）。また

同時に、イベントを盛り上げるため、「ガー

（備考）1	．写真は、取材に応じていただいた鹿島臨海鉄道
（株）旅客事業部企画課	課長	小松崎明氏
2	．信金中央金庫	地域・中小企業研究所撮影

図表16	　取材風景

（注）27		．店主のなかには、ガルパンファンとの交流が深まりすぎて、ファンと一緒に映画を観覧したり聖地巡りをするなどの例も出
始めている。

28		．JR東日本水戸駅から鹿島サッカースタジアム駅までの路線53.0kmで営業
29．ただし、同社として制作費は負担していない。
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ルズ＆パンツァー記念乗車券」を企画、発

売した。当時、「ガルパン」の前評判は必ず

しも高くなかったことから、同社としては

失敗も覚悟したうえでの“英断”であった。

　	　ラッピング1号車は2012年11月に運行を

開始した。1号車のラッピングは、常盤代

表を中心とする有志で制作したものの、そ

の後の人気の高まりを受けて、2013年11

月から運行開始したラッピング2号車はバ

ンダイビジュアル（株）と同社で、2015年

11月から運行開始した3号車（図表17）

は、水戸信用金庫大洗支店を含む地元商店

等46件から協賛を募って制作することが

できた。2016年8月、車輌の老朽化にとも

なう1号車引退に併せて1〜3号車を連結し

た特別運行では、募集120名に対して全国

各地から700名以上の応募があり、当日は

1,000人以上が来客する大盛況のイベント

となった。また、随時企画している「ガー

ルズ&パンツァー記念乗車券」は、2012年

10月の第一弾から始まって第七弾まで続

けてきた。2016年11月の大洗あんこう祭

では、20回目の開催記念のタイミングに

合わせて、「ガールズ&パンツァー記念乗

車券」第一弾の復刻版を1,000部発行し、

たった2日間で完売するほどの人気であっ

た。この記念乗車券の発行のほか、大洗

駅入場券へのガルパンキャラクタースタ

ンプ押印サービス（注30）を開始し、ガルパ

ンファンの間では入場券ではなく“記念

品”として人気を集めている。

　	　同社では、沿線人口の減少で定期旅客が

減少するなか、こうしたイベントを通じた

乗客が増加するとともに、「ガールズ&パ

ンツァー記念乗車券」などのグッズ販売収

入が好調となっており、鈴木哲也代表取締

役副社長の「ガルパンファンには大変に感

謝している」というコメントは印象的で

あった。

　	　「ガルパン」への取組みは、バンダイビ

ジュアル（株）、大洗町商工会などが前面に

出て中心的役割を果たしていることから、

同社としては、今後とも、これらの取組み

を積極的に後方支援していきたい方針との

ことである。

図表17	　鹿島臨海鉄道株式会社ラッピング電
車（3号車）

（備考）水戸信用金庫	地域活性支援部提供

（注）30．メインキャラクター5人の誕生日には別途オリジナルのスタンプを押印。なお、入場券は170円
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③今後の展開

	　「ガルパン」の取組みをきっかけに、大洗

町への移住者は、ガルパンファンを含めて

30人以上に上っている（注31）。また、2015年11

月にガルパン劇場版が公開されて以降、ガル

パン人気が再燃し、大洗町への観光客の客層

は、今までの40歳代中心であったファン層

が20代へも拡大している。

	　一般にシンクタンクなどではアニメによ

る経済波及効果などを公表していることも多

いが、大洗町の関係者の間では、なによりも

「ガルパンで楽しませてもらっている」とい

う感覚が強い。取材させていただいた常盤代

表が、「「ガルパン」は大洗町の中に“小さい

文化”を形成したと思っていて、このことを

大変嬉しく思っている。」とコメントしてい

たのは印象深かった。また、「「ガルパン」自

体が流行ったのではなく、ガルパンファンと

地元住民との間のコミュニケーションが密に

なることで、地元での「ガルパン」への理解が

深まり、地元住民とファンとの交流が生まれ

る好循環のなかで「ガルパン」が流行ったの

ではないか。」とのコメントは、この取組み

全体の“本質”を表しているものと思われる。

	　一方で、常盤代表は、「ガルパン」は“コ

ンテンツもの”であるが故に必ず終焉は訪れ

るとの認識の下、取組み当初から、「ガルパ

ン」を“町おこし”あるいは“地域活性化”

といった経済波及効果のために活用する姿勢

ではなく、そもそも“楽しいからとことん楽

しもう”、“「ガルパン」に関わった人すべて

に楽しんでもらいたい”という発想で取り組

んでいる。「ガルパン」放映期間は、これか

ら放映の最終章を含めると10年近くにわた

るが、この放映期間中の取組みを今後につな

げていけるよう、関係者一同、日々“仕掛け

づくり”に努めている。

（4	）栃木県・栃木県鹿沼市　−各種コンテ

ンツのロケ誘致−

①背景

	　栃木県は、東京都を中心とする首都圏か

ら、新幹線、高速道路ともにアクセスが良

く、自然に恵まれているうえに宇都宮市など

の中核都市の風景は大都市の街並みを併せ持

つため（注32）、コンテンツ制作会社からの撮影

相談が多い（図表18）。

（備考）信金中央金庫	地域・中小企業研究所作成
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図表18	　栃木県の位置

（注）31	．アニメに登場する曲り松商店街で結成している曲り松応援団のなかにも、移住者のガルパンファンが複数参加している。
32		．さらに、栃木県内には、廃校となった学校が当時のまま保存されていることから、学園を題材にした映画やドラマ等のロケ

地としても人気が高い。
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	　こうした地理的な優位性を活かして、

2006年に栃木県庁内に設置された栃木県

フィルムコミッション（以下、「栃木県FC」

という。）は、県内各地のロケ受入総合窓口

としての役割を担っており、各市町との“パ

イプ役”を果たしている。栃木県FCでは、

映画、テレビドラマ、CMなどのあらゆる

ジャンルのロケーション撮影の誘致に対応で

きるよう、県内約700か所のロケ地情報を栃

木県FCのホームページで公表している。

	　これら撮影に利用されている場所の一つ

として、かねいり有限会社大谷資料館（栃木

県宇都宮市）（図表19、20）を紹介したい。

栃木県宇都宮市大谷地区には、かつて250か

所以上の大
おお

谷
や

石
いし（注33）の採掘場が点在していた

が、今日に至るまでに閉鎖される採掘場が相

次ぎ、2016年末現在では8か所が存在するの

みとなっている。同館は、閉鎖した採掘場の

一つを活かした観光施設である。取材に応じ

ていただいた鈴木洋夫館長は、宇都宮観光コ

ンベンション協会でFC事業にかかわり、定

年退職のタイミングで、同館館長となった。

鈴木館長は、前職でのコンテンツ制作担当

者（注34）との人脈を活かし、“同館でしか撮影で

きない特殊な映像空間”を、原則、撮影上の

制限を抑えながら、コンテンツ制作事業者に

提供している。コンテンツ制作事業者にとっ

ては、撮影での自由度が高いうえ、特殊な

映像が撮影できることなどが評判を呼び、

最近では、例えば3代目J	Soul	Brothers（注35）

「S.A.K.U.R.A.」のプロモーションビデオの

撮影に使われている。このときには、SNS

などを通じた口コミで、女性ファンを中心に

“ロケ地巡り”による来場者が急増した。こ

うした口コミなどを通じた同館の人気の高ま

りにより、同館への来場者数は、2011年再

オープン時の年間8万人から直近（2016年）

では年間33万人と急速に増加している。中

（備考）1	．写真は取材に応じていただいた鈴木洋夫館長
2	．信金中央金庫	地域・中小企業研究所撮影

図表19　取材風景

（備考）信金中央金庫	地域・中小企業研究所撮影

図表20	　大谷資料館内の風景

（注）33	．柔らかく加工がしやすいことから、古くから外壁や土蔵などの建材として使用されている。
34	．大半は東京を拠点に置くコンテンツ制作担当者（番組制作プロデューサー等）である。
35	．わが国を代表するダンスボーカルユニットで、EXILEの想い・信念を受け継いで活動している。
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国や韓国をはじめ東南アジアからの観光客も

増えているという。こうした成果の背景に

は、同館のもともとの魅力はもちろんのこ

と、鈴木館長の“どんな取材にも応じる”、

“マスコミに取り上げられることを拒まな

い”といった、たゆまぬ努力が挙げられよ

う。鈴木館長は、仕事の合間に、ブログやツ

イッターなどに投稿されている同館に対する

感想や意見を随時チェックしており、これら

投稿に対して改善できることは極力対応する

ことで、今後とも同館の人気を維持すること

に尽力している。

②取組みの展開

　イ	．栃木県フィルムコミッション（栃木県FC）

　	　栃木県FC（図表21）は、自らの役割を

「観光客を呼び込むきっかけづくり」と捉

えており、映画やドラマなどの撮影後に、

ホームページやSNSなどを通して積極的

に情報発信を行っている。2007年度から

は、栃木県の魅力をPRするため、「とちぎ

県ロケ地マップ」（図表22）を随時更新し

ながら6巻（Vol.6）まで発行し、地元の映

画館、道の駅、レンタルビデオショップ、

栃木県のアンテナショップなどで配架して

いるほか、県内の映画館と連携したロケ風

景写真展を実施している（注36）。こうした

PRなどが奏功して、2015年度のコンテン

ツ制作事業者からの相談は350件弱、撮

影実績は60件以上に上った（注37）。また、

（備考）1	．取材に応じていただいた栃木県FC（栃木県庁）
の柴野洋平氏

2．栃木県FC提供

図表21	　取材風景

（備考）信金中央金庫	地域・中小企業研究所撮影

図表22	　「とちぎ県ロケ地マップ」

（注）36	．版権元（著作権者）の許可を取得しながら慎重な作成に徹している。
37	．ロケによる飲食・宿泊などの直接的な経済効果は1億円を超えると推計されている。
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2016年10月、特定非営利活動法人ジャパ

ン・フィルムコミッション主催の「第2回

JFCアワード」において、栃木県FCは優

秀賞に選定された。受賞作品は、映画『暗

殺教室〜卒業編〜』で、受賞理由は、『観

光地に大がかりなセットを組んで撮影を行

い、公開時期に合わせて映画の世界観を楽

しんでもらえるイベントを開催するなど、

版権元との調整を行い、撮影支援により生

まれたチャンスを様々な活用につなげたこ

と』であったという。最近では、2016年7

月に東宝より公開された映画「シン・ゴジ

ラ」の撮影にあたって、栃木県FCは、地

元行政、警察、消防、インフラ関係事業

者、交通事業者ならびに地元住民への説明

などの調整に4か月ほどかけ、FC設立以来

初となる道路を封鎖して行なう大規模撮影

を成功させるなど、積極的な対応を行って

いる。

　	　今後は、県内にある11の市町単位のFC

との連携を図りながらロケ地の誘致に引き

続き前向きに取り組むとともに、撮影実績

を活用し、映像作品を通した栃木県の魅力

発信や、ロケ地への観光誘客に繋げていき

たいとしている。

　ロ．鹿沼市観光交流課（鹿沼FC）

　	　鹿沼市観光交流課（鹿沼FC）（図表23）

では、栃木県FCの設立時期と同時期から、

ロケ誘致活動を本格化している（注38）。誘致

活動のなかで特にヒットしたものとしては、

2007年公開の映画「恋空」のロケが、観

覧車などのあるノスタルジックな雰囲気の

遊園地・千
せん

手
じゅ

山
さん

公園や磯山神社などで行わ

れたことが挙げられる。休日には県外から

のロケ地への観光客も多くなり“聖地巡礼”

の先駆けといえるような現象が生まれた。

　	　鹿沼FCでは、「ロケを誘致すること（直

接的経済効果）」と「ロケ地に観光客を誘

致すること（間接的経済効果）」の2つを

事業の柱に位置付けている。2012年から、

鹿沼市のPRツールの一つとして、鹿沼市

を題材にした「鹿沼に行きたくなるショー

トフィルム」（20分程度）を公募し、採用

されたショートフィルムを市内で上映して

いる（注39）。市民には、ショートフィルムを

通じて鹿沼市の魅力を再認識してもらいた

いという想いも持っている。2015年には

（備考）1	．取材に応じていただいた鹿沼FC（栃木県鹿沼市	
経済部	観光交流課）	係長の市川	佳代子	氏

2．信金中央金庫	地域・中小企業研究所作成

図表23	　取材風景

（注）38	．鹿沼市で初めてとなる撮影は、1997年に鹿沼市北小学校の木造校舎を背景にしたCM撮影（DDI（現KDDI））とされている。
39	．2016年10月には、鹿沼ケーブルテレビの番組で、ショートフィルムを放映している。
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「かぬシネマ通信」を発行し、受賞した

ショートフィルムや過去のロケ作品の一覧

などに加えて市民の映画に関する思い出話

などを紹介している。

　	　こうしたPR活動が奏功して、現在、コ

ンテンツ制作事業者から寄せられる相談は

月10件以上に上る。2016年末までには、

同市としてFC事業のシンボルとしたい旧

粟野中学校校舎（注40）（図表24）が市内で6番

目となる国の登録有形文化財になり、同市

では、今後もFC事業のランドマークとし

て建築物の維持、活用を図っていく方針で

ある。さらに、栃木県FCとの連携を強化

しながら誘致活動に邁進していきたいとし

ている。

③今後の展開

	　取材に応じていただいた大谷資料館の鈴

木館長は、ロケ誘致活動を進めるうえでのポ

イントとして、①基本的に撮影依頼を拒まな

い、②インターネット、SNSを活用して誘

致活動を実施する、③ロケ地マップ、撮影実

績などパンフレットを活用する、④コンテン

ツ制作事業者やプロデューサーとの人脈づく

りをすること、などを挙げた。また、市民を

巻き込んでいくという観点からは、（一社）う

つのみやシティガイド協会の主催する講習を

修了、登録したシティガイドの活躍の場の提

供も課題となろう（注41）。

	　本取材を通じて感じたこととして、とり

わけ県や市の職員が兼務するFCでは、人事

異動により担当者が変更となった場合でも、

過去に築いてきたコンテンツ制作事業者との

つながりを継続させていくことができるかど

うかが大きな「鍵」を握ることになろう。

3	．おわりに　−事例からみるコンテ
ンツ活用の効果とは−

　前章では、「大河ドラマ」、「アニメ」、「ロ

ケ誘致」で積極的に地元をPRしている事例

を紹介した。

　「大河ドラマ」に絡めた地域づくりでは、

和歌山県中小企業団体中央会ならびに静岡県

浜松市は、今まで取り組んでいた地元のPR

活動に、「大河ドラマ」で注目を浴びるとい

う大きなチャンスを逃さず、ベストなタイミ

ングで地元の特産品等を「大河ドラマ」に関

連させてPRすることで、地元の知名度アッ

プに一定の成果を上げている。

（備考）鹿沼FC提供

図表24	　旧粟野中学校校舎

（注）40	．鹿沼市口粟野1812番地に立地する。ドラマ「南極大陸」、映画「少年H」、「永遠のゼロ」などの撮影現場として使用されている。
41	．大谷資料館では、10名ほどのシティガイドが活躍している。
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　「アニメ」を絡めた地域づくりでは、茨城

県大洗町は、経済波及効果などを狙ったビジ

ネスライクではなく、街ぐるみで楽しんでい

ることが印象的であった。例えば、取材訪問

時に入店したある飲食店では、支払い時に、

年配女性の店主が「1,250万リラになりま

す！（1,250円になります）」と言っていた。

このように、ファンと一緒になって楽しも

うとする住民の前向きな姿勢は印象的で

あった。

　「ロケ誘致」を絡めた地域づくりでは、栃

木県ならびに鹿沼市は、“役所”の立場で組

織内部にFCを設置してロケ班に対応するこ

とで、制作者等から、道路利用の許可申請な

どといった地元の警察、消防などとの調整、

あるいは商店や住民などへの周知を迅速かつ

円滑に進められることについて一定の評価を

得ているようであった。

　本稿の本題である魅力溢れる地域づくりに

向けたコンテンツツーリズムを成功させるう

えで、とりわけ茨城県大洗町の事例に代表さ

れるとおり、「リピーターを増やす」ことは

大きな「鍵」を握るだろう。「ツーリズム

（観光）」にかかわる4つの要素として、一般

的に「観光動機」、「観光客」、「観光資源」、

「観光基盤」が挙げられることが多い（図表

25）。本稿の事例でいえば、観光客が、観光

資源である「大河ドラマ」、「アニメ」、「ロケ

誘致」の現場に“行ってみたい！”と心を動

かし、実際に現地を訪れた観光客が、観光資

源に触れたうえで、観光基盤（観光インフ

ラ）である地元の“おもてなし”の心に触

れ、現地の鉄道やバスなどの交通機関を利用

して旅館などの宿泊施設に赴くことにより

（備考）信金中央金庫	地域・中小企業研究所作成

図表25　コンテンツツーリズムの誘客スキーム
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“楽しい！”あるいは“心地よい！”と実感

する。このことで、その現場は「観光地」と

して強く認識される。こうした体験をした観

光客がリピーターとなり、さらに広がる口コ

ミで、その現場が「観光地」としてますます

脚光を浴びるという好循環が生まれるのでは

ないだろうか。

〈参考文献〉
・岡本健編著（2015年）『コンテンツツーリズム研究　情報社会の観光行動と地域振興』福村出版

・国土交通省総合政策局観光地域振興課『映像等コンテンツの制作・活用による地域振興のあり方に関する調査』
（2005年3月）

・酒井亨著（2016年）『アニメが地方を救う!?「聖地巡礼」の経済効果を考える』（株）ワニ・プラス

・日本政策金融公庫総合研究所（2015年6月11日）『地域観光産業における価値向上の取り組み−持続可能な観光資源の
創出条件とは−』日本公庫総研レポートNo.2015-2

・日本政策投資銀行北陸支店（2000年12月）『大河ドラマを活かした観光活性化策〜持続的な観光需要の創出に向けて〜』



7�	 信金中金月報　2017.2

「信金中金月報掲載論文」募集における査読付論文
信金中央金庫

地域・中小企業研究所

　ここに掲載した査ಡ付文は、信金中央金庫	地域・中小企業研究所が、大学に੶を置く学者・

大学Ӄ生を対象として平成15年11月より募集している「信金中金月報掲載文」に応募のあった

文で、編集委員会が委した৹査員による৹査を経て、編集委員会が一定のレベルに達してい

るものと認め信金中金月報への掲載を決定したものである。

　当文募集の対象分野は、信金中央金庫	地域・中小企業研究所の研究分野でもある「地域」

「中小企業」「協同組織」に関連する金融・経済分野としており、これら分野の研究の励を通じ

て、研究者の育成を図り、もってわが国における当該分野の学術研究振興に寄与することを目的

としている。

　また、当文募集は、①ݒ賞文と異なり、募集期限を設けない随時募集としてଉの長い取組

みを目指していること、②要改善点を指摘し、加ච修正後の再応募を認める場合があること、を

特点としている。

ʲ査ಡ文にるཹҙʳ

・	৹査員による৹査および編集委員会における掲載可൱の決定は、信金中央金庫	地域・中小企

業研究所および応募文の関係者等が関与しない形で、ಠ立性、客観性、公平性を確保しݫ

正に行われている。

・応募のあった時点から当月報掲載までには一定の時間の経過がある。

・掲載した文の文はࣥච者にある。

（参考）「信金中金月報ࡌܝ文」ืूཁ߲（Ұ෦ൈਮ）

テーマ
募集する文の分野は、当研究所の研究分野でもある「地域」、「中小企業」、「協同組織」に関連す
る金融・経済分野とし、具体的には、当該分野における理的、実ূ的、実務的、法制的、歴史的
研究の文とします。

応募資格 原則として、大学に੶を置く学者・大学Ӄ生とします。
なお、応募資格を有する方による共同ࣥචも可とします。

応募文の扱い

編集委員会が委する৹査員の৹査結果に基づき、編集委員会において「信金中金月報」への掲載
可൱を決定します（৹査員の氏名、৹査内容に関するお問い合わせには応じません）。また、掲載
可とされた文（以下「掲載文」という。）は、当研究所ホームページにも掲示します。
なお、掲載文の版権は当研究所にؼ属します。

編集委員会

編集委員会は次の委員で構成します。（ܟ称略、順不同）
委		員		長　小川　英治　一橋大学大学Ӄ	商学研究科教授
副委員長　藤野　次༤　	横浜市立大学名༪教授・国際マネジメント研究科客員教授
委　　員　উ　　ӻ子　明治大学	政治経済学部教授
委　　員　ᜊ藤　一࿕　小୬商科大学大学Ӄ	商学研究科教授
委　　員　家　信善　神戸大学	経済経営研究所教授

募集方法等 締めりを定めない随時募集

・詳しくは、当研究所ホームページ（http://www.scbri.jp/）に掲載されている募集要߲等を参照
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（キーワード）  政府系株主、政府系取締役、株式会社化、銀行パフォーマンス

（要　旨）
本研究は、中国の36銀行の総資産収ӹ率、自己資本収ӹ率と不良࠴権ൺ率を考察することに

より、政府ܥ株主と政府ܥ取締役の存在が銀行の業績に与える影響を明らかにするものであ

る。2006年から2014年の期間において、政府株ࣜ所有ൺ率が上ঢすれば不良࠴権ൺ率は高く

なる。政府ܥ取締役ൺ率が上ঢすれば自己資本収ӹ率が高く、不良࠴権ൺ率が低くなる有意

な結果が見られた。また、上場銀行は、未上場銀行とൺべて政府ܥ取締役ൺ率が上ঢすれば

総資産収ӹ率がさらに高くなる。株ࣜ会社化以降、政府ܥ株主は銀行の健全性を٘ਜ਼にして

いるのに対して、政府ܥ取締役は業績を改善している。

（Keyword）  Government-affiliated Shareholder; Government-affiliated board member;    
　　　　　Corporatization; bank performance

（Abstract）
Using	the	panel	data	of	36	Chinese	banks	over	the	period	from	2006	to	2014,	we	eYamine	the	
e⒎ect	of	government-a⒏liated	shareholders	and	board	members	on	ROA,	ROE	and	NPL	rate	
after	 recent	 financial	 restructuring.	8e	 find	 that	NPL	rate	 is	 higher	when	government	
ownership	 grows	 up,	 and	 that	ROE	 is	 higher	 and	NPL	 rate	 is	 lower	when	 there	 are	
numerically	strong	government-a⒏liated	board	members.	By	comparing	the	listed	banks	with	
the	unlisted	ones	we	also	 find	 that	a	 larger	share	of	government-affiliated	board	members	
makes	a	further	ROA	increase.	It	means	that	after	the	bank	corporatization	the	government-
a⒏liated	shareholders	may	destroy	the	bank`s	soundness	while	the	government-a⒏liated	board	
members	can	improve	the	bank`s	performance.

査ಡ文

政府系株主と政府系取締役が銀行の業績に与える影響
−株式会社化以降の中国銀行業に関する分析−

Ұڮ大学大学Ӄ商学研究Պ研究ิॿ員


㇍ㆄ

　ྶ
㇌ㆂ

The Effect of Government-affiliated Shareholders and Board Members
on Bank Performance after the Bank Corporatization in China
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1．は͡Ίに

　中国における銀行の株ࣜ会社化（corporatization）

は、金融制度改 （ֵbank	restructuring）の重要

な要素である。株ࣜ会社化とは、共産ౘ委員

会、࿑ಇ組合および職員代表大会が果たして

いた銀行の経営理権限を株主総会、取締役

会及び査役会に移ৡして、株ࣜ会社の経営

形ଶに移行することである。金融制度改ֵ

は、商業銀行の設立、商業銀行の株ࣜ会社化

および株ࣜ会社制銀行の株ࣜ上場など三ஈ֊

に分けられる。金融制度改ֵの三ஈ֊につい

て説明すれば以下の通りである。

　1979年に、業銀行、中国銀行、建設銀

行は、いずれも中国人民銀行から分され

て、それぞれ業への資金供څ業務、外国ҝ

ସ業務、インフラ建設への資金供څ業務を中

心として、さらに༬金と貸出業務を加えて商

業銀行として発足した。1984年、中国人民

銀行のりの商業銀行部門を分して工商銀

行が設立された。1949年に中国人民銀行の

下に入れられた交通銀行は、1987年に分ࡿ

されてಠ立の株ࣜ会社形ଶの国有銀行とし

て発足した（注1）。その後、株ࣜ会社制銀行、

都市商業銀行と村商業銀行がそれぞれ設立

された（注2）。

　1993年に行われた中国共産ౘ第े四回全

国代表大会で、株ࣜ会社の法律上の正当性が

承認された。そして、ʬ会社法ʭが1994年

に、ʬ商業銀行法ʭが1995年に施行され、株

ࣜ会社制銀行の設立に対し法的根拠が与えら

れた。中信銀行など5行の株ࣜ会社化は、そ

の前の1987年から1988年の期間において完

了した。ほかの株ࣜ会社制銀行は1992年か

ら2004年の期間においてそれぞれ株ࣜ会社

化された。都市商業銀行は1995年以降、

村商業銀行は2005年以降にそれぞれ株ࣜ会

社化された（注3）。4大商業銀行については、

中国銀行が1994年、建設銀行が1996年、工

商銀行が2005年、業銀行は2009年にそれ

ぞれ株ࣜ会社化された（図表1）。

　2003年に、金融機構の国有株の保有を主

たる目的とする中央ა金投資有限任公࢘

（以下「ა金公࢘」と呼ぶ）が中国人民銀行

により設立された（注4）。現在、ა金公࢘は、

銀行、ূ券会社、保ݥ会社計14大手金融会

社へ出資し、これらの会社の国有株を保有し

ている。同年、（金融業をআく）国有企業を

理・ಜする組織である国有資産理委員

会（以下国資委員会と呼ぶ）が設立され、

（注）1	．上記した建設、工商、交通、中国および業5行は、国家所有商業銀行であり、略称として大型商業銀行、あるいはޒ大銀
行と呼ばれる。交通銀行の規模は、ほかの4行より小さく、株ࣜ会社化が1987年に完了した。そのため、交通銀行は株ࣜ会
社制銀行として取り扱われる場合もある。そのとき、大型商業銀行は交通銀行をআいて四大銀行と呼ばれる。

2	．株ࣜ会社制銀行とは最低登録資本が10億元以上の商業銀行であり、該当銀行は中信、興業、広東発展、ট商、深セン発展
（現平安銀行）、՚夏、光大、民生、Ӝ東発展、ᔳ商、߃豊とᕜ海など12銀行（交通銀行を含めば13行）である。大型商業銀
行、都市商業銀行と村商業銀行の株ࣜ会社化が完了してからは、文字通りの意味ではなく、業ଶ名として株ࣜ会社制銀行
が中国銀行業ಜ理委員会（CBRC）などで使われている。

3	．1997年、村地域における業銀行が所有する大な村信用合作社システムは、業銀行のࡿ下からಠ立して村信用
合作社となった。2005年以降、同地域の村信用合作社は、合併を通じて株ࣜ会社形ଶの村商業銀行となり発足した。
村信用合作社の数が2006年の19348社から2014年の1596社に減ったのに対して、村商業銀行の数が2006年の13行から2014
年の665行に増やした。

4	．2007年9月、財政部は特別国࠴を用いて中国人民銀行からა金公࢘の全ての株ࣜ約3000億株を購入し、ა金公࢘の株主と
なっている。
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図表1　各ۜߦのઃཱ、株式会社Խ及ͼ株式上場のظ࣌
銀行 設立 株ࣜ会社化 上海株ࣜ市場で上場 香港株ࣜ市場で上場

（1） 中国建設銀行 1979.8 1996 2007.9.25 2005.10.27

（2） 中国工商銀行 1984.1.1 2005 2006.10.27 2006.10.27

（3） 中国銀行 1979.3 1994 2006.7.5 2006.6.1

（4） 中国業銀行 1979.3 2009.1.16 2010.7.15 2010.7.16

（5） 交通銀行 1987.4.1 同左 2007.5.15 2005.6.23

（6） ՚夏銀行 1992.10.14 1995 2003.9.12 No

（7） 中信銀行 1987.4 同左 2007.4.27 2007.4.27

（8） 光大銀行 1992.8 1997.1 2010.8.18 No

（9） 民生銀行 1996.1.12 同左 2000.12.19 2009.11.26

（10）Ӝ東発展銀行 1992.8.28 同左 1999.11.10 No

（11）ᔳ商銀行 1993 2004.6.30 No No

（12）興業銀行 1988.8 2003.3 2007.2.5 No

（13）広東発展銀行 1988.9 同左 No No

（14）ট商銀行 1987.4.8 同左 2002.4.9 2006.9.22

（15）平安銀行 1987.12.28 同左 1988.4.7	（備考） No

（16）北京銀行 1996.1.29 同左 2007.9.19 No

（17）天銀行 1996.11 同左 No No

（18）河北銀行 1996.5.28 同左 No No

州銀行ۋ（19） 1992.8.19 同左 No No

（20）大連銀行 1998.3.28 同左 No No

（21）上海銀行 1995.12.29 同左 No No

（22）江ો銀行 2007.1.24 同左 No No

（23）南京銀行 1996.2.8 同左 2007.7.19 No

（24）Թ州銀行 1998.12.17 同左 No No

（25）Յ興銀行 1997.12 同左 No No

州銀行ߌ（26） 1996.9.26 同左 No No

（27）ೡ波銀行 1997.4.10 1998.6.2 2007.7.19	（備考） No

商銀行م（28） 1997.4.4 2005.12.28 No 2013.11.12

（29）重慶銀行 1996.9.18 同左 No 2013.11.6

（30）成都銀行 1996.12.30 1997 No No

（31）北京商銀行 2005.10.9 同左 No No

（32）天商銀行 2010.6.30 同左 No No

（33）上海商銀行 2005.8.25 同左 No No

（34）広州商銀行 2009.12.11 同左 No No

（35）順徳商銀行 2009.12.13 同左 No No

（36）重慶商銀行 2008.6 同左 No 2010.12.16

（備考）平安銀行とೡ波銀行はシンセン株ࣜ市場で上場している。
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2015年現在、国資委員会のࡿ下にある30の

国有企業は、銀行の株ࣜを保有し銀行の上位

े大株主となっている。

　株ࣜ会社化とほぼ同時に、銀行の株ࣜ上場

が始まった。2000年前に上場した銀行は平

安銀行（1988年）と上海Ӝ東発展銀行（1999

年）の2行だけであったが、2000年以降上場

銀行数は増え、現在20行となった。

　以上のような金融制度改ֵの結果、2006

年から2014年の期間において、ほとんどの

銀行が株ࣜ会社の形ଶで経営を行うに至っ

た。しかしながら、株ࣜ会社化以降における

金融制度改ֵに関する実ূ研究はච者の知る

限り数が少なく、金融制度改ֵの効果はまだ

明らかになっていないと言える。

　本研究は、新たな株主構成と取締役会構成

が銀行の業績に及ぼす影響を実ূ的に分ੳす

ることにより、金融制度改ֵの効果を明らか

にすることを目的とする。また、政府ܥ株主

と取締役の存在は、中国の銀行業における重

要な特である。図表3と4で示されたよう

に、政府および国有企業による株ࣜ所有ൺ率

は平均的に40�、政府および国有企業出身の

取締役ൺ率は平均で50〜60�となっている。

本研究は、政府ܥ株主と取締役が銀行の収ӹ

性と健全性に与える影響に着目し検ূするも

のである。

　先行研究は、政府の関与が業績にѱい影響

を与えることを提示している。本研究は、

2006年から2014年の期間における36銀行を

対象に、政府ܥ株主と政府ܥ取締役が収ӹ性

と健全性に与える影響を検ূした。検ূの結

図表2　มఆٛ表
変数名 名称	 定義

ROA 総資産収ӹ率 税引前収ӹ/総資産
ROE 自己資本収ӹ率 税引後収ӹ/株主資本
NPL 不良࠴権ൺ率 不良࠴権額/総貸出額
LEV 財務レバレッジൺ率 総負࠴/自己資本
LOAN 貸出総資産ൺ率 総貸出額/総資産
INTEREST 利ଉ収ӹൺ率 受取利ଉ/手数料収ӹ
(DP 経済成長率 実質国内総生産成長率
LIST 上場ダミー変数 株ࣜ上場をしている場合に1、未上場の場合に0
CONCENTRATION 株ࣜ保有集中度 上位े大株主の持株ൺ率
(OV 政府株ࣜ所有ൺ率 政府による株ࣜ所有ൺ率
(OV2 政府株ࣜ所有ൺ率2 政府と国有企業による株ࣜ所有ൺ率
PRIVATE 民間株ࣜ所有ൺ率 民間株主による株ࣜ所有ൺ率
FOREI(N 外国人株ࣜ所有ൺ率 外国人株主による株ࣜ所有ൺ率
DIR_NUM 取締役会規模 取締役の総人数
EXECUTIVE ࣥ行取締役ൺ率 ࣥ行取締役の総人数/取締役の総人数
(OV_DIR 政府ܥ取締役ൺ率 政府出身の取締役の人数/取締役の総人数
(OV_DIR2 政府ܥ取締役ൺ率2 政府と国有企業出身の取締役の人数/取締役の総人数
PRIVATE_DIR 民間取締役ൺ率 民間企業出身者の人数/取締役の総人数
FOREI(N_DIR 外国人取締役ൺ率 外国企業在੶経験者の人数/取締役の総人数
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果、政府株ࣜ所有ൺ率が上ঢすれば不良࠴権

ൺ率（NPL）は高くなる。また政府ܥ取締役

ൺ率が上ঢすれば自己資本収ӹ率（ROE）

は高く、不良࠴権ൺ率は低くなる。第一の結

果は先行研究と一致しているが、第二の結果

は先行研究と異なっている。一見ໃ६してい

るこれらの結果は、政府ܥ株主と政府ܥ取締

役に対するインセンティブがҧうことを示ࠦ

している。

　要するに、政府所有の銀行が公的資金を受

ける可能性があるため、政府ܥ株主には銀

行の健全性を٘ਜ਼にする向がある。それ

に対して、業績ѱ化の任が政府ܥ取締役

に及される可能性があり、かつ業績を改

善すれば政府ܥ取締役が出世する可能性が高

くなるため、政府ܥ取締役には業績を改善す

る向がある。本研究は、政府関与と銀行業

績の関係について上記の新たな知見を提供し

ている。

　続いて、第2અでは先行研究を述べ、第3

અでは仮説を提示する。さらに、第4અでは

使用データの概要と分ੳ方法を、第5અでは

検ূ結果をそれぞれ説明し、そして第6અに

おいて結をまとめる。

2．ઌߦ研究

　政府が銀行経営に関与する方法は、二つあ

る。1つは、政府ܥ機関が株主（以下、政府

株ܥ株主という）になることである。政府ܥ

主が銀行の業績に与える影響に関する実ূ研

究は、政府ܥ株主の持株ൺ率が高いほど銀行

の業績がѱくなるという結果を提示している。

Micco,	Panizza	and	Yanez	（2007）は、1995年か

ら2007年の期間において、179ϱ国の銀行を

対象として、政府持株ൺ率が高いほど銀行の

総資産収ӹ率（ROA）が低いという結果を提示し

図表3	　2006年から2014年のظ間にお͚る36
ߏの株主ߦۜ

図表4	　2006年から2014年のظ間にお͚る36
ߏの取క役会ߦۜ
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た。Cornett,	(uo,	Khaksari	and	Tehranian	（2010）

は、東アジア16ϱ国の銀行を対象に、1997年

の金融ة機が銀行の収ӹ性に与えた影響を検

討し、政府持株ൺ率が高い銀行は、民間の銀

行とൺべて金融ة機後に収ӹ性が大幅にѱ化

したことを明らかにした。中国の銀行を対象

とした研究からは、以下のような結果が出さ

れている。

　Ari⒎	and	Can	（2008）は、1995年から2004年

を対象に、（100�政府所有の）大型商業銀行

は（民間経済主体も株ࣜを所有している）株

ࣜ会社制銀行とൺべて総資産収ӹ率が低いこ

とを明らかにした。同様に、Fu	and	He⒎ernan	

（2007）は、1985年から2002年において、株ࣜ

会社制銀行にൺべて大型商業銀行の効率性が

低いことを示した。また、Lin	and	;hang	（2009）

は、1997年から2004年において、大型商業銀行

の自己資本収ӹ率が株ࣜ会社制銀行とൺべて

低いことを示した（注5）。Herrero,	(avila	and	

Santabarbara	（2009）は、（100�政府所有の）

政策銀行が株ࣜ会社制銀行とൺべて総資産

収ӹ率が低く、不良࠴権ൺ率が高いことを

示している（サンプル期間は1997年から

2004年）（注6）。

　政府関与のもう一つの方法は、取締役会に

取締役（以下、政府ܥ取締役と呼ぶ）を派遣

することである（注7）。中国の銀行に関する研

究は、ච者の知る限り、Liang,	Xu	and	Jiraporn	

（2013）のみである。この研究では、2003年か

ら2010年の期間を対象として、中国における50

の銀行を検ূした結果、政府ܥ取締役のൺ

率が高いほど総資産収ӹ率と自己資本収ӹ

率が低く、不良࠴権ൺ率が高くなることが

分かった。

　株ࣜ所有と取締役派遣を通じた政府の関

与が銀行のパフΥーマンスをѱ化させると

いう上記の実ূ結果に対して、政府ܥの株

主および取締役が銀行の利ӹ最大化ではな

く、政府の目標に従い、社会的利ӹと政治

的利ӹをٻするために、銀行の収ӹ性と

健全性を٘ਜ਼にすることが原因であると指摘

している（注8）。

　前અで述べたように、2000年以後、中国

における多くの銀行が株ࣜ市場への上場を始

めた。株ࣜ上場をした銀行には、市場におけ

る株ࣜ売ങによる価格変動を通じて経営に影

響を与える市場規律がಇくこととなり、その

パフΥーマンスに良い影響が与えられると考

えられる。この点は、実ূ研究によって支持

されている。たとえば、Jiang,	Yao	and	;hang	

（2009）は、1995年から2005年を対象とした研

究において、上場銀行は未上場銀行とൺべて

効率性が高いことを示している。また、Liang,	

Xu	and	Jiraporn	（2013）は、上場銀行が未上場

銀行とൺべて総資産収ӹ率が高く、不良࠴権

ൺ率が低くなることを示している。

（注）5	．Lin	and	;hang	（2009）は、さらに大型商業銀行の総資産収ӹ率が外国銀行より低い結果を提示している。
6	．これらの研究の観測期間において、大型商業銀行と政策銀行は、いずれも国有ಠ資であり、株ࣜ会社制銀行は、民間資本
と外国資本を導入しつつあり、政府所有ൺ率が大幅に低下している。

7	．Liang,	Xu	and	Jiraporn	（2013）は、政府機関でのۈ務経歴がある取締役のことを政府ܥ取締役（politically-connected	
directors）と定義している。

8	．ここで、社会的利ӹとは、外部性および自然ಠなどの特性を有する産業において、政府の関与により社会全体に与える
利ӹである。政治的利ӹとは、࿎などを通じて政治家に与える利ӹである。
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　以上の先行研究の結果に基づいて、本研究

では、銀行の株ࣜ会社化が完了した2006年

以降における中国の銀行を対象に、政府の関

与が銀行の業績に与える影響、および株ࣜ上

場が銀行の業績に有する影響をどのように変

化させるのかについて考察する。本研究にお

ける仮説については、次અで説明する。

3．Ծઆ

　2003年に新設された政府ܥ株主は、株主

利ӹの最大化を重視する姿勢を示している。

例えば、ა金公࢘は「国家の代表としてʜ

（政府）出資者の権利をकりʜ国の資産を増

加させる務を有する」（ა金公࢘『ა金公

の目標』http://www.huijin-inv.cn/）とい࢘

う内容の目標を発表した。また、国資委員会

に関する公文書では「国有資産の増加に関す

る任がある」（国務Ӄ『国務Ӄ機構設置に

関する通知』ʦ2008ʧ）という内容が明記さ

れている。設立された直後にა金公࢘は大量

の不良࠴権を有する大型商業銀行に資金注入

を行った（注9）。その後、ა金公࢘は大型商業

銀行の株ࣜ会社化を機に取締役を大型商業銀

行に派遣した。ა金公࢘は、銀行に対する

ಜを強化し、業績の改善を期待している。

　ほかの政府ܥ株主についても株主利ӹの最

大化が示されている。例えば、Allen,	2ian,	

;hang	and	;hao	（2013）は、中国における地

方政府ܥ株主について、利ӹをٻする民間

企業とࣅているものであると指摘した。

　しかし、株ࣜ会社化以降、政府機関と政府

株主がつながっているため、株主（の経済ܥ

的）利ӹの最大化が達成できない可能性があ

る。例えば、財政部は最終株主としてა金公

の全株を所有している。財政部は、経営࢘

にؕった国有企業への融資を大型商業銀行に

依頼する場合に、ა金公࢘が支配している大

型商業銀行は、この依頼を拒൱できない可能

性がある（注10）。ほかの政府ܥ株主にも同様な

。念があるݒ

　また、政府ܥ株主が支配している銀行には

存続が保োされている。株ࣜ会社化以降、中

国において銀行の産はない（注11）。銀行の業

績がѱくなっても（例えば、不良࠴権ൺ率の

上ঢ）、公的資金の注入で解決される可能性

がある。そのために、ა金公࢘などの政府ܥ

株主は一時的に収ӹ性を改善するため健全性

を٘ਜ਼にするݒ念もある。

　本研究では、政府ܥ株主が銀行の業績に与

える影響に関する上記の考察より導かれた可

能性について、ؼ無仮説として下記の仮説を

検ূする。

　Ծઆ1、株式所༗ൺは、ۜߦの業

とແؔͰあるɻ

　次に政府ܥ取締役が業績にどのような影響

を与えるか検討する。政府ܥ取締役の目的はক

（注）9	．2003年12月、ა金公࢘は、中国人民銀行の外՟準備を用いて、中国銀行と建設銀行にそれぞれ225億ドルと200億ドルの資
金注入を行った。その後、ა金公࢘は、さらに2004年6月交通銀行に、2005年工商銀行にそれぞれ25億人民元（約3億ドル）
と150億ドルの資金を注入した。

10	．Lin	and	Li	（2008）は、国有企業が政府からの政策的負担を負うために経営にؕった場合に、政府には銀行を通じて国
有企業へ資金を補ॿする義務があることを指摘した。

11	．1980年以降、中国における銀行の産はないが、経営不振にؕった銀行は政府のѺટを通じて合併されたことがある。
例として、シンセン発展銀行（現平安銀行）が平安金融グループにより合併されたケースが挙げられる。
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来の出世のためにಇくことと考えられる（注12）。

株ࣜ会社化の前は、業績ѱ化の任は銀行の

経営者に及されない（注13）。政府ܥ取締役の

出世は、社会的利ӹと政治的利ӹがຬたされ

るか൱かに依存している。株ࣜ会社化以降、

社会的利ӹと政治的利ӹが依然として重視さ

れているとすれば、政府ܥ取締役は自身の出

世のため銀行の業績を٘ਜ਼にする可能性が考

えられる。

　それに対して、株ࣜ会社化以降、経済的利

ӹが重視されるとすれば業績ѱ化の任は政

府ܥ取締役に及される可能性がある。また、

政府ܥ取締役は、政府ܥ株主とൺべて立場が

異なる。公的資金の注入あるいは銀行の合併

が行われる場合、業績がѱい銀行の政府ܥ取

締役は交代され職務を失う可能性が高い。そ

の時、業績のѱ化は政府ܥ取締役の利ӹと相

するものとなっている。ٯに、政府ܥ取締

役にとって業績の改善は、出世のため自分の

能力と価値をアピールする最善な方法である。

そのために、政府ܥ取締役は銀行の業績に良

い影響を与える可能性が考えられる。

　本研究では、政府ܥ取締役が銀行の業績に

与える影響に関する上記の考察より導かれた

可能性について、ؼ無仮説として下記の仮説

を検ূする。

　Ծઆ2、ܥ取క役ൺは、ۜߦの業

とແؔͰあるɻ

　最後に、政府ܥの株主と取締役が業績に与

える影響に対して、株ࣜ上場が与える影響を

考える。政府ܥ株主が業績に良い影響を与え

る場合、株ࣜの上場は市場規律がಇくことに

より業績に更なる良い影響を与える可能性が

ある。政府ܥ取締役の場合にも同様な効果が

考えられる。よって、株ࣜ上場の場合、政府

の株主と取締役がそれぞれ業績に与える良ܥ

い影響はより一層強くなることに関して下記

の仮説を検ূする。

　Ծઆ3、ܥ株主が業にྑ͍Өڹを与

える場߹、株式上場は業によりҰ͍ڧӨ

を与えるɻڹ

　Ծઆ4、ܥ取క役が業にྑ͍Өڹを

与える場߹、株式上場は業によりҰ͍ڧ

Өڹを与えるɻ

4．σーλとੳ方๏

　本અでは、本稿の実ূ研究におけるサンプ

ル、分ੳ方法および変数について説明する。

本研究におけるサンプルは、2006年から

2014年の期間における大型商業銀行（4行）、

株ࣜ会社制商業銀行（11行）、都市商業銀行

（15行）および村商業銀行（6行）の36行

であり、実ূ研究に用いた観測値の数は年−銀

行ベースで252である（注14）。これら36行の資

産は、2014年時点における全銀行の総資産

の67�をめており、本研究の結果が中国に

（注）12	．Shleifer	（1998）は、政治家に࿎などҧ法な利ӹの交換があると指摘した。政治家と同様に、政府ܥ取締役には࿎な
どの動機が考えられる。ただし、本研究では合法な政治的利ӹのみ考えている。

13	．（注10）を参照。Lin	and	Li	（2008）によれば、政府が国有企業の経営者および銀行の経営者に経営ࠔの任を及す
る理由がない。

14	．株ࣜ会社制商業銀行は13行存在しているが、ᕜ海銀行および߃豊銀行については、株ࣜ保有および取締役に関するデー
タが入手できなかったため、サンプルからআ外した。
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おける銀行の動向を表しているとみなしても

さほどの問題はないものと考えている。

　本研究の目的は、中国の銀行において、

（1）政府の関与（資本関係を通じた関与お

よび人的関係を通じた関与）が収ӹ性および

健全性にどのような影響を与えるか、（2）

これらの影響に対して、株ࣜ市場への上場は

どのような影響を与えるか、の2点を実ূ的

に明らかにすることである。そのため、以下

の推定ࣜについて最小2乗法（OLS）を用い

て推定する。

　BankPerformancei,t	ʹ	

　constant�ЋXi,t�ЌXi,tʷListi,t�ЍZi,t�Џi,t　（1）

　ここで、BankPerformancei,t	は収ӹ性指標

ならびに健全性指標であり、Xi,t	は政府の関

与の度合いを示す説明変数である。係数

（Ћ）は、銀行に対する政府の関与の度合い

が銀行の収ӹ性・健全性にどのような影響を

有するかを示すŇ また、LISTi,t	は、株ࣜ上

場をしている場合に1、未上場の場合に0を

とるダミー変数であり、説明変数との交߲ࠩ

の係数（Ќ）は、政府の関与が銀行のパ

フΥーマンスに与える影響の程度が株ࣜ市場

への上場によってどのような影響を受けるか

を示す。最後に、;i,t はコントロール変数の

ベクトルであり、Ѝはぞれぞれのコントロー

ル変数が銀行のパフΥーマンスに与える影響

度のベクトルである。

　被説明変数としては、収ӹ性指標として自

己資本収ӹ率と総資産収ӹ率、健全性指標と

して不良࠴権ൺ率をとる。ここで、自己資本

収ӹ率は税引後利ӹを株主資本でআした値、

図表5　هड़౷ܭ表
変数名 標本数 平均値 中央値 標準ภࠩ 最小値 最大値

ROA 252 0.013 0.013 0.003 0.002 0.020
ROE 252 0.168 0.169 0.037 0.037 0.300
NPL 252 0.013 0.010 0.010 0.002 0.086
LEV 252 16.773 15.711 5.313 6.650 44.370
LOAN 252 0.487 0.490 0.069 0.295 0.672
INTEREST 252 13.158 9.744 11.454 1.997 80.149
(DP 252 0.093 0.092 0.019 0.074 0.142
LIST 252 0.556 1 0.498 0 1
CONCENTRATION 252 0.659 0.659 0.197 0.246 1.000
(OV 252 0.157 0.013 0.252 0.000 1.000
(OV2 252 0.400 0.369 0.213 0.000 1.000
PRIVATE 252 0.134 0.153 0.118 0.001 0.406
FOREI(N 252 0.090 0.028 0.137 0.002 0.795
DIR_NUM 252 15.377 15 2.041 10 19
EXECUTIVE 252 0.244 0.235 0.083 0.077 0.667
(OV_DIR 252 0.324 0.333 0.155 0.000 0.636
(OV_DIR2 252 0.602 0.643 0.148 0.077 0.867
PRIVATE_DIR 252 0.103 0.059 0.151 0.000 0.600
FOREI(N_DIR 252 0.159 0.143 0.129 0.000 0.571
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総資産収ӹ率は税引前利ӹを総資産でআした

値、不良࠴権ൺ率は不良࠴権額を総貸出額で

আした値とする。

　政府は、株ࣜ所有と取締役の派遣の2つの

経路を通じて銀行の経営に関与するものと考

えられる。そこで本研究では、銀行に対する

政府の関与の度合いを政府株ࣜ所有ൺ率およ

び政府ܥ取締役ൺ率によって表す。

　政府ܥ株主としては、中央政府（財政部、

ა金公࢘および国資委員会）、地方政府（北

京市国有資産経営公࢘など17機関）および

国有企業（国有ಠ資企業および政府株ࣜ所有

ൺ率が50�超になる官民合資企業など232社）

の3つがある。ここで、前2者による株ࣜ所

有は政府による直接保有であり、国有企業に

よる株ࣜ保有は間接的な政府所有であると考

えられる。

　そこで、政府による株ࣜ所有の直接的な効

果と全体の効果の྆者をみるため、本研究で

は、政府株ࣜ所有ൺ率を表す変数として「中

央政府および地方政府による株ࣜ所有ൺ率

（(OV）」と「中央政府、地方政府および国

有企業による株ࣜ所有ൺ率（(OV2）」の2つ

を考える（注15）。

　同様に政府ܥ取締役ൺ率についても、「全

取締役にめる中央政府および地方政府出身

の取締役のൺ率（(OV_DIR）」および「全取

締役にめる中央政府、地方政府および国有

企業出身者のൺ率（(OV_DIR2）」の2つを

考える。

　コントロール変数は、レバレッジൺ率（LEV、

総負࠴/自己資本）、貸出総資産ൺ率（LOAN、

総貸出額/総資産）、利ଉ収ӹൺ率（INTEREST、

受取利ଉ/手数料収ӹ）、株ࣜ保有集中度

（CONCENTRATION、上位े大株主の持株

ൺ率）、民間株ࣜ所有ൺ率（PRIVATE、民間

株主による株ࣜ所有ൺ率）、外国人株ࣜ所有ൺ

率（FOREI(N、外国人株主による株ࣜ所有ൺ

率）、取締役会規模（DIR_NUM、取締役の総

人数）、ࣥ行取締役ൺ率（EXECUTIVE、ࣥ行

取締役の総人数/取締役の総人数）、民間取締

役ൺ率（PRIVATE_DIR、全取締役にめる民

間企業出身者のൺ率）、外国人取締役ൺ率

（FOREI(N_DIR、全取締役にめる外国企業

在੶経験者のൺ率）とする（注16）。

　これらの変数の定義については図表4、記

述統計値については、図表5に示されている。

5．実ূ݁果

（1	）ܥ株主とܥ取క役にؔ͢るه

ड़౷ܭ

　図表2では、政府ܥ株主、民間株主（個人

株主、民間企業および政府株ࣜ所有ൺ率が

50�未ຬの官民合資企業など162社）および

外国人株主（外国人個人株主および外国企業

など62社）の株ࣜ所有ൺ率が表されている。

　図表3では、全取締役に政府ܥ取締役、民

間取締役及び外国人取締役がそれぞれめる

（注）15	．個別株主の持ち株数については、上位े大株主についてのデータしか入手することはできないため、ここでの中央政府、
地方政府および国有企業は、すべて「上位े大株主に入っているもの」という条件付きのものである。この点は、その他の
株ࣜ所有ൺ率の算出においても同様である。

16	．ࣥ行取締役とは、業務ࣥ行と関わる銀行の内部出身者の取締役である。
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ൺ率が表されている。取締役会の平均規模は

15.4人であり、2006年から2014年の期間にお

いて、全取締役は1103人である。外国企業在

੶経験者は外国人取締役として、政府機関お

よび国有企業のۈ務経験者は政府ܥ取締役と

して取り扱われる。ただし、外国企業、政府

機関および国有企業のۈ務経験を全部有する

者は外国人取締役として取り扱われる。以上

のۈ務経験を有していない者は民間取締役と

して取り扱われる。調べた結果、政府機関お

よび国有企業のۈ務経験者は841名（中に政

府機関ۈ務経験者は349名）、外国人取締役は

156名、る106名は民間取締役である。

（2）回݁ؼ果

　図表6では、政府株ࣜ所有ൺ率が1�上ঢす

れば不良࠴権ൺ率は0.016�高くなることが

示されている。ただし、総資産収ӹ率と自己

図表6　株式所༗ൺにؔ͢る回݁ؼ果
被説明変数

ROA ROE NPL

(OV
0.001 0.018 0.016***

（0.001） （0.021） （0.004）

LIST
0.000 -0.006 -0.004**

（0.001） （0.008） （0.002）

CONCENTRATION
-0.003 -0.019 -0.011**

（0.002） （0.026） （0.006）

PRIVATE
-0.003 -0.044 -0.001

（0.002） （0.032） （0.007）

FOREI(N
0.006** 0.079** 0.011

（0.002） （0.036） （0.008）

LEV
-0.000*** 0.002*** 0.001***

（0.000） （0.001） （0.000）

LOAN
0.003 0.016 -0.015

（0.003） （0.042） （0.010）

INTEREST
0.000 0.000 0.000

（0.000） （0.000） （0.000）

(DP
-0.009 -0.361*** 0.152***

（0.008） （0.123） （0.030）

Constant
0.018*** 0.157*** 0.001

（0.002） （0.025） （0.006）

LM	test	for	RE 0 0 0

LM	test	for	FE 0.019 0.007 0

Hausman	test 0.082 0.88 0.145

推定モデル Random Random Random

標本数 252 252 252

調整済みR2 0.356 0.165 0.327

図表7　ܥ取క役ൺにؔ͢る回݁ؼ果
被説明変数

ROA ROE NPL

(OV_DIR
0.002 0.045** -0.031***

（0.002） （0.022） （0.009）

LIST
0.001 -0.001 -0.001

（0.001） （0.008） （0.003）

DIR_NUM
0.000 0.002 -0.001***

（0.000） （0.001） （0.001）

EXECUTIVE
-0.003 -0.043 0.009

（0.003） （0.037） （0.012）

PRIVATE_DIR
0.000 -0.006 -0.015

（0.002） （0.028） （0.017）

FOREI(N_DIR
0.003 0.040 0.003

（0.002） （0.029） （0.010）

LEV
-0.000*** 0.003*** 0.001***

（0.000） （0.001） （0.000）

LOAN
0.002 0.006 -0.041***

（0.003） （0.043） （0.013）

INTEREST
0.000 0.000 0.000

（0.000） （0.000） （0.000）

(DP
-0.011 -0.396*** 0.191***

（0.009） （0.124） （0.032）

Constant
0.015*** 0.111***

（0.002） （0.032）
LM	test	for	RE 0 0 0
LM	test	for	FE 0.015 0.005 0
Hausman	test 0.094 0.082 0
推定モデル Random Random 8ithin
標本数 252 252 252
調整済みR2 0.336 0.154 0.340

（備考）	�、��、���はそれぞれ有意水準10�、5�と1�を意味している。
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資本収ӹ率などの収ӹ性に関して有意な結果

は見られない。この結果は、政府ܥ株主が不

良࠴権ൺ率にѱい影響を与えることを示して

いる。収ӹ性に関してԾઆ1は٫غされてい

ないが、健全性に関してԾઆ1は٫غされた。

　図表7から、政府ܥ取締役ൺ率が1�上ঢす

れば自己資本収ӹ率は0.045�高く、不良࠴

権ൺ率は0.031�低くなることがわかる。こ

の結果は、政府ܥ取締役が自己資本収ӹ率と

不良࠴権ൺ率に良い影響を与えていることを

示しており、Ծઆ2は٫غされた。

　上記の結果に基づいて下記の結が導か

れる。

　株ࣜ会社化以降、政府ܥ株主は経済的利ӹ

を重視する姿勢を示しているが、政府の株ࣜ

所有は銀行の業績にѱい影響を与えている。

株ࣜ会社化の前を対象とした政府株ࣜ所有に

関する先行研究では、政府株ࣜ所有が収ӹ性

と健全性に与えるѱい影響を報告している

が、本研究は健全性だけにѱい影響を与える

ことを示している。

　この結果は、政府ܥ株主が健全性を٘ਜ਼に

して収ӹ性を補రすることを意味している

（収ӹ性に関してԾઆ1は٫غされていない

ため、政府の要ٻに従いଛ失を被った国有企

業への融資を行って収ӹ性にѱい影響を与え

る仮説は検ূされていない）。また、政府株

ࣜ所有ൺ率が依然として高い中国の銀行シス

テムでは不良࠴権問題は発生する可能性が示

ࠦされる。

　株ࣜ会社化以降、政府ܥ取締役に業績のѱ

化による職務の失いと業績の改善による出世

というインセンティブを与えているため、政

府ܥ取締役は収ӹ性と健全性に良い影響を与

えている。

　政府ܥ取締役が業績に与える良い影響は検

出されるため、Ծઆ4に関する加検ূを行

う。図表8の交߲ࠩの係数によれば、上場銀

行は、未上場銀行とൺべて政府ܥ取締役ൺ率

図表8	　株式上場とܥ取క役にؔ͢る回
果݁ؼ

被説明変数
ROA ROE NPL

(OV_DIR
-0.001 0.020 -0.024**

（0.002） （0.031） （0.012）

(OV_DIRʷLIST
0.006** 0.044 -0.012

（0.003） （0.040） （0.014）

LIST
-0.001 -0.016 0.004

（0.001） （0.016） （0.007）

DIR_NUM
0.000 0.002 -0.001***

（0.000） （0.001） （0.001）

EXECUTIVE
-0.003 -0.044 0.010

（0.003） （0.037） （0.012）

PRIVATE_DIR
0.001 -0.005 -0.140

（0.002） （0.028） （0.017）

FOREI(N_DIR
0.003 0.041 0.001

（0.002） （0.029） （0.010）

LEV
-0.000*** 0.003*** 0.001***

（0.000） （0.001） （0.000）

LOAN
0.003 0.012 -0.042***

（0.003） （0.044） （0.013）

INTEREST
0.000 0.000 0.000

（0.000） （0.000） （0.000）

(DP
-0.009 -0.380*** 0.190***

（0.009） （0.125） （0.032）

Constant
0.016*** 0.113***

（0.002） （0.031）
LM	test	for	RE 0 0 0
LM	test	for	FE 0.013 0.004 0
Hausman	test 0.137 0.096 0
推定モデル Random Random 8ithin
標本数 252 252 252
調整済みR2 0.348 0.156 0.340

（備考）	�、��、���はそれぞれ有意水準10�、5�と1�を意味
している。
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が1�上 ঢ す れ ば 総 資 産 収 ӹ 率 が 更 な る

0.006�高くなる。収ӹ性に関してԾઆ4は支

持されている。

　大型商業銀行は、全銀行の総資産の40�を

めており、ほかの商業銀行とൺべて規模が

大きい。結果のؤ健性を表明するため、大型

商業銀行をআくサブサンプルを用いて検ূを

行う。

　結果、政府株ࣜ所有ൺ率が1�上ঢすれば

不良࠴権ൺ率は0.016�高くなる。そして政

府ܥ取締役ൺ率が1�上ঢすれば自己資本収

ӹ率は0.047�高く、不良࠴権ൺ率は0.036�

低くなる。最後に上場銀行は、未上場銀行と

ൺべて政府ܥ取締役ൺ率が1�上ঢすれば総

資産収ӹ率が更なる0.006�高くなる。サブ

サンプルを用いる検ূにより結果のؤ健性は

表明されている（注17）。

6．おわりに

　株ࣜ会社化は、銀行の経営形ଶに大きな影

響を与えた。本研究は、政府の株ࣜ所有は不

良࠴権ൺ率にѱい影響を与えていることを明

らかにした。この理由として政府所有の銀行

が事実上産不可能であることが考えられ

る。本研究によれば、政府株ࣜ所有ൺ率が依

然として高い中国における銀行の不良࠴権問

題に注目する必要がある。政府ܥ取締役の存

在が業績に良い影響を与えている。この理由

として業績ѱ化の任が政府ܥ取締役に及

され、一方で業績の改善の時に出世の可能性

が高くなることが考えられる。

　今後の研究課題として次のことが考えら

れる。

　本研究では、政府ܥ株主と政府ܥ取締役の

関係を考えていない（注18）。また、政府ܥ取締

役が総資産収ӹ率と不良࠴権ൺ率に与える

影響について、本研究の結果は、Liang,	Xu	

and	Jiraporn	（2013）と対立している。検ূ期間

はそれぞれ2006年から2014年の期間（本研

究）と2003年から2010年の期間であるが、

今後は分ੳ期間を合わせて検ূを行う必要

がある。

（注）17	．本研究では政府の株ࣜ所有と取締役派遣による全面的な効果を明らかにするために、国有企業所有株と国有企業出身者の
取締役がそれぞれ含まれる政府株ࣜ所有ൺ率と政府ܥ取締役ൺ率を用いて検ূを行った。また支配株主あるいはච಄株主が
政府ܥ株主である銀行の収ӹ性と健全性について検ূを行った。最後に政府ܥ取締役が全取締役の過半数をめる銀行の収
ӹ性と健全性について検ূを行った。すべての結果はؤ健性を示している。

18	．Lang	（2015）は、銀行における政府ܥの株主と取締役のプリンシパル・エージェント関係を検ূした。結果、政府株ࣜ
所有ൺ率が高い銀行において政府ܥ取締役ൺ率が不良࠴権ൺ率に与える負の影響が強くなるとしている。
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Ҭɾதখڀݚۀاॴ ʮ͕ػةཧηϛφʔʯΛ։࠵

　地域・中小企業研究所は、「しんきん実務研修プログラム」の一環として、平成28年11月11

日(金)に「危機管理セミナー」を東京で開催しました。

　本セミナーは、自然災害などの様々な危機発生時の対応事例を紹介することにより、信用金

庫業界における危機管理体制の強化を支援することを目的として開催したもので、133人

（105金庫）の信用金庫役職員が参加しました。

　はじめに、信金中央金庫の室井稔雄理事が、東日本大震災や熊本地震発生時における信金中

央金庫の対応事例、BCPの意義等について基調講演を行いました。

　続いて、石巻信用金庫の遠藤正弘理事および同地域貢献部の星澤敬子部長が、それぞれ、矢

本支店長（震災時）および事務課長（震災時）の経験を踏まえ、東日本大震災における初動対

応について講演を行いました。

　また、川崎信用金庫 経営企画部の畑中洋平審査役が、コンティンジェンシープラン、安否

確認システムの利用と訓練、浸水対策、BCPの課題等について講演を行いました。

　さらに、長野信用金庫 総務部の山口直人副部長が、BCP体制、冬期休日積雪対応など自然

災害発生時の緊急対応策、障害等発生時対応事例等について講演を行いました。

　参加者から、「東日本大震災の経験を決して風化させてはならないと思った」「危機時に対す

る備えをコストとしてみるのではなく将来への投資として考えるべきだと認識した」「自然災

害に対する具体的な取組事例が参考になった」などの感想が寄せられました。

石巻信用金庫の講演 川崎信用金庫の講演 長野信用金庫の講演

セミナー風景 基調講演
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Ҭɾதখڀݚۀاॴ͕
ʮ৬ҬηʔϧεϓϥϯχϯάݚमʯΛ։࠵

　地域・中小企業研究所は、「しんきん実務研修プログラム」の一環として、平成28年12月9

日(金)に「職域セールスプランニング研修」を東京で開催しました。

　本研修は、職域セールス制度の導入を予定している信用金庫を対象として、制度導入に向け

たプラン作りを支援することを目的として開催したもので、19人（19金庫）の信用金庫役職

員が参加しました。

　はじめに、信金中央金庫 地域・中小企業研究所の刀禰和之上席調査役が、職域セールス導

入金庫における推進上の課題、諸課題解決への留意点等を説明しました。

　講師信用金庫による講演では、鹿児島相互信用金庫 人事研修部付の山中浩二調査役が、「鹿

児島相互信用金庫の取組みについて」と題して、当金庫を取り巻く経営環境、職域セールスで

成果を上げるための取組み等を披露しました。

　続いて、参加者が4～5人ずつの4つのグループに分かれて、職域セールス制度導入に向けた

現行の企画案をもとに、グループディスカッションを通じて企画のブラッシュアップを行いま

した。

　グループディスカッションの中では、会津信用金庫の真渡智也係長およびさわやか信用金庫

の森本龍雄調査役による事例発表も行われました。

　参加者からは、「導入の方向性が見えた」「年明けすぐにでも職域セールスを開始して成果に

結びつけたい」「同じ企画を検討している信用金庫同士で交流することができて有意義だっ

た」などの感想が寄せられました。

会津信用金庫
の事例発表

さわやか信用金庫
の事例発表

基調報告

グループディスカッションの様子

鹿児島相互信用金庫の講演
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2日 ˔ 金融庁、地域銀行の平成28年9月期決算の概要を公表 資料1

˔ 金融庁、主要行等の平成28年9月期決算の概要を公表 資料2

5日 ˔ 中小企業庁、「事業承継ガイドライン」を策定、公表 資料3

6日 ˓ 金融庁、年末における中小企業・小規模事業者に対する金融の円滑化について要請

13日 ˔ 中小企業庁、第146回中小企業景況調査（2016年10-12月期）の結果を公表 資料4

˔ 内閣官まち・ひと・しごと創生本部事務局、「地域の課題解決のための地域運営
組織に関する有識者会議」の最終報告を公表

資料5

14日 ˔ 日本銀行、全国企業短期経済観測調査（短観、2016年12月）を公表 資料6

˓ 中小企業庁、下請等中小企業の取引条件改善のため、振興基準の改正、通達の見
直しを実施、公表

16日 ˔ 中小企業庁、平成29年度税制改正（中小企業・小規模事業者関係）の概要を公表 資料7

19日 ˓ 北海道財務局、高ප原性鳥インフルエンザٙױࣅசの確認を踏まえた金融上の対
応について要請

20日 ˓ 金融庁、株ࣜ会社東日本大震災事業者再生支援機構の活用について要請

˓ 九州財務局、高ප原性鳥インフルエンザٙױࣅசの確認を踏まえた金融上の対応
について要請

˓ 経済産業省と公正取引委員会、下請等中小企業の取引条件の改善に向けて、事
業者等に要請

22日 ˔ 金融庁、平成29年度税制改正大ߝにおける金融庁関係の主要߲目について公表 資料8

˓ 総務省、平成29年度地方࠴計画を公表

˔ 内閣官まち・ひと・しごと創生本部事務局、「まち・ひと・しごと創生総合戦略
2016　改గ版」の閣議決定を公表

資料9

˓ 関東財務局と日本銀行、平成28年新潟県ڕࢳ川市における大規模火災にかかる災
に対する金融上のા置について要請

˓ 経済産業省、平成28年新潟県ڕࢳ川市における大規模火災に関する被災中小企業・
小規模事業者対策の実施について公表（28日に加）

26日 ˓ 金融庁、貸金業関係資料集を更新

27日 ˓ 金融庁、南都銀行に対する信ୗ兼営認可について公表

˔ 金融庁、金融৹議会「金融制度ワーキング・グループ」報告書を公表 資料10

˓ 九州財務局と福岡財務支局、高ප原性鳥インフルエンザٙױࣅசの確認を踏まえ
た金融上の対応について要請（九州財務局は20日に続き再度）
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（資料 1）

金༥ி、地域ۜߦのฏ 28 年 9月ࢉܾظの֓ཁをެ表（12月2日）

1．ଛӹのঢ়況（銀行単体ベース）

（1	）	実質業務७ӹは、7,672 億円を計上した。資金利ӹおよび役務取引等利ӹが減少したことなどに

より、前年同期にൺべ 9.3� 減少した。

（2	）	中間७利ӹは、5,861 億円を計上した。株ࣜ等関係ଛӹが減少したことなどにより、前年同期に

ൺべ 13.9� 減少した。

2．不良࠴権のঢ়況（銀行単体ベース）

　不良࠴権額（5.0 ஹ円）は前期にൺべ減少し、不良࠴権ൺ率（2.02�）も0.11ポイント低下した。

いずれも1999 年 3月期の金融再生法に基づく開示以降で最低となった。

3．自己資本ൺ率のঢ়況（銀行単体ベース）

（1	）	国際統一基準行（11 行）の総自己資本ൺ率（13.87�）は、前期にൺべ 0.23ポイント、普通株

ࣜ等 Tier1 ൺ率（13.00�）は、同 0.16ポイント低下した。

（2）	国内基準行（95 行）の自己資本ൺ率（10.17�）については、前期にൺべ 0.03ポイント低下した。

（IUUQ���XXX�GTB�HP�KQ�OFXT�28�HJOLPV�20161202�4�IUNM 参র）

（資料 2）

金༥ி、主ཁߦのฏ 28 年 9月ࢉܾظの֓ཁをެ表（12月2日）

1．ଛӹのঢ়況（グループ連結ベース）

　中間७利ӹは、14,435 億円を計上した。࠴券等関係ଛӹが増加したものの、༬貸金利ざやのѱ化

等により資金利ӹが減少したことや株ࣜ等関係ଛӹ、役務取引等利ӹが減少したことなどにより、前年

同期にൺべ 10.1� 減少した。

2．不良࠴権のঢ়況（銀行単体ベース）

　前期にൺべて不良࠴権額（2.9 ஹ円）は減少し、不良࠴権ൺ率（0.91�）も0.06ポイント低下した。

いずれも1999 年 3月期の金融再生法に基づく開示以降で最低となった。

˓ 経済産業省、消費税の転Շঢ়況に関する月次モニタリング調査（11月調査）の調
査結果を公表

˓ 内閣官まち・ひと・しごと創生本部事務局と内閣府地方創生推進室、RESAS-
API機能の拡ॆおよびRESASアプリコンテストで利用可能なデータの加につい
て公表

˞	「地域・中小企業関連経済金融日誌」は、官公庁等の公表資料等をもとに、地域金融や中小企業金融に関連が深い߲目につ
いて、当研究所が取りまとめたものである。

　「˔」表示の߲目については、解説資料を掲載している。
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3．自己資本ൺ率のঢ়況（グループ連結ベース）

（1	）	国際統一基準行（4グループ）の総自己資本ൺ率（16.65�）は、前期にൺべ 0.48ポイント上ঢし、

普通株ࣜ等 Tier1 ൺ率（11.80�）も、前期にൺべ 0.42ポイント上ঢした。

（2）	国内基準行（3グループ）の自己資本ൺ率（12.74�）は、前期にൺべ 0.56ポイント低下した。

（IUUQ���XXX�GTB�HP�KQ�OFXT�28�HJOLPV�20161202�5�IUNM 参র）

（資料 3）

中小企業ி、「事業ঝܧガイドライン」をࡦఆ、ެ表（12月5日）

　中小企業庁は、中小企業経営者の高ྸ化の進展等を踏まえ、円滑な事業承継の促進を通じた中小

企業の事業活性化を図るため、事業承継に向けたૣ期・計画的な準備の重要性や課題への対応策、

事業承継支援体制の強化の方向性等について取りまとめた「事業承継ガイドライン」を策定した。

　本ガイドラインの主な内容は、以下の 3 点である。

1．事業承継に向けたૣ期・計画的な取組みの重要性（事業承継断の導入）

2．事業承継に向けた5ステップの提示

3．地域における事業承継を支援する体制の強化

（IUUQ���XXX�DIVTIP�NFUJ�HP�KQ�[BJNV�TIPVLFJ�2016�161205TIPVLFJ�IUN 参র）

（資料 4）

中小企業ி、第 146 回中小企業景گ調査（2016 年 10�12月ظ）の݁果をެ表（12月13日）

　中小企業庁は、第 146 回中小企業景況調査（2016 年 10-12月期）の結果を公表した。2016 年

10-12月期の全産業の業況判断 D.I. は、前期（7-9月期）ൺで 0.5ポイント低下の˚ 18.7となり、2

期ぶりにやや低下した。産業別に見ると造業 D.I. は、同 0.1ポイント上ঢの˚ 15.5となり、非造

業 D.I. は、同 0.6ポイント低下の˚ 19.6となっている。

（IUUQ���XXX�DIVTIP�NFUJ�HP�KQ�LPVLBJ�DIPVTB�LFJLZP�JOEFY�IUN 参র）

（資料 5）

内ֳまち・ͻと・し͝ とੜຊ෦事ہ、「地域の課ղܾのたΊの地域ӡӦ組৫にؔ͢る༗

ࣝऀ会議」の࠷ऴ報ࠂをެ表（12月13日）

　内閣官まち・ひと・しごと創生本部事務局は、「地域の課題解決のための地域運営組織に関する

有識者会議」の最終報告「地域の課題解決を目指す地域運営組織−その量的拡大と質的向上に向

けて−」を公表した。最終報告の目次は以下の通りとなっている。

1．中山間地域等における地域のঢ়況

	（1）地方創生をめぐる現ঢ়

	（2）中山間地域等のঢ়況
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2．地域運営組織の実ଶ

	（1）地域運営組織の定義

	（2）地域運営組織の現ঢ়

	（3）地域運営組織の分ྨ

3．地域運営組織についての基本的な考え方

4．地域運営組織が目指す取組等

	（1）「小さな拠点」の形成（集མ生活圏の維持）に向けた取組

	（2）地域運営組織に対する支援

5．地域運営組織の取組を推進する上での課題と解決方向

	（1）法人化の推進

	（2）人材の育成・確保（地域づくりの自覚の形成やスキル磨き）

	（3）資金の確保

	（4）事業実施のノウハウ等

	（5）行政の役割、中間支援組織や多様な組織との連携

	（6）都市部における取組

6．おわりに

参考事例

参考資料 1

参考資料 2

（IUUQ���XXX�LBOUFJ�HP�KQ�KQ�TJOHJ�TPVTFJ� 参র）

（資料 6）

日ຊۜߦ、શࠃ企業ظ経済観ଌ調査（観、2016 年 12月）をެ表（12月14日）

　日本銀行は、全国企業短期経済観測調査（短観、2016 年 12月）を公表した。中小企業の業況

判断 D.I. は以下の通り。

1．中小企業造業

　中小企業造業は、前期ൺ 4ポイント改善のプラス1となった。改善幅が大きかった業種は、「鉄߯」

（14ポイント改善のプラス4）、「༼業・土石品」（13ポイント改善のプラス3）など。

2．中小企業非造業

　中小企業非造業は、前期ൺ 1ポイント改善のプラス2となった。改善幅が大きかった業種は、「物

品賃貸」（6ポイント改善のプラス18）、「不動産」（5ポイント改善のプラス13）、「通信」（5ポイント改

善のプラス16）など。

（IUUQ���XXX�CPK�PS�KQ�TUBUJTUJDT�UL�UBOLBO12B�IUN� 参র）
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（資料 7）

中小企業ி、ฏ 29 年੫制վਖ਼（中小企業・小ن事業ऀؔ）の֓ཁをެ表（12月16日）

　中小企業庁は、平成 29 年度税制改正（中小企業・小規模事業者関係）の概要を公表した。主

な改正事߲は以下の通り。

	 1．中小・小規模事業者の「߈めの投資」を支援する税制ા置の拡ॆ

	 	（1）固定資産税の特例の拡ॆ

	 	（2）中小企業経営強化税制の創設

	 	（3）中小企業投資促進税制のԆ長

	 	（4）商業・サービス業・林水産業活性化税制のԆ長

	 2．所得拡大促進税制の見直し

	 3．研究開発税制の拡ॆ

	 4．中小企業者等の法人税率の特例のԆ長

	 5．事業承継を促す税制ા置の見直し

	 	（1）取引相場のない株ࣜの評価方ࣜに関する見直し

	 	（2）事業承継税制の見直し

	 	（3）個人事業者の事業用資産に係る事業承継時の負担ܰ減ા置の創設等

（IUUQ���XXX�DIVTIP�NFUJ�HP�KQ�[BJNV�[FJTFJ�2016�161216;FJTFJKBJTFJ�IUN 参র）

（資料 8）

金༥ி、ฏ 29 年੫制վਖ਼大ߝにお る͚金༥ிؔの主ཁ߲に͍ͭͯެ表（12月22日）

　金融庁は、平成 29 年度税制改正大ߝにおける金融庁関係の主要߲目について公表した。主要߲

目は以下の通り。

1．活力ある資本市場と家計の安定的な資産形成の実現

　˓少額からの積立・分散投資の促進のための NISA の改善

　˓金融所得課税の一体化（金融商品に係るଛӹ通算範囲の拡大）

　˓上場株ࣜ等の相続税評価の見直し等

2．金融のグローバル化への対応

　˓外国子会社合算税制（CFC 税制）のൈ本的見直し

　˓クロスボーダーの࠴券現先取引（レポ取引）に係る税制の見直し

3．その他の重要߲目

　˓企業年金等の積立金に対する特別法人税のఫ廃又は課税のఀࢭા置の適用期限のԆ長

4．その他の要望߲目

　˓受取配当等のӹ金不算入制度の見直し
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　˓協同組織金融機関に係る一括評価金મ࠴権の割増特例ા置のԆ長

　˓投資法人に係る税制優۰ા置のԆ長

　˓生໋保ݥ料߇আ制度の拡ॆ

　˓「仮想通՟」に係る消費税の課税関係に関する整理

　そのうち、4 の中の「受取配当等のӹ金不参入制度の見直し」では、協同組織金融機関の中央機

関に対する普通出資に係る受取配当について、ӹ金不参入割合を現ঢ়の 20� から50� に引き上げる

ことが盛り込まれた。

　また、同じく4 の中の「協同組織金融機関に係る一括評価金મ࠴権の割増特例ા置のԆ長」では、

一括評価金મ࠴権に係る貸引当金繰入限度額の割増特例ા置について、割増率（現行：12�）

を10� に引き下げた上、その適用期限を2 年間Ԇ長することが盛り込まれた。

（IUUQ���XXX�GTB�HP�KQ�OFXT�28�TPOPUB�20161222�1�IUNM 参র）

（資料 9）

内ֳまち・ͻと・し͝ とੜຊ෦事ہ、「まち・ͻと・し͝ とੜ૯߹ઓུ 2016　վగ൛」

のֳ議ܾఆをެ表（12月22日）

　内閣官まち・ひと・しごと創生本部事務局は、「まち・ひと・しごと創生総合戦略 2016　改గ版」

の閣議決定を公表した。改గ版の目次は以下の通り。

ᶗ．基本的な考え方

1．地方創生をめぐる現ঢ়認識

2．人口減少と地域経済ॖ小のࠀ

3．まち・ひと・しごとの創生と好循環の確立

4．「まち・ひと・しごと創生総合戦略」の策定と改గ

ᶘ．政策の企画・実行に当たっての基本方針

1．従来の政策の検ূ

2．まち・ひと・しごとの創生に向けた政策 5 原則

3．国と地方の取組体制とPDCA の整備

ᶙ．今後の施策の方向

1．政策の基本目標

2．「地方創生の更なる深化」のために

3．政策パッケージ

ᶚ．地方創生に向けた多様な支援−「地方創生版・三本の矢」−

1．情報支援の矢

2．人材支援の矢
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3．財政支援の矢

4．国家戦略特区制度、規制改ֵ、社会保ো制度改ֵ、地方分権改ֵ等との連携

おわりに

付属文書　アクションプラン（個別施策工程表）

（IUUQ���XXX�LBOUFJ�HP�KQ�KQ�TJOHJ�TPVTFJ� 参র）

（資料 10）

金༥ி、金༥৹議会「金༥制ϫーキング・グループ」報ࠂॻをެ表（12月27日）

　金融庁は、「金融৹議会金融制度ワーキング・グループ報告−オープン・イノベーションに向けた制度

整備ついて−」を公表した。目次は以下の通り。

はじめに

第 1 章　FinTech の進展と対応の方向性

1．FinTech の進展等

2．対応の基本的方向性

第 2 章　オープン・イノベーションに向けた環境整備

1．電子決済等代行業者を巡るঢ়況等

2．オープン・イノベーションの観点からの課題等

　（1）オープンAPIを巡るঢ়況等

　（2）オープン・イノベーションの観点からの課題等

3．オープン・イノベーションに向けた環境整備

　（1）海外におけるঢ়況等

　（2）オープン・イノベーションに向けた制度的枠組みの整備

　（3）その他の環境整備等

4．銀行代理業者規制の取扱い

　（1）銀行代理業制度の概要等

　（2）電子決済等代行業者をめぐる銀行代理業制度上の課題等

おわりに

（IUUQ���XXX�GTB�HP�KQ�TJOHJ�TJOHJ@LJOZV�UPTJO�20161227�1�IUNM 参র）
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信金中金ͩより 

信金中ԝ金ݿɹҬɾ中খا業ڀݚॴ׆ಈه（��月）

1．レポート等の発行
発行日 レポート分ྨ 通巻 タ　　イ　　ト　　ル ࣥ	ච	者

16.12.2 産業企業情報 28-10 長ण企業の“継続力”を考える	
−円滑な事業承継へ向けてのキーワードは“事業価値”−

ുྮ　実

16.12.5 内外金利・ҝସ見通し 28-9 円安進行と景気回復期待を受けて日銀による加؇和は当
面見送り

֯田　ঊ	
奥智彦

16.12.9 金融調査情報 28-18 急速に脚光浴びる「フィンテック」ᶈ	
−「̖̥ エ̞コノミー」の形成に向けて−

品和ण

16.12.14 内外経済・金融動向 28-5 中国経済を下支えする個人消費と第3次産業
−コト消費の掘り起こしが内需拡大のカΪ−

岩達也ࠇ

16.12.16 金融調査情報 28-19 −今、改めて考える信用金庫の源流−
報徳思想を踏まえたಠ自の取組みと二宮金次郎像の全国へ
の普及〜さがみ信用金庫と愛知県岡崎地区の石工業〜

中西雅明

16.12.16 産業企業情報 28-11 ౸来するIoT社会と中小企業④	
−地域の課題解決に活用される ňIoTŉ −

三ྠ和政	
品和ण

16.12.16 金融調査情報 28-20 共同化による経費の減 住元文和

16.12.20 金融調査情報 28-21 信用金庫中ݎ職員のさらなる活躍に向けて	
−信用金庫内で補い合える体制の構築がより重要に−

奥智彦

16.12.21 内外経済・金融動向 28-6 中小企業の財務ঢ়況と景気動向	
−中小企業の収ӹ性・付加価値分ੳと中小企業景気動向指
数CIの算出−

直ً؛็

16.12.27 ニュース＆トピックス 28-78 信用金庫業界の総資産は150ஹ円台へ	
−バランスシート拡大の一方で運用資産の構成は大きく変化−

井上有߂

16.12.29 産業企業情報 28-12 コンテンツツーリズムによる魅力溢れる地域づくり
−「大河ドラマ」、「アニメ」、「ロケ誘致」の事例からの示ࠦ−

石川ߒ史	
品和ण	
ുྮ　実

2．講座・講演・放送等の実施
実施日 種ྨ タ　　イ　　ト　　ル 講࠲・講演会・番組名称 主催 講師等

16.12.1 講演 ものづくり補ॿ金等について ものづくり補ॿ金等にかかるษ
強会

川೭江信用金庫 井上有߂

16.12.2 講演 中小企業を取り巻く経済環境 経済講演会 郡信用金庫ו ֯田　ঊ

16.12.2 講演 フィンテックについて フィンテックにかかるษ強会 　信用金庫ޖ 品和ण

16.12.2 講演 フィンテックについて フィンテックにかかるษ強会 広島信用金庫　 品和ण
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実施日 種ྨ タ　　イ　　ト　　ル 講࠲・講演会・番組名称 主催 講師等

16.12.6 講演 環境変化に挑む全国の若手
経営者の成功事例

よこしん県央地区経営者交流会 横浜信用金庫 ുྮ　実

16.12.7 講演 国内外の経済情勢と金融市
場の展望について

第5回理事長会 群馬県信用金庫協会 ֯田　ঊ

16.12.8 講演 経済の見通しについて 第43回地域金融࠙談会専門部会 武蔵野銀行 ֯田　ঊ

16.12.8
　		〜9

講࠲ 日本のベンチャー企業にお
ける資金調達について

平成28年度	ূ券ゼミナール大会 全日本ূ券研究学生連ໍ ുྮ　実

16.12.9 講演 日本および世界の経済情勢
と今後の展望

外ҝ信金連絡会 外ҝ信金連絡会 ֯田　ঊ

16.12.9 講演 職域セールスの企画について 職域セールスプランニング研修 信金中央金庫 和೭

16.12.21 講演 国内外の経済情勢と今後の
展望

第307回ならちΎうしん経営研究会 奈良中央信用金庫 ֯田　ঊ

16.12.22 講࠲ 東海経済圏における「もの
づくり企業」の影響力

愛知県立愛知総合工科高校専߈
科金融講࠲

西ඌ信用金庫 奥智彦

16.12.28 講演 「フィンテック」の動向につ
いて

フィンテックにかかるษ強会 府信用金庫ߕ 松崎英一

16.12.28 講演 「フィンテック」の動向につ
いて

フィンテックにかかるษ強会 山ས信用金庫 松崎英一
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１．(1)    信用金庫の店舗数、合併等

信用金庫の店舗数、会員数、常勤役職員数の推移

1．信用金庫౷ܭ
（1）信用金庫の店舗、߹ซ
（2）信用金庫の༬金種ྨผ༬金・地区ผ༬金
（3）信用金庫の༬金ऀผ༬金
（4）信用金庫のՊผିग़金・地区ผିग़金
（5）信用金庫のିग़ઌผିग़金
（6）信用金庫の༨༟資金ӡ用ঢ়گ

2．金༥ؔػ業ଶผ౷ܭ

					（1）業ଶผ༬ஷ金						（2）業ଶผିग़金

౷ ܭ

（ຌ　例）
1．金額は、単位未ຬࣺてとした。
2．ൺ率は、原則として小数点以下第1位までとし第2位以下ࣺてとした。
3．記号・ූ号表示は次のとおり。
　　ʤ 0 ʥゼロまたは単位未ຬの計数	 ʤ�ʥ該当計数なし	 ʤ˚ʥ減少または負
　　ʤʜʥ不詳または算出不能	 ʤˎʥ1,000�以上の増加率	 ʤ̿ʥ速報数字
　　ʤ́ʥగ正数字	 ʤ̱ʥ̱ 印までの数字と次期以降との数字は不連続
4．地区別統計における地区のうち、関東には山ས、長野、新潟を含む。東海は静岡、愛知、岐阜、三重の

4県、九州北部は福岡、佐賀、長崎の3県、南九州は۽本、大分、宮崎、鹿児島の4県である。
˞　信金中金	地域・中小企業研究所のホームページ（http://www.scbri.jp/）よりEYcel形ࣜの統計資料をダウンロードすることができます。

౷ܭ資料のর会ઌɿ
信金中央金庫 地域・中小企業研究所
5FM	03Ȃ5202Ȃ7671　FBY	03Ȃ3278Ȃ7048

信用金庫の合併等

1．（1）信用金庫の店舗、߹ซ
信用金庫の店舗、会員、ৗۈ役৬員の推Ҡ

信用金庫の߹ซ
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１．(2)  信用金庫の預金種類別預金・地区別預金

預金種類別預金

地区別預金

1．（2）信用金庫の༬金種ྨผ༬金・地区ผ༬金
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１．(3)  信用金庫の預金者別預金

１．(3)  信用金庫の預金者別預金

１．(3)  信用金庫の預金者別預金

1．（3）信用金庫の༬金ऀผ༬金
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１．(4)  信用金庫の科目別貸出金・地区別貸出金

科目別貸出金

地区別貸出金

1．（4）信用金庫のՊผିग़金・地区ผିग़金
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1．（5）信用金庫のିग़ઌผିग़金
１．(5)  信用金庫の貸出先別貸出金
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1．（6）信用金庫の༨༟資金ӡ用ঢ়(6)．１گ  信用金庫の余裕資金運用状況
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2．（1）業ଶผ༬ஷ金２．(1)  業態別預貯金等２．(1)  業態別預貯金等



	 ౷　ܭ	 ���

2．（2）業ଶผିग़金２．(2)  業態別貸出金
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○対象分野は、当研究所の研究分野でもある「地域」「中小企業」「協同組織」に関連する金融・

経済分野とし、これら分野の研究の奨励を通じて、研究者の育成を図り、もって我が国におけ

る当該分野の学術研究振興に寄与することを目的としています。

○かかる目的を効果的に実現するため、本論文募集は、①懸賞論文と異なり、募集期限を設けな

い随時募集として息の長い取組みを目指していること、②要改善点を指摘し、加筆修正後の再

応募を認める場合があること、を特徴としています。

○信金中金月報への応募論文の掲載可否は、編集委員会が委嘱する審査員の審査結果に基づき、

編集委員会が決定するという、いわゆるレフェリー制を採用しており、本月報に掲載された論

文は当研究所ホームページにも掲載することで、広く一般に公表する機会を設けております。

詳しくは、当研究所ホームページ（http://www.scbri.jp/）に掲載されている募集要項等をご

参照ください。

  編集委員会 （敬称略、順不同）

 委 員 長 小川英治 一橋大学大学院 商学研究科教授

 副委員長 藤野次雄 横浜市立大学名誉教授・国際マネジメント研究科客員教授

 委　　員 勝　悦子 明治大学 政治経済学部教授

 委　　員 齋藤一朗 小樽商科大学大学院 商学研究科教授

 委　　員 家森信善 神戸大学 経済経営研究所教授

問い合わせ先

信金中央金庫 地域・中小企業研究所「信金中金月報掲載論文」募集事務局（担当：住元、中西）

Tel : 03（5202）7671／Fax : 03（3278）7048

「信金中金月報掲載論文」募集のお知らせ ホームページのご案内

【ホームページの主なコンテンツ】
○当研究所の概要、活動状況、組織
○各種レポート
　内外経済、中小企業金融、地域金融、
　協同組織金融、産業・企業動向等
○刊行物
　信金中金月報、全国信用金庫概況・統計等
○信用金庫統計
　日本語／英語
○論文募集

【URL】
 http://www.scbri.jp/

　当研究所のホームページでは、当研究所の調査研究成果である各種レポート、信金中金月報のほか、統計デー
タ等を掲示し、広く一般の方のご利用に供しておりますのでご活用ください。
　また、「ご意見・ご要望窓口」を設置しておりますので、当研究所の調査研究や活動等に関しまして広くご意
見等をお寄せいただきますよう宜しくお願い申し上げます。
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